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健康推進課 11 1 0 A a 1 0 食を育てるプラン
食を育てるプラン策
定事業

三沢市食育プランを
策定

計画作成に係る資料収集と市内各団体での取
り組み状況の調査を実施

B
事業ニーズは把握できているが、計画作
成に向けての進め方に改善が必要

Ｂ
食育プランを早期に策定すべきである。食の安全
は三沢市にとって必要な事業である。

健康推進課 11 1 0 A b 1 1 食育普及事業
食育推進計画の策
定及び実施

（仮称）三沢市食育
推進計画の策定

（なし） C
食育推進計画の策定により、その行動計
画の中で目標設定し、事業の具体化が図
れる

Ｃ
既存の事業を充実させることも必要だが、市の指針
というか食育推進計画を策定していくことが先に必
要であることから、早期の体制づくりを進める必要

健康推進課 11 1 0 B a 1 1 運動習慣普及事業 運動習慣普及事業

生活習慣病予防の
ためのエクササイズ
ガイド2006の普及を
図る

特定保健指導対象者及び生活習慣病予防に関
心のある市民を対象に、健康運動指導士による
メタボリックシンドローム予防運動講習会を実
施。

B
運動習慣定着のため、定期的に継続して
取り組む必要がある。

Ｂ

運動習慣の定着のための健康教室への参加人数
が少ないことから、市民への周知を図る対策をとる
必要がある。これまでのやり方が良いのか再度検
討する必要がある。

健康推進課 11 1 0 C a 1 0
妊婦の歯の健康づく
り啓発事業

妊婦集団歯科健康
診査事業

歯科医師による妊婦
の集団歯科健診を実
施

今年度から毎月1回妊婦歯科検診を実施。受診
者は15％（68名）で少なかったが、受診者の
83％が要指導・要治療のため、妊婦の口腔衛生
状態を見直し、また乳幼児の歯の健康づくりに
繋げていく意味でも貴重な機会である。

B
事業の必要性や有効性から継続は必要
だが、受診率の向上を図る必要がある。

Ｂ
受診率の向上を図るため、妊婦への集団歯科健診
の周知を徹底させる方策の検討が必要である。妊
婦の口腔衛生の必要性を認識させる必要がある。

健康推進課 11 1 0 D a 1 0
防煙・禁煙の推進事
業

防煙・禁煙の推進事
業

学校における喫煙防
止教室、職場におけ
る禁煙教室等の実施

市内8小学校中希望のあった5小学校で喫煙予
防教室を実施。

B

未成年時からの防煙に対する意識付けに
より将来の喫煙者数の減を、また妊婦を
含めた現喫煙者の禁煙指導を推進するこ
とにより喫煙者数の減を図り、健康障害防
止に努めている。現喫煙者のさらなる減を
進めるため、禁煙指導方法等の検討が必
要。

Ｂ

未成年者（小学校）から防煙に対する意識づけを行
なうなどの対応は良いが、現喫煙者の減少に努め
るために禁煙指導方法の更なる検討が必要であ
る。

健康推進課 11 1 0 D b 1 0
アルコールの健康障
害に関する講演事業

アルコールの健康障
害に関する講演事業

医師等による市民を
対象とした講演会を
実施

飲酒状況の取りまとめと、講演会等開催のため
の関係機関との調整を実施。

B
今後も妊婦への禁酒指導を継続していく
必要がある。未成年者への指導に取り組
む必要がある。

Ｂ

未成年者へのアルコール健康被害の講演会や教
室の開催などに取り組み、また、妊婦などへの飲酒
の防止の更なる指導の徹底を図ることが必要であ
る。今後はすべての市民に周知させる必要がある。

健康推進課 11 1 0 D c 1 0
薬物乱用防止に関す
る講演事業

薬物乱用防止に関す
る講演事業

薬剤師、警察官等に
よる市民を対象とし
た講演会等を実施

薬物乱用の現状の取りまとめと、講演会等開催
のための関係機関との調整を実施。

C
薬物乱用防止に関する取り組みは、ポス
ター掲示による知識の普及にとどまってお
り、内容の見直しが必要。

Ｃ

薬物乱用については、もっと市民に周知させる方策
を検討する必要あり、また、未成年層への講習会
等の開催や関係機関との連携を強めるなど、活動
方法を検討する必要がある。

国保年金課 11 1 0 E a 1 0
特定健康診査・特定
保健事業

特定健康診断等事
業費(特定健康診査・
特定保健事業)

各保険者による生活
習慣改善を目的とし
た特定健診、特定保
健指導を実施

特定健康診査事業（特定健康診査・特定保健事
業）
　　国保　１，２９９名　　　後期高齢者 １２７名

B

将来的に医療費の節減を図る有効な施策
の一つであると思われるが、現状では国
より提示された目標値に達することが困難
であるため、今後、事務の改善が必要と
思われる。

Ｂ
医療費の節減のためには検診が有効であると言わ
れており、今後も受診率を上げるよう取組みながら
継続すべきと思われる。

健康推進課 11 1 0 E b 1 1 各種がん検診事業
胃・肺・大腸がん検
診、子宮がん・乳が
ん検診

市民を対象とした各
種がん検診を実施す
るとともに、受診率向
上を図る。

１９年度まで、胃・肺・大腸がん検診は総合検診
として全市民対象の基本健康診査と同時実施し
てきたが、２０年度は法改正により、国保の加入
者を対象とした特定健診と同時実施となる。広
報・マックテレビ・新聞折り込み、４０歳への節目
年齢者個別通等により周知をしたものの、対象
者が変わったため申し込み者が計画を下まわっ
た。子宮・乳がん検診については前年度を59
人、35人上回っている。

B

検診の必要性、有効性は高いものの、実
際の受診率は低い状況である。しかし、検
診の対象者の中で、実際にドック、職場検
診、あるいは医療機関で経過観察中の者
の数が把握されておらず、実際には他機
関での受診者は多いことが予測される。
市で実施する検診では、受診体制の見直
し（これまでの平日実施から、土日等の設
定など）とともに、検診の周知方法を効果
的にすることで受診率の向上が期待され
る。

Ｂ
検診の必要性・有効性は高いため、今後も事業の
継続が必要。また、実施日の日程の再検討など受
診率の向上を図るため、今後も必要な事業である。

健康推進課 11 2 0 A a 1 0 思春期会議 思春期会議の開催
思春期セミナーの開
催

市内中学校に思春期セミナー開催の案内をした
ところ、市内5中学校中、4校から希望があり、思
春期に関するセミナーを行った。

A

　学校における授業のほかに、医師など
の専門家が正しい知識を伝えることで学
習を深めることができ、将来の豊かな人間
形成のもととなる。

Ａ

命の大切さや性に関する正しい知識を身につける
ために、小中学校に医師や専門家から思春期セミ
ナーを学習してもらうことで、豊な人間形成ができる
ため、今後においても必要性が高いものである。

健康推進課 11 2 0 B b 1 1
母子の健康づくりの
ための家庭力向上事
業

母子の健康づくりの
ための家庭力向上事
業

父子手帳交付等、夫
による母子健康づく
り支援を進める

平成20年度から、母子手帳交付時に父子手帳
を配布し、妊娠、出産、育児における夫による母
子健康づくりの支援を図る。

B

妊娠届出時に全妊婦の夫へ配布している
ので、普及啓発の機会となっているが、父
子手帳の活用状況及び夫の母子支援の
充実を図ることが必要である。

Ｂ
父子手帳を20年度から配布するなど夫の母子支援
に協力体制を整え、充実を図っているため、必要性
の高い事業である。

健康推進課 11 2 6 B a 1 1
妊婦委託健康診査
事業

妊婦委託健康診査
事業

妊婦健診の公費負
担部分の拡大を図る

妊婦健診の公費負担回数を2回から5回に拡大
した。

A
事業の継続実施により、妊婦支援の充実
を図る。

Ａ
この事業は、公費負担が2回から5回に増えたので
妊婦支援の充実が図られ、今後も継続していく必
要があり、より安心・安全な出産を目指していくべき

健康推進課 11 2 9 C a 1 0 乳児訪問指導事業 乳児訪問指導事業
新生児生後４ヶ月ま
での全家庭訪問指
導を実施

生後４ヶ月までの乳児のいる全家庭を保健師と
訪問指導員が訪問する。出生に対して約９８％
に対応し、また里帰り中で必要時には訪問依頼
し、ほぼ全数に対応した。

A
早期の訪問により育児支援の充実が図ら
れている。今後も生後４か月までの全戸
訪問を目指し、事業を継続する。

Ａ

生後４ヶ月までの乳児のいる全戸家庭訪問して育
児の健康状態や保健指導など実施しており、安心
して子育てができるよう今後も支援体制は必要であ
る。
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健康推進課 11 3 0 A a 1 0
こころの相談窓口事
業

こころの相談窓口事
業

相談窓口の周知及
び相談機能の強化を
図る

・広報誌にこころの健康づくりに関する記事を連
載し、知識の普及啓発と相談窓口の紹介を行っ
た。
・産婦訪問において「うつのスクリーニング」を全
員に（約500名）実施。ハイリスク産婦については
訪問・相談等で継続支援を実施。
・精神保健専用窓口ではないが、一般健康相談
（来所・電話等）の中で対応

A

精神保健に関する様々な相談に応じ　数
値目標を目指すものではないため、数値
で達成度を測ることは難しい。
きめ細やかな事業展開が不可欠であり、
そのためには、保健師等の専門職の増員
等、体制等を充実していく必要がある。

Ａ
こころの悩みや病気を抱える方などのきめ細やか
な健康相談を実施し、今後も必要な事業である。

健康推進課 11 3 0 A c 1 0
自死遺族サポート事
業

自死遺族サポート事
業

自殺者の遺族への
訪問、相談等を実施
し、遺族の精神的ケ
アを図る

個人情報保護法および遺族申し出により、自殺
者及び自死遺族の詳細な情報を得ることが困難
な状況にあることから積極的な取り組みはでき
なかった。

B

自殺に対する様々な誤解や偏見の中で、
その事実を隠し、悲しみを封印してきた遺
族たちが、世間の無理解を乗り越えて語り
始め、自分らしく生きて行けるようになるよ
うに、遺族の“回復力”を尊重しながら支
援していく。
遺族のさまざまな悩みに応じ、地道にきめ
細やかな事業展開が不可欠であり、その
ためには、保健師等の専門職の増員等、
体制等を充実していく必要がある。

Ｂ

自殺で亡くした遺族の精神的支援は、大切なことで
ある。しかし、その遺族の把握することが問題であ
り、詳細な情報収集するための対策を検討する必
要がある。

病院建設課 12 1 0 A a 1 1
三沢市立三沢病院
新築移転事業

三沢市立三沢病院
建設事業費

病院本体基礎・躯体
工事等

病院本体基礎・躯体工事等を実施 A

平成17年度に着手した事業であり、平成
22年度の完了を目指している。平成21年
度は引き続き、病院建物工事の完成等を
実施するため、事業完了まで必要な事業

Ａ 現状の進め方に特段問題ないと見られる。

病院建設課 12 1 0 A b 1 1 医療機器整備事業 医療機器購入費
Ｘ線撮影装置外医療
機器の購入

X線撮影装置外医療機器の購入 A

平成22年度の新病院開院に向け、年次計
画に基づき、医療機器の購入・更新を実
施している。平成21年度は引き続き、磁気
共鳴診断装置外医療機器の購入を実施
するため、今後においても必要な事業で

Ａ
限られた財源の中、購入が必要な機器に優先順位
をつけ、上位のものから購入しており、現状の進め
方で妥当と思われる。

管理課 12 2 0 A a 1 0 医師の招聘 医師招聘推進事業
医師招聘のための
待遇改善と関係機関
への働きかけ

　医師招聘のため大学への派遣依頼や派遣業
者等関係機関への働きかけを行った。また、学
会や研究会での交流を通じて医師招聘に努め、
業務援助医師等の招聘をした。また、医師の住
環境の改善を図った。

A
医師の確保・招聘は重要課題であり、今
後も継続して取り組む必要がある。

Ａ
全国的に医師の絶対数が不足している以上、現状
の進め方でやむをえないと思われる。

管理課 12 2 0 A b 1 0 高度医療の習得 研修事業
各種研修会への参
加

日本癌治療学会など各種学会への出席・発表
や病院業務改善研究会などの研修会への参加
を通じ、高度な医療の知識・技術の習得に努め
た。また、研究図書について予定通り購入し研
究に寄与した。

A

地域住民から「愛され信頼される病院」を
めざすには高度医療の知識・技術の習得
は重要課題であり、今後も継続する必要
がある。

Ａ 現状のように進めることが妥当と思われる。

医事課 12 3 0 A a 1 1 医療連携推進事業
地域医療連携室の
設置

医療連携による紹介
患者業務及び在宅
ケアの推進

平成20年度実績として他医療機関からの紹介
患者2,639件、他医療機関への紹介患者1,625件

A

　高齢者社会を迎え、増大する地域の医
療を病院･診療所の役割に応じた機能分
担と連携を促進し、医療の効率化を図るこ
とが地域住民へのより良い医療提供につ
ながることから、今後においても継続が必
要な事業である。

Ａ
特に予算は要していないが、大変よい取り組みであ
ると思われる。

医事課 12 3 0 A c 1 0 医療相談事業
セカンドオピニオン外
来の実施

がん診療に関する相
談事業他医療相談
事業の実施

平成20年度実績として、がん相談131件、医療
相談94件、福祉相談64件、セカンドオピニオン
受け入れ件数11件

A

　医師（ファーストオピニオン）から説明を
受けても、情報や知識がない患者や家族
は、治療法の選択・決定が出来ず他の専
門医に相談したいと思うのは当然なこと
で、患者や家族の不安緩和・治療の選択
決定ができることから、今後においても継
続が必要な事業である。

Ａ

セカンドオピニオンを求める風潮はまだ余り広がっ
ていないそうであるが、対応可とする病院は増えて
いるとのこと。患者の立場になれば、対応すべきで
ある。

生活福祉課 13 1 0 B a 1 0
地区社会福祉協議
会の設立

（検討中） （検討中） （なし） B

現有する町内会のブロック分に準じる形
態が予想される、社協業務の省力化・町
内会等で活動する業務のブロック対応等
のメリットが考えられるが、町内会のメリッ
トが明確でないことで進展しないものと思

Ｂ

　地区社会福祉協議会の設立は、各地域の実情に
即した円滑でより実践的な福祉活動を推進するた
めに有効な手段である。
　今後、設立に向け更なる検討が必要である。

生活福祉課 13 1 0 B b 1 0 福祉ＮＰＯの支援 福祉ＮＰＯ支援事業
社会福祉協議会との
協働による、福祉ＮＰ
Ｏ設立等に係る支援

福祉ＮＰＯ法人設立は無かったが、既存の福祉
ＮＰＯ法人と連携を取り、地域福祉の推進を図っ
た。

D

組織的活動が大きな力となることは期待
できるが、自発的に組織を立ち上げる人
たちの声は聞こえない、声を上げた人たち
への支援では結果は出ないと思われる、
見直しが必要か。

D
自発的に組織を立ち上げる者がいない。見直しが
必要。
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生活福祉課 13 1 0 B b 2 0 福祉ＮＰＯの支援
カットボランティア事
業

社会福祉協議会の
カットボランテアグ
ループが福祉施設等
を訪問し、理髪サー
ビスを行う。

取組なし A
強制する性質のものではなく受動的な施
策であることから、充分な成果である

A 貢献度が高く事業継続が適当である。

生活福祉課 13 1 0 C a 1 0
総合的な福祉サービ
スの提供

福祉サービス事業

総合社会福祉セン
ターを拠点として、各
機関と連携した地域
福祉及び社会福祉
の推進・充実を図る

今年度初めて｢社協まつり｣を当センターで開催
し、多くの市民の参加をいただき地域福祉の啓
発・推進を図った。　３２団体、（関係者・ボランテ
ア４００人を含む)１，２００人参加。

B
20年度が第1回目の開催であり成功裏に
終わっている、継続することで波及効果を
期待する。

A

昨年度、地域福祉の啓発・推進を図るため「社協ま
つり」を実施し、成功裏に終わった。今年度は、昨
年度を上回り大盛況であったたことから、現状どお
りに事業を進めることが必要である。

生活福祉課 13 1 1 B c 1 0
ボランティア活動の
促進

社会福祉総務費(ほ
のぼのコミュニティ21
推進事業委託料)

社会福祉協議会の
ボランティア活動促
進に係る支援

民生委員・ボランテイアの方々２０２名が、１人暮
らし高齢者宅等　５７８世帯を訪問し、見守り・交
流活動を行い孤独感の解消を図るとともに、地
域の中で安心して暮らせるような地域福祉社会
の構築を行った。

B
適正な見守り交流協力員の確保が困難な
中最低限の人員を確保し、要望される多
数の1人暮らし高齢者に対応されている。

B
非常に大切な事業であるが協力員が不足してい
る、今後、事業の効率性、進め方等改善し協力員を
増やすことがが必要。

生活福祉課 13 1 1 C b 1 0
自立支援体制の確
立

社会福祉総務費（民
生委員活動報償費）

民生委員・児童委員
による、高齢者等の
地域の人々が自立し
て暮らすための様々
な支援に係る活動

９０名の民生委員・児童委員が地域の方々の
様々な相談に対して、関係機関と連携を密にし
て問題を解決し、地域社会の福祉増進を図っ
た。　　訪問活動＝５，１７７回、　活動日数＝８，
９４２日

A

訪問回数、活動日数から地域の相談相手
として十分成果を上げている、また、各種
の事業に参加し市民啓発も積極的であ
る。（ボランティアであり、事業費1人当り年
額5万円程度は費用弁償的ものである）

A
民生委員・児童委員の活動は地域社会の福祉増
進には大切なことである。現状どうり事業を進める
ことが適当である。

家庭福祉課 13 2 0 A a 1 0 一時・特定保育事業
保育所費（一般職給
料外）

保護者の就労形態
や疾病等の事情によ
り、一時緊急的に保
育が必要になった児
童を保育

年間延べ約１，５００名の児童が利用しており、
安心して子育てができる環境を整備し、もって児
童の福祉の向上を図る。

A

一時・特定保育の利用希望者全てに対応
しているため、現状維持で事業を進めるこ
とが適当と思われる。
※直接経費の中に保育士４名分の人件
費が含まれる。

Ａ

　毎日利用されており市民ニーズは高く、また希望
者全てに対応しており市民サービスの向上など有
効性も高い。
　安心して子育てできる環境の整備のため重要で
あり、今後も継続して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 2 0 B e 1 1 子育て広場
（仮称）子育て広場開
設事業

地域において子育て
親子の交流等を促進
する、子育て拠点の
設置を推進

設置場所、管理、運営形態等について検討し
た。

B

子育て支援サークルに所属していない家
庭で保育している児童・保護者のための
交流や子育て支援の情報収集を図るた
め、Ｈ２１年度より開設するが、事業の運
営方針等改善する必要がある。

Ｂ
　他事業での子育て支援もあり、常設のひろばとし
ての必要性等が不明である。開設後の運営状況に
よっては改善等の必要がある。

家庭福祉課 13 2 0 C a 1 0 保育料軽減事業 保育料軽減事業

保育所に入所してい
る第３子以降の３歳
未満児の保育料を軽
減

対象児童数は、７４人。出生率の向上及び安心
して子供を産み育てることのできる環境づくりを
図る。

A

出生率の向上及び安心して子どもを産み
育てることの環境づくりのため、今後も必
要であり、現状維持で事業を進めることが
適当と思われる。

Ａ
　出生率の向上及び安心して子どもを産み育てるこ
との環境づくりのため必要性が高く、今後も継続し
て実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 2 0 E a 1 0
ひとり親家庭の自立
支援

児童扶養手当費

父親と生計を同じくし
ていない18歳までの
児童の母あるいは養
育者に支給

H２０年度の受給者は５９３世帯であった。家庭
の生活の安定と自立の促進を図るために手当
てを支給し、児童の福祉の増進を図る。

A
国の制度に基づく手当の支給のため、現
状維持で事業を進めることが適当と思わ
れる。

Ａ
　法に基づく事業であり、継続して実施すべき事業
である。

健康推進課 13 2 0 E b 1 0 障がい児支援 5歳児発達相談

1歳6カ月児健診、2
歳児歯科健診、3歳
児健診に加え、就学
前の児への支援の
場として、5歳児発達
相談と事後指導教室
を行なうことにより、
発達障害等を早期発
見し、就学に向けて
の子供の発達を支援
する。

発達障害者支援法の規定による、発達障害者
の早期発見を目的に平成20年度から2年間の計
画で県のモデル事業として実施し、市での単独
実施につなげていく。発達相談5回、事後指導教
室4回、個別教育相談4回実施し、就学に向けて
教育機関による支援へ円滑に移行できるよう支
援した。

A

　発達障害への気づきとそれに対する支
援が早期から開始できるため、保護者の
不安を軽減し、就学後の支援にスムーズ
に移行することができ、就学後の不適応
や不登校等の二次障害を予防することが
できる。

Ａ

　発達障害者支援法の趣旨に沿った事業であり、３
歳児健診から就学時健診までの橋渡し支援として
保護者の不安軽減のため必要性が高く、また発達
障害の早期発見により適切な支援に結びつけるこ
とが可能となり有効性も高い。
　今後、更に事業の周知に努め推進すべきである。

家庭福祉課 13 2 0 E b 2 0 障がい児支援
障害児手当及び障
害児補装具支給

２０歳未満で障害の
重い児童に障害児
福祉手当を支給、ま
た障害児の身体機
能を獲得又は補完す
るための用具を交
付･修理する。

　２０歳未満の重度の障害児に月額１４，３８０円
を支給している。延べ人数３８４人。障害児の補
装具の交付は年間２０件。修理は７件であった。
また、障害児日常生活用具として紙おむつ５２件
等を給付した。

A

　障害者自立支援および障害者地域生活
支援に基づき、障がいのある子どもの支
援を将来にわたって、継続していく必要が
ある。

Ａ

　法に基づく事業であり必要性が高く、また対象者
（希望者）全員が適用を受け障がい児の日常生活
の向上が図られており効果はあがっている。
　今後も、継続して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 2 1 D a 1 0
児童虐待防止対策
の推進

児童福祉総務費（要
保護児童対策協議
会委員謝礼）

関係機関の連携を図
り、児童虐待防止に
向けた取り組みを推
進

三沢市要保護児童対策協議会を開催。関係機
関・団体の情報や考え方を共有し、適切な連携
の下で対応していくことを確認する。

A
要保護児童の適切な保護を図るため、関
係機関との情報交換を行うことが肝要な
ため、今後も必要な事業である。

Ａ

　要保護児童の早期発見や適切な保護を図るため
必要性が高く、また少ない事業費で実施できており
効率性も高い。
　今後も継続して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 2 2 A b 1 0 延長保育促進事業
児童福祉費（延長保
育促進事業費補助
金）

保護者の就労形態
や残業等の事情によ
り、早朝や夕刻の保
育が必要な児童に対
し通常保育を超えて
保育

１０か所の保育所で実施している。仕事等の社
会活動と子育て等の家庭生活との両立を容易
にするとともに、子育ての負担感を緩和し、安心
して子育てができる環境を整備し、もって児童の
福祉の向上を図る。

A

中心部の保育所は、延長保育の需用があ
るが、北部地域では、需用がほとんどない
ため、ほぼ現状維持で事業を進めること
が適当と思われる。

Ａ

　年間約1,500名の利用者がおり市民ニーズは高
い。
　安心して子育てできる環境の整備のため重要で
あり、今後も継続して実施すべき事業である。
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家庭福祉課 13 2 2 A c 1 0 障害児保育事業
児童福祉費（障害児
保育事業委託料）

保育に欠ける中程度
の心身障害児を入所
させ、健常者とともに
集団保育

障害児７人を保育している。子育ての負担感を
緩和し、安心して子育てができる環境を整備し、
もって児童の福祉の向上を図る。

A
障害児保育の利用希望者全てに対応して
いるため、現状維持で事業を進めることが
適当と思われる。

Ａ

　障害児保育は市の関与の必要性が高く、また希
望者全てに対応しており市民サービスの向上など
有効性も高い。
　児童の福祉向上のため重要であり、今後も拡充
に向け取り組むべき事業である。

家庭福祉課 13 2 2 A d 1 0
保育所地域活動事
業

児童福祉費（保育所
地域活動事業委託
料）

保育所を地域の拠点
として、世代間交流
や異年齢児交流、育
児講座等を実施

６か所の保育所で実施している。保育所におけ
る地域の需要に応じた幅広い活動を推進するこ
とにより、児童の福祉の向上を図る。

A

老若男女の地域住民が子育て支援活動
に主体的に関われるようにし、多世代の
交流を促進するため、今後においても必
要な事業である。

Ａ

　世代間交流など児童福祉の向上を図る多様な活
動は必要性が高く、また少ない事業費で実施でき
ており効率性も高い。
　今後も拡充に向け取り組むべき事業である。

家庭福祉課 13 2 2 B a 1 0 子育て支援センター
児童福祉費（地域子
育て支援センター事
業委託料）

子育て家庭の育児に
関する相談や情報提
供を総合的に実施

子育て家庭の育児に関する相談や情報提供を
総合的に実施する。支援活動の企画・調整・実
施を担当する職員を配置し、子育て家庭等に対
する育児不安等についての相談指導、子育て
サークル等への支援、子育ての情報提供等を
実施し、児童の福祉の向上を図る。

A

児童と家庭を取り巻く環境変化を踏まえ、
子育てしやすい環境整備を図るための支
援策として、今後においても必要な事業で
ある。

Ａ

　育児不安についての相談指導、情報提供等の支
援を行う拠点として必要性が高く、また利用者も多
く有効性も高い。
　今後も継続して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 2 2 B b 1 0
子育て支援短期利用
事業

児童福祉費（子育て
支援短期利用事業
委託料）

保護者の疾病等によ
り、家庭における養
育が困難な児童を乳
児院で保護

H20年度事業の利用はなかったが、緊急一時的
な場合に備え児童及びその家庭の福祉の向上
を図る必要がある。

A

家庭において養育することが緊急一時的
に困難になった児童及び一時的に養育・
保護が必要な児童のため、常に体制を整
える必要があるので、今後も必要な事業
である。

Ａ

　緊急の場合に備え体制を整えておくことは市とし
て重要である。
　利用者がない場合は直接経費がかからなく効率
的である。
　今後も継続していくべき事業である。

家庭福祉課 13 2 5 B d 1 0 家庭児童相談室
家庭児童相談室設
置費

子どもに関する様々
な問題や悩みの相
談を受け、問題解決
に向けた援助

家庭における適正な児童養育のため、相談員２
名を配置して相談指導業務の充実に努めた。ま
た、関係機関との連携を密にして要保護児童の
早期発見や適切な保護を図る。

A

児童福祉法の改正により、市町村も児童
家庭相談、虐待の通告先になる等の法的
な位置づけがされ、今まで以上に市町村
の責任が重視されるため、専門的な知識
を持つ家庭児童相談員の充実を図らなけ
ればならないので、今後も重要な事業で
ある。

Ａ
　法改正により、市でも児童家庭相談の必要性が
高くなっており、今後も継続して実施すべき事業で
ある。

市民課 13 2 6 c b 1 0 児童手当 児童手当費
小学校６年生までの
児童の保護者に児
童手当を支給

児童を養育している者に児童手当を支給するこ
とにより、家庭における生活の安定に寄与し、次
代の社会をになう児童の健全な育成及び資質
の向上に資することを目標とした。※H21.4.17付
現在　児童手当費支給額　３０９，７２０，０００円
（延児童数４６，４０２人）

A

子育てにかかわる費用の一部を児童手当
として支給することによって、家庭におけ
る生活の安定が高まるよう経済的支援を
することは今後においても必要な事業で
あると考える。

Ａ
少子化対策の一つとして必要な事業であると考え
る。

家庭福祉課 13 2 8 B c 1 0
ファミリー・サポート・
センター

ファミリー・サポート・
センター運営費

育児の援助を必要と
する人と援助を行い
たい人を組織化し、
会員相互の援助活
動を支援

募集チラシを作成し配布したこともあり入会者が
増加した。子育ての負担感を緩和し、安心して
子育てができる環境を整備し、もって児童の福
祉の向上を図る。

A
現在の登録会員で、相互援助活動の調整
が行われているので、現状維持で事業を
進める事が適当と思われる。

Ａ

　安心して子育てできる環境整備として必要性が高
く、また活動件数も多く市民サービスの向上につな
がっており有効性も高い。
　今後も継続して実施すべき事業である。

国保年金課 13 2 9 C c 1 0 乳幼児医療費助成
乳幼児医療費給付
費

３歳児までの乳幼児
及び４歳から就学前
までの児童に係る医
療費の一部負担金
相当額を助成

・０歳児から３歳児までの入院・外来及び４歳児
から６歳児までの入院に係る医療費（個人負担
分）の給付
・平成２０年１０月診療分からは、４歳児から６歳
児の外来に係る医療費（個人負担分）の給付も
実施

A

　子育て支援事業のひとつとして、その必
要性や有効性の評価は高く、ひきつづき
継続の必要な事業と考える。さらに今後
は、新たな財源確保を前提に支援内容の
拡大も検討する余地があると考える。

Ａ

少子化対策のひとつとしても必要性・有効性は高い
と思われる。県内では小学校卒業まであるいは中
学校卒業までなど支援対象を拡大している自治体
もあり、担当課の評価のとおり財源確保できること
が前提であるが段階的な拡大も考えていかなけれ
ばならないのではないかと思う。

家庭福祉課 13 3 0 B b 1 0
ソフト面のバリアフ
リー化

日常生活の援助

　障害者の身体機能
を獲得又は補完する
ための用具を交付･
修理及び車いす等
の貸出し、手話通訳
者の派遣等を行な
う。

　障害者の補装具の交付は年間４８件、修理は
４８件。内訳は義肢、義肢･補聴器等。障害者日
常生活用具としてストマ５３４件等を給付した。

A
　障がいをもつ人たちが、その障がいを補
い、日常生活を円滑に営むために必要不
可欠な事業である。

Ａ

　法に基づく事業であり必要性が高く、また対象者
（希望者）全員が適用を受け障がい者の日常生活
の向上が図られており効果はあがっている。
　今後も、継続して実施すべき事業である。

教育総務課 13 3 0 C a 1 0
特別支援教育の推
進

三沢市就学指導委
員会

①子供たちの立場に
立ってより望ましい
学習内容や学習の
場を考える②保護者
の方々が就学先を考
えるための参考資料
の提供③就学の相
談等　　　児童の発
達の状況を的確に把
握し検討する。

4月・第1回就学指導委員会　　5月・小中学校説
明会・保護者説明会・保育園幼稚園説明会　　6
月・第2回就学指導委員会　　7月・知能検査
8月・専門部会　　9月・医学検査　10月・専門部
会2～3・第3回就学指導委員会　　11月・保護者
説明会　　12月最終判断　　１月・会議　　2月・
届出書提出

B

就学指導委員会では、専門的な調査に基
づき、それぞれの発達の状況を的確に把
握し検討がなされているが、今後も保護者
の理解と協力を得ながら、より一層適切な
就学指導を進めていかなくてはならない。

B

障害を持つ子どものために必要な事業であるが、
就学指導委員会の役割や医者・保護者との調整な
ど制度上の基準や特別支援教育の場所や支援員
の確保など長期的な見通しのもと、事業を進めてい
く必要がある。
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家庭福祉課 13 3 0 C b 1 0 一般就労の促進 障害者自立支援

　一般企業等へ就労
を希望する障害者
に、就労に必要な知
識及び能力の向上
のために必要な訓練
を行う就労移行支援
や自立訓練等を行う
施設への助成しま
す。

　就労移行支援給付費として、一般企業等の就
労を希望する人に、訓練を行う施設に三沢市か
らの延での入所者８３名（実質５～８人）に対す
る負担金。自立訓練給付費として地域で生活で
きるよう、身の回りの訓練を受けられる施設に入
所している延べ１６０人（実質１２～１４人）に対
する負担金。

A
　障害者自立支援および障害者地域生活
支援に基づき、障がいのある人たちの社
会への自立のために必要な事業である。

Ａ

　障がい者自立のための就労移行や身の回り訓練
等への支援は市が関与する必要性が高く、障がい
者の自立に有効な手段である。また対象者（希望
者）全員が適用を受け障がい者の自立に向け効果
はあがっている。
　今後も、継続して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 3 0 C c 1 0 福祉的就労の促進 障害者自立支援
　身体障害者福祉会
や各障害者支援施
設への補助

　身体障害者福祉会や各障害者支援施設（手を
つなぐ育成会・心の友作業所等）への補助を実
施

B

　各会については、会員が社会への自立
のために訓練や研修等を行っており、存
続の必要性は大きいが、会そのものの活
動内容が妥当なのか、今後見極めていく
必要がある。

Ｂ

　障がい者自立支援推進のためには、各支援団体
の活動が重要であり補助の必要性は大きいが、各
支援団体の運営については市に依存せず自主的
に活動できるようにしていく必要がある。

家庭福祉課 13 3 4 A a 1 0
自立支援給付の充
実

自立支援給付費

障がいの種類を越え
た共通のサービスを
提供し、障がいのあ
る人が地域で安心し
て暮らせるよう支援
する。

　障害者自立支援特別対策事業の一環として、
報酬の日払い方式導入により経営困難な事業
所の安定的な運営の確保、新体系の日中活動
事業所・旧体系の通所施設における送迎サービ
スの利用者に係る負担の軽減、及びオストメイト
対応トイレの整備等、国や県の助成（補助金）を
受け実施。

A

　障害者自立支援および障害者地域生活
支援に基づき、障がいのある人たちの自
立や生活をしていくための支援を将来に
わたって、継続していく必要がある。

Ａ
　法に基づく事業であり、継続して実施すべき事業
である。

家庭福祉課 13 3 5 A b 1 1
地域生活支援の充
実

地域生活支援事業
費

障がい者（児）が有
する能力及び適正に
応じ、自立した日常
生活を営むことがで
きるよう支援する。

Ｈ２０．４から実施している「訪問入浴サービス」
は、「三沢市在宅寝たきり老人等入浴援護事
業」がＨ１９年度で廃止になったことに伴い実施
され、現在、月約３名の利用がある。　又、「障害
者福祉ホーム」については、十和田市の『とわだ
さんまり荘』に1名入所、一般社会への復帰及
び、自立を図るため日常生活支援を受けてい
る。

A

　障害者自立支援および障害者地域生活
支援に基づき、障がいのある人たちの自
立や生活をしていくための支援を将来に
わたって、継続していく必要がある。

Ａ
　法に基づく事業であり、継続して実施すべき事業
である。

都市整備課 13 3 6 B a 1 0
生活空間のバリアフ
リー化

市道古間木１０号線
福祉対策事業

工事（多目的便所の
新設、手摺り設置）

東西公衆便所改修（多目的便所の新設）　　自
由通路改修工事（手摺り設置）

A
　事業目的どおりの成果が達成され、全て
の利用者の利便性が向上した。

A 工事が完成し目標が達成されている。

介護福祉課 13 4 0 A a 1 0 地域支援事業
地域介護予防活動
支援事業

介護予防に関するボ
ランティア等の育成・
研修、地域組織活動
の育成・支援

家族介護教室１９回、延べ２４８人参加。　家族
介護のためのリフレッシュ事業２回。

B

家族介護者教室及び家族介護者リフレッ
シュ事業の実施状況を見ると固定化した
状況にあり、効率性等改善が必要。
介護予防活動を支援する取組は健康づく
りを推進するためには貢献度が高い。

Ｂ

　ボランティア等や地域組織の活動は、個人の意識
等で活動の成果に差異が出るものと見られる。従っ
て組織の効率性だけではなく、団体等を組織する
個人の意識改革も考慮に入れて啓蒙活動を促進し
ていくべきと考える。

介護福祉課 13 4 0 B a 1 0
介護予防及び介護
サービスの提供

介護予防ケアマネジ
メント事業

介護予防事業におけ
るケアプランの適切
な策定・評価

特定高齢者把握事業において、把握・認定され
た特定高齢者について介護予防のケアプランを
作成し、その介護予防ケアプランに基づき、介護
予防事業を包括的、効率的に実施し、高齢者が
身体的、精神的に自立した生活ができるよう支

A

目標達成には有効性のある事業ではある
が、国の要綱により医師の判定が必要な
ことや当事者に身体機能の低下の自覚が
乏しく、事業に結びつきにくいが地道に継
続して必要がある。

Ｂ
　特定高齢者として位置づけられた高齢者に、特定
高齢者の対象になったことを認識させる方法や手
段に工夫が必要である。

介護福祉課 13 4 0 B b 1 0
地域密着型介護保
険施設の整備

地域密着型介護保
険施設整備事業

介護保険事業計画
に基づく施設整備

第４期介護保険事業計画において施設整備の
計画を作成

A
　介護保険制度の基本となる事業計画に
おける実行プランであることから、必要度
は高い。

Ａ
介護保険事業においては絶対的に必要な施設であ
り、現状維持が適切である。

介護福祉課 13 4 0 B c 1 1
地域支援事業（介護
予防事業）

介護予防特定高齢
者事業

生活機能評価による
特定高齢者の把握、
通所形式での「運動
器の機能向上」「口
腔機能向上」「栄養
改善」教室の実施

集団検診と同時に行う生活機能評価による特定
高齢者の把握事業及び選定された者に対し、直
営及び委託での通所形式「運動器の機能向
上」、「口腔機能向上」、「栄養改善」の教室を実
施する予定であったが、医療制度改革により検
診受診者が減少し、特定高齢者の把握数、選定
数とも減少したが、教室内容は充実させた。委
託での予防事業は実施できなかった。

B

目標達成には貢献度が高い事業である
が，直営のみの実施のため遠方の対象者
が参加しにくい状況にある。今後委託等も
検討し対象者が参加しやすい事業になる
よう工夫が必要。

Ｂ

　事業実施施設が総合社会福祉センターのみであ
るため、特定高齢者への配慮が十分でない。民間
等への委託を考え、事業実施施設の増加を図るべ
きである。

介護福祉課 13 4 0 B c 2 1
地域支援事業（介護
予防事業）

介護予防一般高齢
者事業

介護予防教室の実
施、介護予防に関す
る知識の普及

・４在宅介護支援センターに委託した介護予防
教室：１８１回、延べ参加人数：４５３人　・介護福
祉課支援の介護予防教室：８０回、延べ参加人
数１０２４人・介護予防講演会開催：９月２８日
（日）公会堂、講師：医師、参加者数：２５０名

B

年齢が高くなることによって起こりやすい
不活発な生活を避けるために、身近に介
護予防に取組める機会があることは重要
であり、介護保険を使わない元気な高齢
者を増やすことにつながるよう継続するこ
とが必要である。

Ｂ
　６５歳以上が対象であるが、全地域への事業の展
開が十分でない。
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介護福祉課 13 4 0 B d 1 1
地域支援事業（包括
的支援事業）

包括的・継続的ケア
マネジメント支援事
業

包括的・継続的な
サービスが提供され
るよう地域の多様な
社会資源の活用、ケ
アマネジメント体制の
構築支援

・地域ケア会議、ケアマネジメント会議を定期開
催し、保健・医療・福祉のサービスを対象者に包
括的・継続的・効率的に提供できるよう支援す
る。
・市内の４在宅介護支援センターに地域包括支
援センターのブランチの役割を委託し、高齢者
やその介護者を支援する。

A

保健・医療・福祉・介護に関わる機関が連
携し高齢者や障害者等の要援護者を支
援するネットワーク構築への貢献度も高く
継続することが必要。

Ａ
　ソフト事業であり、特に大きな障害や問題点も見
られなく、十分に機能している。

介護福祉課 13 4 0 C a 1 1
要支援高齢者への
サービス事業

介護予防支援事業
要支援者に対する適
切な支援計画の作
成・評価

介護認定において、要支援１・２の判定を受けた
者に対し、地域包括支援センター直営又は居宅
介護支援事業所に委託により支援経過卯を作
成、評価する。　＊延べ作成件数　直営：１３７９
件、委託１５１４件

A

介護保険に定められた業務であり、今後
も対象者の持つ機能が維持、改善され悪
化しないような適切なﾌﾟﾗﾝの作成を継続
することが必要。

Ａ
　データに基づき、要支援者に対し適切な指導や処
遇が施されている。

介護福祉課 13 4 0 D b 1 0 認知症ケアの推進
介護予防普及啓発
事業

介護予防に関する基
本的知識の普及、パ
ンフレット等の作成・
配布

介護予防教室や講演会等において、パンフレッ
トを配布し、介護予防に関する基本的知識の普
及を行った。

A

認知症者が増加することは予測されてお
り、公的なサービスだけでは対応が困難
なため、見守りやボランテァなど市民との
協働で支援ができる基盤作りのために継
続しておこなうことが必要である。

Ａ
　介護予防の啓蒙活動は重要であり、継続が必要
である。

介護福祉課 13 4 0 D c 1 0 高齢者虐待の防止
総合相談事業費（総
合相談支援・権利擁
護事業）

高齢者の総合相談
窓口の開設、訪問に
よる実態把握、虐待
防止活動

社会福祉士ちゃ相談員を配置し、地域に住む高
齢者の様々な相談に対応し、適切な機関や制
度、サービスと連携し、継続的に支援する。

A

高齢者が権利を擁護され尊厳ある生活を
維持するために、市民に高齢者虐待防止
や成年後見などの普及啓発活動を継続す
ることが必要。

Ａ
　当市以外にも事業実施団体等があるため、現状
維持で十分と考える。

介護福祉課 13 4 1 C b 1 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（軽度生
活援助事業委託料）

虚弱な一人暮らし高
齢者に対し除雪等軽
微な日常生活の援
助をする

事業実績は、除草、除雪等３７件、69,500円 B
事業自体のニーズはあるが、利用者の多
くが除雪であるため、降雪量に左右される
等天候による事業量の変化もある。

Ａ
　事業の必要性、有効性、効率性が高く継続してい
くべきである。

介護福祉課 13 4 1 C b 2 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（高齢者
はり・きゅう・マッサー
ジ費給付費）

70歳以上で本事業を
希望する者に１枚
1,000円の助成券を
年に6枚給付

申請者数、申請枚数、利用枚数とものびていな
い

D

給付要件等抜本見直し：保険適用外の治
療に対する助成が必要なのかという根本
的なこと、現行制度が扶助費にかかわら
ず、所得制限がないこと、他市の状況で
は、旧３市のみの実施であること、更に
は、行革で支給対象人数の限定化を図る
よう方向性が示されている等を考慮すると
Ｄ評価となる

Ｄ
　特定の者だけが慰労のためにサービスを受けて
いる状況であり、事業の必要性は特に認められな
い。

介護福祉課 13 4 1 C b 3 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（長寿祝
金）

長寿の高齢者に対し
祝い金を支給する

行革により一部金額を下げて実施したが、住民
の反応は財政状況を理解しており、不満は予想
以上に少なかった。

C

事業規模の見直し：祝い金支給は必要で
あるが、現在、行革で支給対象者を限定
しているが、他市と比較した場合、支給対
象者の更なる限定が必要と判断される可
能性が強いことから、現状では、必要性は
２。また、事務量軽減・経費節減のため口
座振替等の導入も検討が必要である。

Ｃ
　今までも給付対象者を年齢の節目にするなどして
絞込みや圧縮をしているが、もっと絞込みや圧縮を
するべきである。

介護福祉課 13 4 1 C b 5 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（高齢者
いきいきパス券購入
費補助金）

70歳以上の高齢者
1ヶ月3000円のバス
代助成し、社会参加
促進を促進する

過去最高の利用者であり、増額補正をした B

事業については、必要な事業であり、継続
も必要と考える。しかし、窓口業務であり、
事務負担の増加と、市立三沢病院移転に
伴う事業形態等は再検討が必要である。

Ａ
現状の利用度が高く、今後も需要が安定的に維持
される見込みである。

介護福祉課 13 4 1 C b 6 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（高齢者
歩行安全杖給付事
業）

75歳以上で介護度１
以上の者に対し、歩
行用杖を無料で支給
する

行革により給付条件を設定したところ、新規給
付が激減し、前年度在庫で間に合った

D
事業効果が非常に小さいため、廃止する
方向である

Ｄ
　杖は特に高価な物品でもなく耐用年数も長いこと
から、当市が給付する必要性は認められない。見
直しをするべきである。

介護福祉課 13 4 1 C b 7 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（歳末在
宅援護扶助費）

在宅の寝たきり高齢
者に対し、歳末一時
金を支給する

給付対象者が少なかった D
同様の対象者に介護用品支給で、増額し
ていること、行革で廃止対象となっている
ことから２０年度限りで廃止した

Ｄ
　支給を継続する必要性は特に認められない。見
直しをするべきである。

介護福祉課 13 4 1 C b 8 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉費（在宅寝
たきり老人等扶助
費）

在宅で介護度４・５の
者に対し紙おむつを
無料で支給する

支給件数：８７５件 B

扶助費であり、所得制限が必要でない
か？金額、品種を増やして介護保険特別
会計へ移管したので、一般会計事業は廃
止した。

Ａ
　在宅寝たきり老人の介護用品としては絶対的に
必要なものであり、貢献度の高い給付である。
　継続して実施する必要性がある。
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介護福祉課 13 4 1 D a 1 0
高齢者福祉活動等
への支援

老人福祉費（老人ク
ラブ補助金）

会員の教養向上、健
康増進、地域との交
流促進を目的とし補
助金交付

46560円×４０クラブ B

価値観の多様化や活動団体の種類の増
加等があり、高齢者が増えても、老人クラ
ブ加入者は増加していない。また、３０人
以上という要件もあり、新規団体もない。
現状維持の状態が続いており、更なる効
果を上げるのは困難と思われる状態。

Ａ
　老人クラブを通じて老人の社会参加、親睦等が果
たされているものであり、貢献度が高く現状維持が
適切である。

介護福祉課 13 4 1 D a 2 0
高齢者福祉活動等
への支援

老人福祉費（老人ク
ラブ連合会補助金）

単位クラブの連絡調
整、育成指導、指導
者の育成を目的とし
補助金交付

単位クラブの連絡調整、育成指導、指導者の育
成を目的とした補助金交付

B

社会情勢、市民の意識等からやむを得な
い部分もあるが、老人クラブ数が横ばい
で、特別、活動状況に変化がないことを考
慮した

Ａ
　老人クラブの存続のためには、各団体の指導等
を担う老人クラブ連合会の役割は大きい。

介護福祉課 13 4 1 D a 3 0
高齢者福祉活動等
への支援

老人福祉費（高齢者
生きがいづくり推進
事業費補助金）

高齢者が事件事故
に遭わないよう研修
会を実施

高齢者が事故に遭わないよう研修会を実施 B
少ない補助金ながらも、不安定な社会情
勢、「オレオレ詐欺」の発生等を考慮する
と必要な事業ではある。

Ａ
　高齢者の日常生活の安全性確保のための事業
であり、継続が必要と見られる。

介護福祉課 13 4 1 D a 4 0
高齢者福祉活動等
への支援

老人福祉費（高齢者
いこいの家運営費補
助金）

商店街の空き店舗を
利用し高齢者が気軽
に利用できる場所を
提供する

商店街の空き店舗を利用し高齢者が気軽に利
用できる場所を提供する事業の補助金として交
付

D

空き店舗対策という側面、市立三沢病院
移転による利用者の減が見込まれるこ
と、似たような「つどいの家」があることを
考えると、単独の存在が必要かどうか再
検討の余地がある

Ｄ
　単にバス停留所の待合所としての利用度が高く、
高齢者の憩いの場としての利用目的に叶っていな
い。見直しが必要である。

介護福祉課 13 4 2 C b 9 0
一般高齢者への
サービス事業

デイセンター運営費

自立している高齢者
に対しセンター内に
おいて各種サービス
を提供

利用者数：６４０４名、２２．３名／日、利用率：８
１．１％

C
具体的成果が見えにくい事業で、必要性、
応益負担の適性度、運営形態の妥当性
等様々な面で判断が難しい事業である。

Ａ

　老人の快適な生活の援護のため必要であるが、
利用度は高いにも関わらず施設の能力に限界があ
る。長期的には施設の拡充や実施場所の増加が
望まれる。

介護福祉課 13 4 3 C b 4 0
一般高齢者への
サービス事業

敬老会関係経費
70歳以上の高齢者
を公会堂に招待し会
を開催する

70歳以上の高齢者5200人が参加 D

抜本的見直し：記念品（弁当）を受け取る
だけと形骸化していること、対象者が増加
し、現状に無理があること、行革、効果的
な経費のあり方から地域開催の方針がで
ている。なお、式典実施には、民生委員、
社会福祉協議会、ボランティア等６０名程
度の応援で何とか間に合わせている。

Ｃ

　対象者が６,０００人以上ありながら、当市の施設
では１,０００人くらいの入場者しか収容できない。町
内会等に分散し、委託方式などで事業を進めること
を考えるべきである。

観光推進課 13 4 5 C B 10 0
一般高齢者への
サービス事業

老人福祉センター管
理費

老人の福祉サービス
と健康相談

温泉浴場無料（65歳以上）入浴者102,381人。
（全利用者217,148人）
健康相談者2,259人。

B
65歳以上の高齢者の入浴無料は、検討
する時期に来ていると思われる。

B
平成５年建設、築１６年経過して施設の維持管理を
計画する時期。有料化については、指定管理者と
市（条例改正）協議要。

家庭福祉課 13 5 0 A b 1 0
ひとり親家庭等医療
費助成

児童福祉総務費（ひ
とり親家庭等医療
費）

ひとり親家庭等に対
し医療費の一部負担
金相当額を助成

H２０年度の対象者は６６０世帯であった。ひとり
親家庭等の医療費の負担を軽減することによ
り、ひとり親家庭等の福祉の増進を図る。

A
青森県ひとり親家庭等医療費助成事業に
基づく医療費の支給のため、現状維持で
事業を進めることが適当と思われる。

Ａ
　ひとり親家庭の健康保持と福祉の増進を図るた
め必要性が高く、継続して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 5 0 A ｃ 1 0
母子寡婦福祉資金
貸付事業

家庭児童相談室設
置費（母子自立支援
員報酬）

母子家庭等の子に
対する、就学支度資
金及び修学資金等
の貸付事務

H２０年度は１３件の申請があった。経済的自立
及び生活意欲の助長を図り、児童の福祉の増
進を図る。

A
実施主体は県なので、申請事務は現状維
持で進めていくことが適当と思われる。

Ａ
　近年の厳しい経済状況から必要性は高い。市は
申請事務だけなので、継続して実施すべき事業で
ある。

家庭福祉課 13 5 0 A d 1 0
三沢市母子寡婦福
祉連合会補助金

三沢市母子寡婦福
祉連合会補助金

母子寡婦等の生活
の安定に向けた取り
組みを行う活動を支

学習・交流会を開催することにより、母子家庭及
び寡婦の福祉向上と生活の安定並びに会の活
性化を図る。

B
会の運営等について、改善が必要である
が、母子・寡婦の生活の安定のため、現
状維持で事業を進める。

Ｂ
　母子寡婦家庭の生活の安定を図るため市の関与
は必要であるが、会の運営等については市に依存
せず自主的に活動できるようにしていく必要があ

家庭福祉課 13 5 0 B a 1 1
母子自立支援員によ
る支援

家庭児童相談室設
置費（母子自立支援
員報酬）（再掲）

母子家庭等に対し
て、職業能力の向上
や求職活動の情報
提供等の相談・支援

子育てや母子関係に関する問題、児童扶養手
当の受給やひとり親医療費などの経済上の問
題などに関する相談に応じる。

A

母子家庭の抱えている問題を把握し、そ
の解決に必要かつ適切な助言及び情報を
提供しなければならないため、専門の支
援員が必要となるため、現状維持で事業
を進める。※　直接経費は、全て人件費と
なる。

Ａ
　母子家庭の抱える様々な問題に対し適切な支援
をするため専門の支援員の必要性は高く、継続し
て実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 5 0 B b 1 0
保育所の優先的入
所

保育所入所決定事
務

母子家庭の母が就
職や求職活動を十分
に行うことができるよ
うにするため、保育
に入所する際の選考

保育所入所優先配点表において、母子家庭の
特別加算を設けて選考を優先し、母子家庭の福
祉の増進を図る。

A

母子家庭に係る保育所の入所利用の選
考を優先させることは、子育て及び生活支
援策、特に自立の促進が図られることか
ら、今後も必要な事業である。

Ａ
　母子家庭をめぐる就労条件や就職環境が厳しい
ことから入所の選考を優先する必要性が高く、継続
して実施すべき事業である。

家庭福祉課 13 5 1 A a 1 0 児童扶養手当
児童扶養手当費（再
掲）

父親と生計を同じくし
ていない18歳までの
児童の母あるいは養
育者に支給

H２０年度受給者は５９３世帯であった。家庭の
生活の安定と自立の促進を図るために手当てを
支給し、児童の福祉の増進を図る。

A
国の制度に基づく手当の支給のため、現
状維持で事業を進めることが適当と思わ
れる。

Ａ
　法に基づく事業であり、継続して実施すべき事業
である。
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国保年金課 14 1 0 A a 1 0 健康思想啓発事業
特定健康診査事業
費

パンフレット配布
特定健康診査等に係る事業内容・実施日の周
知

B

被保険者証の更新に際してのパンフレット
配布は、現在対象の方だけではなく今後
対象となる方への制度の周知として有効
であったが、健診を受診することの必要性
を感じてもらえず、受診率へ反映していな
いことから、内容等の検討が必要。

Ｂ

パンフレット配布は市民への事業内容の周知に効
果的と思われるが、疾病の予防・早期発見のため
の健康診査受診率向上につながるような三沢市独
自の内容も検討すべきであると考える。

国保年金課 14 1 0 A b 1 0 各種ドック事業
保健事業費(人間ドッ
ク事業、脳ドック事
業)

人間ドック１００名、
脳ドック１５０名の実
施を行う

人間ドック　　　５８名
脳ドック　　　　 ７３名

A

将来的に医療費の節減を図る有効な施策
の一つであり、市民の健康づくりに資する
事業として今後も主要な健康施策として位
置づけたい。

B

他の健康診査の事業とおなじく医療費節減に有効
な事業と考える。ただ、受診率向上のためにできる
だけ受診者の希望する病院でのドッグ受診が可能
となるよう検討が必要と思われる。

国保年金課 14 1 0 A c 1 0
特定健康診査・特定
保健事業

特定健康診査等事
業費(特定健康診査・
特定保健事業)(再掲)

特定健診、特定保健
指導を行う

特定健康診査事業（特定健康診査・特定保健事
業）　　　（再掲）
　　国保１，２９９名　　　後期高齢者１２７名

B

将来的に医療費の節減を図る施策として
は有効な施策の一つであると思われる
が、現状では国より提示された目標値に
達することが困難であるため、今後、事務
の改善が必要と思われる。

Ｂ
医療費の節減のためには検診が有効であると言わ
れており、今後も受診率を上げるよう取組みながら
継続すべきと思われる。

国保年金課 14 1 0 B a 1 0
納税相談業務等の
推進

納税相談推進事業
徴収率向上のため
の計画策定

徴収率向上のための計画策定 B

今後は、国保税の内容を、更により多くの
市民に周知していく必要がある。また、収
納機会の多様化させていく必要があると
思われる。

Ｂ

財源確保のために収納率を上げることは大変重要
なことであるが市民への周知はもちろんのこと、戸
別訪問のほかにも収納形態の検討をしていかなけ
ればならないのではと考える。

介護福祉課 14 2 0 A a 1 0
高齢者保健福祉計
画・介護保険事業計
画策定事業

老人福祉費（高齢者
保健福祉計画・介護
保険事業計画策定
業務委託料）

保健・医療・福祉全
般にわたる高齢者施
策の総合的な計画
の策定

保健・医療・福祉全般にわたる高齢者施策の総
合的な計画の策定

A
　介護保険制度の根幹をなす事業計画の
策定及び評価であることから、必要度は
非常に高い。

Ａ
　高齢者施策の基本的計画であり、必要性が高い
ものである。

介護福祉部 14 2 0 B a 1 0
介護保険適正化事
業

介護給付等費用適
正化事業

介護保険事業計画
により、適正な介護
保険の運営を図る

介護保険事業計画により、適正な介護保険の運
営を図る

A
介護保険適正化事業の主たる計画である
ため、必要度は高い。

Ａ
　介護給付費の適切な運用を図るため、継続が必
要な事業である。

介護福祉課 14 2 0 B b 1 0
ケア・マネジメントの
質の向上

介護給付等費用適
正化事業（再掲）

ケアマネジメント会議
を随時開催する

ケアマネジメント会議を随時開催する B

ケアマネジメントの質を向上させ、介護給
付費の適正化を図るには個別にケアﾌﾟﾗﾝ
をチェックする等の指導強化が必要と思
われる。

Ｂ
　介護保険事業の適正を監視する業務であるが、
日常業務との関連性を持たせて効率性を高めるべ
きと考える。

介護福祉課 14 2 0 B c 1 0
適切な要介護・要支
援認定の実施

介護給付等費用適
正化事業（再掲）

市職員による認定調
査の拡大、研修会・
情報交換会を随時開
催する

新規及び区分変更の要介護認定調査において
遠隔地等以外のものについては全て市職員が
実施した。

A

　高齢化の進展により、要介護認定の増
加・介護給付費の増加が予測され、制度
の健全な運用のため、給付適正化のため
の取組みの重要度は増している。

Ａ
　介護費用の適切な運用のため、継続するべき必
要な事業である。

介護福祉課 14 2 0 B d 1 0
サービス供給基盤の
整備と質の向上

介護給付等費用適
正化事業（再掲）

介護サービス事業者
への指導・監査を実
施する

実施件数　１件 A

介護保険事業の健全で適正な運営の確
保を図るうえで、サービス事業者に対する
指導監督は必須であり、事業の必要度は
高い。

Ａ
　介護給付費の適切な運用のため、継続するべき
必要な事業である。

介護福祉課 14 2 0 B e 1 0
情報提供・相談体制
の強化

介護給付等費用適
正化事業（再掲）

介護サービス利用者
苦情・相談等の窓口
の強化を図る

介護サービス利用者苦情・相談等の窓口の強
化を図る

A
介護保険事業の健全で適正な運営の確
保を図るうえで、被保険者のニーズ調査
及び分析の必要度は高い。

Ａ
　今後の介護サービスのあり方を検討する上でも、
継続の必要性が高い事業である。

生活環境課 21 1 0 A a 1 0
ラムサール条約登録
湿地仏沼の保全管
理

自然保護費（仏沼水
文調査委託）

仏沼の湿地環境を保
全管理するため、水
循環、水収支の基礎
調査

①仏沼の水循環、水収支の調査で、仏沼周辺
地域と沼の中とでの地下水の関係について調
査
②仏沼の周囲に張り巡らされてある用水路・小
水路と仏沼の地下水との関係を調査
③仏沼の中と外に設置した深度別の井戸を用
いた水位観測データの取得
④地下水の水質調査
⑤調査結果報告書

A

仏沼の水文調査は、今後の管理の基礎
資料となるもので、H19,H20に中間報告を
受け、H21で完結して最終報告が出される
予定であります。

A 必要に応じて秋田大学へ依頼し調査を行っている

生活環境課 21 1 0 A b 1 0
希少野生生物の生
息地の保全

自然保護費（仏沼保
全活用協議会補助
金）

仏沼保全活用協議
会で｢仏沼保全活用
基本構想」を策定、
水管理、火入れ方法
の検討

仏沼保全活用協議会への補助金
　（仏沼保全活用協議会の主なる事業として、
「仏沼保全活用基本構想」の策定及び水管理、
火入れ方法の検討）

A
仏沼の保全活用に関し幅広い意見を反映
させるために必要である。

A
ラムサール条約に登録されたことにより、環境保全
のため毎年管理方法については検討し実施してい
る

生活環境課 21 1 0 A c 1 0
外来生物の移入防
止

自然保護費（仏沼保
全活用協議会補助
金）（再掲）

仏沼保全活用協議
会で｢仏沼保全活用
基本構想」を策定

仏沼保全活用協議会で「仏沼保全活用基本構
想」を策定

A
仏沼保全活用基本構想が作成されたこと
により、今後の政策の指針となるものであ
る。

A
基本構想は平成20年度に策定され、現在はその構
想を中心に協議会が保全方法を検討している

生活環境課 21 1 0 B a 1 0
海岸・湖岸の清掃活
動

自然保護費

自然環境及び景観
の保全並びに安全・
安心な快適利用を図
るため清掃活動

NPO法人おおせっからんど・国土交通省との共
催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

A
仏沼・小川原湖の保全及び啓発に寄与す
ることから、今後も継続していかなければ
ならない事業である。

Ｂ
今後も継続していく場合は清掃活動とゴミを捨てな
いことの啓発、周知などと同時に進めていった方が
効率が良くなるものと考える。
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生活環境課 21 1 0 B b 1 0 景観保全活動 自然保護費（再掲）
海岸、小川原湖畔，
仏沼周辺等の景観
保全活動

NPO法人おおせっからんど・国土交通省との共
催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

A
仏沼・小川原湖の保全及び啓発に寄与す
ることから、今後も継続していかなければ
ならない事業である。

Ｂ
今後も継続していく場合は清掃活動とゴミを捨てな
いことの啓発、周知などと同時に進めていった方が
効率が良くなるものと考える。

生活環境課 21 1 0 B c 1 0
水辺の清掃、浄化活
動

自然保護費（再掲）
潤いのある水循環を
保全し、快適な環境
の形成

NPO法人おおせっからんど・国土交通省との共
催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

A
仏沼・小川原湖の保全及び啓発に寄与す
ることから、今後も継続していかなければ
ならない事業である。

Ｂ
今後も継続していく場合は清掃活動とゴミを捨てな
いことの啓発、周知などと同時に進めていった方が
効率が良くなるものと考える。

生活環境課 21 1 0 C a 1 0
身近な自然の動植物
調査

自然保護費（再掲）
市民等の参加による
動植物調査

なし A
希少動植物の調査であり、今後も必要な
事業であります。

0 0

生活環境課 21 1 0 D a 1 0
自然と人とのふれあ
える場の環境整備

自然保護費（仏沼保
全活用協議会補助
金）（再掲）

仏沼保全活用協議
会で｢仏沼保全活用
基本構想」を策定

仏沼保全活用協議会で「仏沼保全活用基本構
想」を策定

A
仏沼保全活用基本構想が作成されたこと
により、今後の政策の指針となるものであ
る。

Ａ
基本構想が策定され今後の政策の指針となるもの
であり、それに基づいて今後事業を進めていくこと
が適当である

生活環境課 21 1 0 D b 1 1
エコツーリズムの情
報収集と発信

自然保護費（仏沼エ
コツーリズム・シンポ
ジウム開催費）

仏沼エコツーリズム・
シンポジウムの開催

仏沼エコツーリズム・シンポジュームを開催し
た。

A
講演及びシンポジュウムの開催により、自
然環境の保全、観光振興及び地域振興
等の啓発普及が図られた。

Ｂ
啓発普及を考えるのであれば有効な事業の一つと
考えるが参加者が少ないのではないかと思う。

生活環境課 21 2 1 A a 1 0
普及啓発活動の推
進

自然保護費（非常勤
嘱託員報酬　外）

仏沼の巡回監視、来
訪者への案内、環境
パトロールカーの購
入

・仏沼の巡回監視、来訪者への案内、環境パト
ロール車の購入

A

自然保護監視員の配置及び仏沼環境パト
ロール車の購入は、仏沼の巡回監視、来
訪者への案内等の対応には必要不可欠
である。

Ｂ
仏沼だけの巡回監視ということであるが、自然環境
保護を目的とするならば仏沼だけに限るのは妥当
とは思われない。

生涯学習課 21 2 1 B a 1 1
自然体験学習の充
実

自然保護費(仏沼自
然観察会講師謝礼）

市内小学校の仏沼
自然観察会

おおぞら小学校４年生２２名・淋代小学校４、５、
６年生２４名・上久保小学校５年生１１１名・木崎
野小学校５年生　１２７名・岡三沢小学校５年生
１３６名・第二中学校１年生８８名・たんぽぽ家庭
教育学級１０名・出前講座、県立航空科学館１２
名　・ミサワウオッチング２０名　・おおぞら小学
校６年生３１名（秋の仏沼観察会）　ふるさと教育
研修１８名　　　５９９名

B

学校の授業として、自然観察会による地
域の自然環境について学ぶことは、市民
の地域自然環境に対する理解を進め、自
然環境に配慮した社会活動の意識形成に
大いに寄与するものであり、市が行う必要
性は大きい。しかし、実施方法について
は、学校教育の一部として実施されている
ものであり、教育総務課教育指導室にお
いて事務を担当するのが相当という考え
の下、平成２２年度から事務を移管する方
向で検討している。

B

自然観察会による地域の自然環境について学ぶこ
とは、市民の地域自然環境に対する理解を深める
ために必要なものである。実施の方法、コストの削
減など改善が必要だと思われる。

生活環境課 21 2 1 C a 1 0
仏沼ガイドの養成・
活用

自然保護費（仏沼保
全活用協議会補助
金）（再掲）

仏沼保全活用協議
会で｢仏沼保全活用
基本構想」を策定

・仏沼保全活用協議会で「仏沼保全活用基本構
想」を策定

A
仏沼保全活用基本構想が作成されたこと
により、今後の政策の指針となるものであ
る。

B
現在おこなっている水文調査結果次第によっては、
実施主体等の事業の抜本的な見直しを考えなけれ
ばならないと思う。

ごみゼロ推進
課

22 1 0 A a 1 0 家庭系ごみの有料化
家庭系ごみ有料化検
討事務

家庭系ごみ有料化
の検討

ごみの減量化や分別徹底の取組みを促進する
ために、家庭系ごみの有料化について、検討し
た。

A

H19年度より家庭系ごみの有料化につい
て検討。引き続き、検討しなければならな
いため今後においても必要な事業であ
る。

A 実施に向けての具体的な時期はまだ未定

ごみゼロ推進
課

22 1 0 A b 1 0
事業者のごみ処理負
担

塵芥処理費（事業系
ごみ有料化）

引き続き事業系ごみ
有料化を実施

事業系ごみの有料化を実施することによって、
事業者に適正排出を促すとともに、処理原価に
見合った適正な処理手数料の負担を求め、事業
者に対してごみの減量・リサイクルへの取組み
を促すことができた。

A
事業系ごみの有料化により、ごみの減量
につながっている。
今後においても必要な事業である。

A
料金設定に対する業者の不満は聞こえてこない、
理解を得ていると思う。

ごみゼロ推進
課

22 1 0 A c 1 0
市民・事業者への情
報提供・意識啓発

市民・事業者への広
報活動事務

広報みさわ・マックテ
レビなどを通じて、ご
みの減量化の啓発を
する

市民・事業者へごみの減量に対する意識を啓発
するために、広報みさわ5件、マックテレビ2件を
掲載し周知を図ることができた。

A

ごみの減量化や分別徹底の意識を啓発
するために、広報みさわやマックテレビ等
に掲載し、周知した。引き続き、周知の徹
底を図らなければならないため今後にお
いても必要な事業である。

A 一般家庭での分別意識は高くなっている

ごみゼロ推進
課

22 1 0 A d 1 0 環境教育の拡充 環境教育への支援

市内小中学校と連携
を図り、児童・生徒へ
の環境学習を支援す
る

ごみに対する意識向上のため、市民団体等の
総会などに出向き17団体・884名と、市内小中学
校計7校の児童・生徒の環境学習を支援するこ
とができた。

A

市内小中学校と連携を図り、児童・生徒へ
の環境学習を支援することができた。今後
も市内小中学校と連携を図り、支援してい
かなければならない事業である。

A
市内小学4年生を対象に分別意識の理解をしても
らっている

ごみゼロ推進
課

22 1 0 B a 1 0
発生抑制に配慮した
生活形態への転換
促進

家庭系ごみ発生抑制
事務

広報みさわ・マックテ
レビを通じて、家庭
から排出されるごみ
の発生抑制を促す

広報みさわ8月号に記事を掲載し、過剰包装や
使い捨て容器の消費をできるだけ避け、トレイ商
品等の購入抑制や買物袋の持参などを市民の
方々へ促すことができた。

B

広報みさわに、記事を掲載し、家庭から排
出されるごみの発生抑制を促すことがで
きた。ごみ減量化のために、今後も必要な
事業である。

B
微量ながら減少していることから考えると、効果は
直結しなくても継続する必要がある
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ごみゼロ推進
課

22 1 0 B b 1 0
発生抑制に配慮した
事業形態の転換促
進

事業系ごみ発生抑制
事務

事業系ごみ有料化を
継続し、ごみの排出
抑制を促す

広報みさわ12月号にごみの排出抑制に関する
記事を掲載したほか、事業系ごみの有料化を実
施することによって、ごみの排出抑制をすること
ができた。

A

広報みさわへ、ごみの排出抑制に関する
記事を掲載し、事業系ごみの有料化を実
施することによって、ごみの排出抑制をす
ることができた。引き続き、事業系ごみ有
料化を継続し、ごみの排出抑制を促すた
めにも、今後、必要な事業である。

A 有料化により事業者もゴミの減量に取組んでいる

ごみゼロ推進
課

22 1 0 B c 1 0
自己処理責任の明
確化

自己処理責任の推
進事務

事業者に対し、チラ
シなどで適正排出を
促す

事業系ごみの有料化を実施することによって、
事業者が排出するごみは、今後も自己処理責
任が必要であることを明確にすることができ、ま
た、家庭系ごみへの混入防止を図るため、5月
30日（金）各飲食店などにチラシ配布をし、適正
排出をするよう促すことができた。

A

チラシ配布により、適正排出を促すことが
できた。事業者が排出するごみは、今後も
自己処理責任が必要であることを明確に
し、家庭系ごみへの混入を防止を図るた
めに、今後、必要な事業である。

A
商店街、スナック等に店で排出されるゴミについて
は事業ゴミとして処理するよう啓発している

ごみゼロ推進
課

22 1 0 C a 1 0
市民の主体的なリサ
イクル活動の促進

市民へのリサイクル
推進事務

各種団体の会合等
に出向き、分別排出
の徹底やリサイクル
の推進を図る

各種団体の会合等に出向き、分別の徹底やリ
サイクルの推進について、17団体・884名に対し
て周知した。また、広報みさわ7月号を利用し、リ
サイクル製品を利用するよう促すことができた。

A

各種団体への周知や広報みさわを利用
し、リサイクル製品を利用するよう促すこと
ができた。今後は、市民が主体的にリサイ
クルに取組むことを促すとともに、分別排
出やリサイクル製品の積極的利用を促す
ために必要な事業である。

A
各種団体の集まりの中で、機会あるごとにリサイク
ルについての講習を行うことにより意識を高めてい
る

ごみゼロ推進
課

22 1 0 C b 1 0
事業者の主体的なリ
サイクル活動の促進

事業者へのリサイク
ル推進事務

事業系ごみ有料化を
継続し、リサイクルへ
の転換を促す。ま
た、事業所等へ出向
き、分別排出の徹底
やリサイクル推進を
図る

事業系ごみの有料化を実施することによって、リ
サイクルを考慮した事業活動への転換を促すと
ともに、廃棄物の再利用などを促進することがで
きた。

A

事業系ごみの有料化を実施することによ
り、リサイクルを考慮した事業活動への転
換を促すことや、廃棄物の再利用などを
促進することができた。引き続き、事業系
ごみの有料化を実施し、リサイクルへの転
換やリサイクル促進を図るためにも、今
後、必要な事業である。

A 資源ごみの分別を徹底している

ごみゼロ推進
課

22 1 0 D a 1 0
ボランティア団体等と
の連携による清掃活
動

環境美化の推進事
務

各種団体が行う清掃
活動への協力

連合町内会が主催する春・秋のクリーン大作戦
や東部地区町内会、中央地区町内会で行った
不法投棄の撤去や清掃活動に協力し、市内の
環境美化の促進を図ることができた。

A

春・秋のクリーン大作戦や東部・中央地区
町内会で行った不法投棄の撤去や清掃
活動に協力し、環境美化の促進を図るこ
とができた。引き続き、町内会が行うク
リーン大作戦、NPOなどが行う不法投棄
物の撤去や清掃活動等により、市内の環
境美化を促進するために、今後も必要な
事業である。

A クリーン作戦等は市民の多くに理解を得られている

ごみゼロ推進
課

22 1 0 D b 1 0
清掃活動等を通じた
ごみ問題への啓発

ごみ問題への啓発事
務

市民一人ひとりが、
ごみ問題への意識
向上を図るため、チ
ラシなどで啓発する

市民一人ひとりにごみへの理解を深めてもらう
ため、広報みさわやマックテレビを利用して、ご
み減量化・資源化への啓発活動を行うことがで
きた。

A

市民一人ひとりに、ごみへの理解を深め
てもらうために、広報みさわやマックテレビ
を利用し、ごみ減量化・資源化への啓発
活動を行うことができた。引き続き、減量
化・資源化への啓発、そして不法投棄防
止へつなげていくためにも、今後、必要な
事業である。

A 更なる啓発が必要

生活環境課 22 2 0 A a 1 0
生活排水対策講習
会

生活排水対策事業

河川の浄化活動・事
例発表等情報交換
など、生活排水全国
大会の開催

・全国生活排水対策協議会負担金
・全国生活排水対策セミナーの開催
・全国生活排水対策協議会総会出席

A

生活排水に関する問題は、下水道の普及
に伴い減少しておりますが、しかし、未だ
に河川の汚染などが原因となっていること
から、今後においても必要な事業である。

B 必要な事業であると思うが、進め方の改善が必要。

生活環境課 22 2 0 A b 1 0 環境美化活動
環境美化支援事業
（衛生センター）

し尿・浄化槽汚泥に
よる堆肥化（家庭菜
園用肥料として配
布）

・三沢地区衛生センターは、下水道等の受益を
享受されない地区の汚泥を処理するため、六戸
町、おいらせ町の１市２町（一部事務組合）で運
営し、公衆衛生行政に寄与するものである。
・これまで当センターで処理した脱水汚泥（糞
塊）を全て焼却していたが、H20年度より一部堆
肥化して循環させる試みを行った。

A

堆肥の有効利用を行うことで、公衆衛生、
環境に対する啓発等に寄与するものであ
ることから、今後もにおいても必要な事業
である。

A 0

都市整備課 22 2 0 A c 2 0
公園維持管理活動
の促進

公園環境整備業務
委託

三沢公園緑化公社と
地域住民が一体で、
公園維持管理活動を
推進する。

安全で利用しやすい公園環境整備を推進する
ため、維持管理に必要な公園整備用作業車等
を導入した。　公園整備用作業車　１台、乗用芝
刈機　１台、樹木破砕機　１台（※公園整備用機
器購入事業）

A
市民と協働で公園の維持管理を実施し、
施設の快適な利用に資する。

A
今後も市民と協働で公園の維持管理を継続し、施
設の快適な利用を望む。

生活環境課 22 2 0 B c 1 0
地球温暖化防止等
に関する啓発活動・
学習会の開催

公害対策費（地球温
暖化防止学習会）

環境保全について市
民に対し、講演及び
上映会の開催

・６月の環境月間に併せ、H20年６月１７日（土）
に国際交流センターおいて、環境映画「不都合
な真実」の上映と講演会を実施した。講演会は、
講師に県環境マスター相馬孝氏迎え、出席者は
８７名であった。

A
環境映画の上映や環境に関する講演会
開催により、環境問題に関する啓発が図
られた。

B
映画の上映、講演だけではなく幅広い進め方が有
効で効率的であると思う。
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生活環境課 22 2 0 C a 1 0 環境施策の周知
環境施策推進事業
(三沢市環境基本計
画)

4月号の広報に策定
のＰＲ　基本計画概
要版を毎戸配布

・三沢市環境基本計画の策定し、広報、市ホー
ムページ等で市民に周知を行った。

A
三沢市環境基本計画を広報へ掲載すると
ともにホームページで紹介することで、一
般市民へ周知された。

B

基本計画を作成し、広報・ホームページ等で周知を
行うことは貢献度が高く、現状どおり進めることは
必要であるが、周知されているか検証することが必
要ではないかと思う。

生活環境課 22 2 0 C b 1 0
環境学習活動の情
報収集並びに情報提
供

環境情報収集事業
環境に関する情報収
集及び情報提供（環
境学習会の開催等）

・環境学習事業として、市内小学校を対象に県
において環境紙芝居を開催した。
・実施概要　　6月23日　古間木小学校2・3年生
69名参加
6月27日　岡三沢小学校1年生　　　151名参加
9月24日　岡三沢小学校2年生　　　133名参加

A
環境問題に関する意識の向上について
は、今後とも必要な事業である。

0 0

生活環境課 22 2 3 A d 1 0
ペット等の適正管理
の推進

動物保護費
狂犬病予防注射の
推進・しつけ教室の
開催等

・狂犬病予防法に基づき、狂犬病予防注射や犬
の登録を行っている。
・犬のしつけ教室を毎年実施している。

A
狂犬病予防法により犬の登録及び予防接
種の必要性の啓発のため、今後も継続が
必要な事業である。

A 0

生活環境課 22 3 0 A d 1 0
自動車騒音測定調
査

自動車騒音常時監
視調査事業

県が実施「自動車騒
音常時監視」による
データ収集

・県環境政策課において委託調査を行ってい
る。
・調査地点は、主要地方道三沢十和田線の本
町で行った。

A
自動車騒音測定は、生活環境に密接に関
連していることから今後も県で行うよう要
望する。

0 0

生活環境課 22 3 0 A e 1 0 大気汚染調査
大気常時監視調査
事業

県が設置「大気常時
監視装置」による
データ収集

・大気汚染測定は、県で調査を行っている。
・測定箇所は、岡三沢町内会館測定局（測定項
目：二酸化窒素、浮遊粒子状物質等）、屋内
プールの屋上（調査項目：ダイオキ　シン類濃度

A

大気汚染については、広域に調査が必要
なことから県が調査を行っている。
大気汚染は健康に関して密接な関連があ
ることから今後も県で調査を行うよう要望

0 0

基地渉外課 22 3 0 A g 1 0
航空機騒音測定調
査

基地対策費（航空機
騒音測定調査）

航空機騒音測定器
により騒音測定及び
分析を行う

　市内７ヶ所（淋代平、根井、堀口、花園町、浜
三沢、駒沢、鹿中）に設置した常時騒音測定器
にて、航空機騒音の測定を実施した。

B
東北防衛局の騒音測定実施状況や財政
コスト等を踏まえながら、事業の見直しを
していく。

B
データーの蓄積・分析が重要であり、様々な民生安
定対策に係る事業の要望等に継続性が求められる
ものと評価する。

生活環境課 22 3 1 A a 1 0 悪臭監視調査
公害対策費（悪臭監
視調査委託料）

公害防止協定事業
所からの排水調査・
悪臭調査　年2回　7
事業所

・悪臭に関する公害防止協定締結事業所を対象
として、年２回監視調査を実施している。
・悪臭に関する公害防止協定事業所　　　(有)東
北ファーム、(株)川賢、(農)三沢農場、(有)東北
養鶏場、(農)川村農場の５社７事業場　１８地点
悪臭物質項目７物質

A
公害防止協定を締結している事業所の排
水・悪臭等の調査及び指導監督行うもの
であり、今後も必要な事業であります。

C
今後も必要な事業であることから、公害防止協定締
結の事業所だけではなく、悪臭等の調査及び指導
監督するべきである。

生活環境課 22 3 1 A b 1 0
公共用水域汚濁監
視調査

公害対策費(公共用
水域汚濁調査委託
料)

河川の水質分析年2
回　古間木川・三沢
川ほか

・三沢市における公共用水域（古間木川、三沢
川、三川目川、淋代川、細谷川、五川目堤、小
田内沼）の水質調査を実施。

A

公共用水域の汚濁状況を調査すること
で、汚濁の状況を把握し改善方法等を検
討するための基礎資料となるものであるこ
とから、今後も必要な事業である。

A 0

生活環境課 22 3 1 A c 1 0 地下水調査
公害対策費(地下水
水質調査)

地下水を利用してい
る施設の水質調査
市内5ヶ所　市役所
ほか

・地下水（井戸水）調査を実施。
・調査箇所は、市役所、古間木小、上久保小、木
崎野小、堀口中学校の５箇所で、いずれもトイレ
等に使用している。

A
地下水の水質汚濁状況の把握と水質保
全を検討するための基礎資料となるもの
であることから今後も必要な事業である。

A 0

生活環境課 22 3 1 A f 1 0 水生生物生育調査
公害対策費(水生生
物調査：小田内沼）

水生生物の種類・生
息状況・河川の水質
調査

・小田内沼の水生生物調査及び水質調査を実
施した。

A

水生生物調査をすることで、汚濁の状況
を把握し改善方法等を検討するための基
礎資料となるものであることから、今後も
必要な事業である。

A 0

基地渉外課 23 1 0 A a 1 0 防音工事助成事業 防音工事助成事業
対象施設の拡大、施
工基準の改善を国に
要望

・「平成２１年度重点事業に関する要望」を通じ
防衛省等へ要望
・「三沢基地周辺対策に関する要望」を通じ防衛
省等へ要望
・青森県基地関係県市町村連絡協議会が実施
する「基地周辺対策に関する要望」を通じ東北
防衛局へ要望
・防衛施設周辺整備全国協議会が実施する「防
衛施設周辺整備対策に関する個別要望」の中
で防衛省へ要望

A

事業実施主体が国であり、目標達成のた
めには法令等の改正が必要となる。現時
点では進捗が見られていないが、要望活
動は目標達成のために有効かつ唯一の
手段であるため、今後も継続するべき事
業である。

A
法令改正に市が主体的に行動することが今後も重
要である。

基地渉外課 23 1 0 A b 1 0 移転補償 移転補償
移転対象地区の早
期移転を国に要望

・「平成２１年度重点事業に関する要望」を通じ
防衛省等へ要望
・「三沢基地周辺対策に関する要望」を通じ防衛
省等へ要望
・青森県基地関係県市町村連絡協議会が実施
する「基地周辺対策に関する要望」を通じ東北
防衛局へ要望
・防衛施設周辺整備全国協議会が実施する「防
衛施設周辺整備対策に関する個別要望」の中
で防衛省へ要望

A

現在進めている集団移転は、五川目地区
及び天ヶ森・砂森地区であり、いずれも平
成22年度に完了する見込みである。
よって、補償費に係る予算確保を国に求
める活動は平成21年度をもって完了す
る。

A
個人移転の継続があり、今後も住民窓口としての
機能や国に対する要望活動は重要である。
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都市整備課 23 1 0 A b 2 0 移転補償
三沢対地射爆撃場
周辺集団移転先地
公共施設整備事業

天ヶ森、砂森地区の
集団移転先地の整
備工事

○19年度事業（H19－20国債工事：２年目）
道路工　L=501m,下水道工　L=391m,配水管工
L=535m,植栽工　１式,共同受信施設設置工　１
式
○20年度事業（H20－21国債工事：１年目）
道路工　L=800m,下水道工　L=477m,配水管工
L=778m,共同受信施設設置工　１式

A
　一部三沢市土地開発公社の負担分があ
るものの、事業目的・事業効果とも充分に
達成しつつある。

A 工事が完成し目標が達成されている。

基地渉外課 23 1 0 A c 1 0
航空機騒音による集
団移転跡地の有効
利用

移転跡地の有効利
用

移転跡地の整備と無
償使用許可に係る規
制緩和の国への要
望・提案

・防衛施設周辺整備全国協議会が実施する「防
衛施設周辺整備対策に関する個別要望」の中
で防衛省へ要望

A

事業実施主体が国であり、目標達成のた
めには法令等の改正が必要となる。現時
点では進捗が見られていないが、要望活
動は目標達成のために有効かつ唯一の
手段であるため、今後も継続するべき事
業である。

A

広大な移転跡地が活用されないことは、三沢市の
地域、文化、経済を分断しており、これまでも移転
跡地の活用については国による整備や法令等の規
制緩和を継続的に実施してきている。国による施設
整備は四川目広場等の実績もあり、今後具体的な
事業の実現を図ることが重要である。

生活環境課 24 1 1 B a 1 0
交通安全運動活動
の強化

交通防犯対策費（安
協補助金・母の会活
動費補助金）

安全協会、交通安全
母の会による街頭指
導・交通安全教室等
開催

運転者への交通安全の呼びかけ、街頭指導や
子ども、高齢者が安全に行動できる習慣や交通
規制について指導を行い、交通安全対策に努め
ている。

A

交通弱者と呼ばれる児童・高齢者に対し
交通安全教室及び講習会を通じ、交通安
全対策に取り組んでいる。交通規則の遵
守・交通マナー向上のためにも必要な事
業である。

Ｂ
全国組織からの独立による、負担金予算の節約に
ついては引き続き課題とすべきと思われる。

生活環境課 24 1 1 B b 1 0
交通事故抑止活動
の強化

交通防犯対策費（交
通整理員設置費補
助金）

通学児童の交通安
全指導　交通安全指
導員(PTA等)の養成
講習会開催

通学児童･生徒の交通事故抑止活動のため、交
通安全指導員講習会を開催

A

交通事故防止のため交通安全整理員が
通学児童・生徒に対し交通安全指導を実
施していることから、今後においても必要
な事業である。

Ｂ
市内４ヶ所で一部の児童のために公費で整理員を
配置することにやや疑問が残る。

生活環境課 24 1 2 A a 1 0
交通安全施設の整
備促進

交通安全施設整備
事業

カーブミラー・区画
線・標識等の整備

区画線（中央線）を設置することにより、通行車
両の円滑な通行及び交差点に道路反射鏡を設
置し、交通事故防止を図っている。

A
交通事故を未然に防止するため交通安全
対策を施す市道があり、今後とも必要な
事業である。

A 0

生活環境課 24 2 2 A a 1 0 防犯灯設置 防犯灯設置事業

防犯等の設置（3ヶ年
計画の最終年　20年
度：1,783基）防犯灯
の機能アップ

20年度は中央地区一部と東部地区の２３地区で
１，８２５基の防犯灯整備を行った。
事業計画３ヵ年で市内全域に５，７８２基の防犯
灯が整備され公共空間全体の明るさが確保され
た。

A
明るく安心して暮せる地域づくりに寄与し
た。

Ａ

電球交換を住民が自分でできるような防犯灯を設
置すればなおよかったかとも思ったが、そこまで節
約して修理業者の雇用を失うのも問題であることか
ら、現状を適当とした。

生活環境課 24 2 4 B a 1 0 防犯巡回活動 青少年対策費
巡回活動・各種行事
等の特別巡回・有害
図書の排除活動

地域一体となって関係団体と連携を図り、青少
年の非行防止、有害環境の浄化活動の推進や
防犯体制の強化充実を図る

A

青少年補導員の活動を支援することで、
青少年の非行防止、健全育成に大きく寄
与するものであることから、今後も継続し
ていく事業である。

Ａ

飲み屋街における本格的な非行は一般者による指
導員の手に余ることから対象外として、公園やスー
パーにおける非行がないか巡回する活動としては、
現状でも妥当かと思われる。

生活環境課 24 3 0 A b 1 0
消費者等の講習会
活動

生活対策費（消費者
の会補助金）

消費の正しい知識の
普及・調査研究等

各種研修会等に参加するとともに学習会等を開
催し、会員の資質向上を図った。

A

学習会等を開催して、会員の資質向上に
努め、多様な消費者問題に対応できる消
費者を育成することにより、安全で安心し
て暮せる三沢市実現に寄与している。

Ｄ
悪質商法に対処する啓発活動は、会を組織せずに
一般市民を対象に行った方がよいのではないか。

生活環境課 24 3 0 A c 1 0
消費生活窓口の設
置

消費生活窓口事業

苦情相談・担当職員
による適切なアドバ
イス。関係機関との
連携

消費者相談事例検討会及び研修会等に参加
し、相談業務担当職員の実務能力向上を図っ
た。

A
市民が安心して相談できる窓口の設置の
ために、担当職員のレベルアップが不可
欠である。

Ｃ

商売に失敗したり知人の連帯保証人になって多額
の借金を背負い込み、自己破産もできずに死に追
い込まれた市民が多数いるという。最終セーフティ
ネットの一つとして、専門職としての相談員を配置
するなどの見直しが必要と思われる。

生活環境課 24 3 1 A a 1 0
消費生活に係る情報
発信

消費生活対策費（東
北都市消費者行政
協議会負担金）

消費者の苦情等の
円滑な解決法の情
報提供

消費生活に係る相談内容及び対策等の情報提
供を受けることにより、消費者トラブルの予防に
寄与した。

A
平成21年度の消費者庁創設により、各都
市間の情報交換および連携が必要となっ
てくると思われる。

Ａ
国において消費者庁が創設されたことから、その推
移によって、見直すべきところが生じる可能性はあ
る。

総務課 25 1 0 A a 1 0
危機管理体制の整
備

危機管理体制の整
備

地域防災計画及び
国民保護計画を含め
た危機管理指針に基
づく各種対策本部運
用体制の確立。

危機管理指針及び三沢市危機管理事態対処計
画素案作成

B

　作成した危機管理指針案によって、危機
事案ごとの担当課の明確化が図られた。
　平成２１年度以降は、各担当課に周知を
図るとともに、危機管理指針を基本に各担
当部署において作成する必要がある危機
管理対処計画作成に向けた事業を進めて
いく必要がある。

B

職員を対象とした危機管理体制を整備することは
極めて重要であり、その基となる「危機管理指針及
び三沢市危機管理事態対処計画素案が計画通り
策定出来たことは評価できる。
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総務課 25 1 0 A b 1 0
危機管理能力の強
化

危機管理能力の強
化

総合的な災害対応
力を向上するため
に、危機管理計画の
策定と職員の危機管
理意識向上に必要な
訓練・検証の実施。

危機事態発生時の職員の参集状況を検証する
ことを目的とした訓練実施を計画したが、地震等
の災害により実施できなかった。

B

参集訓練が実施できなかったが、災害対
策要員の参集基準に適合する７月２４日
に発生した地震において、約３０％の職員
が参集した。
　現段階での参集職員数とすれば合格点
であると思うがさらに体制強化が必要であ
ることから、このデータを基にした、次年度
以降の職員参集訓練をコーディネートして
いく必要がある。

B

目標である職員の危機管理能力の強化を図ってい
く上で、危機管理計画の策定と職員の危機管理意
識向上に必要な訓練・検証は7月24日の地震により
出来なかったようであるが、実際に発生した地震に
よる参集状況を今後の訓練に生かすことが出来る
ようであり、そのことについては評価できる。

総務課 25 1 0 A c 1 0
国民保護計画の推
進

国民保護計画の推
進

三沢市国民保護計
画に基づく関係機関
との連携強化を目的
とした合同訓練の実
施。

平成１９年度、平成２０年度の青森県総合防災
訓練で国民保護計画に基づく訓練を実施してい
るが、武力攻撃事態を想定した市民避難訓練
（バスにのって避難する。）については、訓練効
果が低いと考えたことと、緊急対処事態を想定し
た訓練（化学テロ等）については、参加関係機関
が大がかりになり、さらに訓練に必要な資材等
がそろわないことから、国民保護計画に基づく防
災訓練の実施を見送った。

A

米軍施設・区域の周辺地域における住民
の避難に関して、関係機関の対応が固ま
り国民保護計画に基づく事案発生時の対
応が確立された。今後は、実働訓練等を
実施し、国民保護計画に基づく職員対応
の体制づくりの強化が必要である。

B

危機管理対策の推進として、国民保護計画推進を
図っていく上で、関係機関と連携を図った国民保護
訓練は必要であるが、米軍施設・区域の周辺地域
における住民の避難に関する協議を行っただけで
は、事業の進展があったとは思えない。

総務課 25 1 0 B a 1 0 防災訓練の充実 防災訓練の充実

自然災害に対する訓
練及び市民の防災
力を高めるための町
内会単位による実践
的な訓練の実施

平成２０年度の防災訓練は、平成１９年度から
引き続き全市民参加型訓練を実施し、８７町内
会、２，６１７名が参加した。
主な訓練は、初期消火訓練、炊き出し訓練、医
療救護、救急搬送訓練を実施し、町内会につい
ては、訓練実施計画から参加案内等について、
町内会が独自で行い、自主防災の意識の高揚
につながった。

A

平成２０年度の町内会自主防災訓練は、
参加人数がＨ１９年度を下回ったが、訓練
内容をみると少しずつではあるが高度化
してきていることから町内会の防災に対す
る意識も高まってきていると考えられる。
次年度以降も更に継続し、自主防災組織
数の増加につながるような訓練を実施し
ていく必要がある。

A
年々訓練を重ねることで防災訓練が充実してきて
おり、市民、職員、の防災意識高揚の促進が図ら
れきていると評価できる。

総務課 25 1 0 B b 1 0 防災知識の普及 防災知識の普及

マックテレビ、広報み
さわ及び三沢市ＨＰ
等の活用による防災
知識や情報の提供。

市民の自主防災に関する意識の高揚を目的とし
て、自主防災に係るパンフレットを配布し、加え
て町内会長に自主防災組織に関するガイドブッ
クを配布した。
　気象警報発表時に防災行政用無線及びマック
テレビで気象情報を提供し、市民に対して警戒
を促し、被災者向けには、相談窓口設置に関す
る情報提供を行った。

B

市民の安全を守るために必要不可欠な気
象情報、災害情報等の市民への提供はで
きていたが、担当職員が情報を取得した
場合に自主的に登庁し、情報提供できる
体制づくりの強化が必要である。

B

市民に対し、防災意識高揚を促進するため、マック
テレビや広報みさわ、三沢市ホームページを活用し
て、防災知識や情報を提供し、防災知識の普及を
図ることは評価できるが、職員が自主的に登庁し、
情報提供できる体制づくりを図っていく必要がある
ようだ。

予防課 25 1 0 C a 1 0
自主防災組織の結
成促進

自主防災組織の結
成促進

地域防災力の強化
に必要な自主防災組
織結成の促進。

　平成２０年１月１３日に淋代町内会が自主防災
組織を結成し、１団体増えて現在は１０団体にな
りました。現在、１町内会が今年度中の結成に
向けて調整中です。２町内会が結成について町
内会で協議中で、現在の組織率は、１０．１％で
昨年より１．２％増となりました。

B

事業の効率性など進め方に改善が必要
だが、地域における防災意識の啓発と、
自主防災組織の充実により地域の防災力
向上が図られるため、必要な事業である。

B 地域の防災意識の啓発に必要な事業である。

予防課 25 1 0 C b 1 0
自主防災体制の強
化

自主防災体制の強
化（自主防災組織補
助金）

火災予防週間、防災
週間、クリーン作戦
等に併せて行う市
民、事業所、地域等
による自主的な訓練
の実施。

春・秋の火災予防運動期間の防火広報活動。
三沢市総合防災訓練、住宅防火対策推進シン
ポジウム、防災シンポジウム、三沢市消防のつ
どい等への参加。各種訓練、シンポジウム等に
自主的に参加し、防災意識を高め、知識及び技
術を習得しました。

A
活動の充実を図り、活発化させることによ
り地域防災力の向上が図られるため現状
どおり事業を進めることが適当である。

Ａ
地域の防災意識の啓発のため、自主防災組織は
重要であり、その組織の強化を図るうえで、補助金
の交付は必要な施策である。

総務課 25 1 0 C c 1 0
災害弱者への援護
体制の強化

災害時要援護者援
護体制整備事業

災害時要援護者援
護体制の整備に向
けた関係課等との協
議を実施

取組なし B

市内各所に住んでいる災害時要援護者の
情報を民生委員に提供することにより、災
害時における要援護者の安否等の行動
について、民生委員を中心とする各町内
会の対応が可能となった。
　次年度以降は、担当する部署及び福祉
関係機関との連携を図った体制づくりを協
議し、安否に加え、福祉施設等への避難
等実動に係るプランの作成が必要であ
る。

B

20年度は特に取り組みは無かったが、民生委員に
災害時要援護者情報を提供したことで、災害時の
災害弱者に対する援護体制に役立ち、今後は普段
から関係機関等と連携を強化しておく必要がある。
また、各担当部署の実動に係るマニュアルを作成し
ておく必要がある。
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予防課 25 2 0 B b 1 0
住宅用火災警報器
の普及、設置促進

住宅用火災警報器
の普及・設置促進事
務

市民への設置促進
広報、説明会を開催
し、住宅用火災警報
器の普及を図る。

連合町内会総会、各地区総会で６回の住宅用
火災警報器の説明会を実施し、また、各事業所
や団体の消防訓練及び救命講習等で設置を呼
びかけ、普及啓発に努めた。特に春・秋火災予
防運動期間中に設置促進活動を強化実施した。
消防訓練、救命講習及び各種イベント等で行
なったアンケートによる１１月現在の設置率は４
４％である。

A

住宅用火災警報器は、住宅火災の逃げ
遅れによる被害を低減させるものであり、
地域住民はもちろんですが、特に一人暮
らし高齢者等の安心・安全な生活を守る
重要な防災機器であるため、普及啓発を
図り、現状どおり事業を進めることが適当
である。

A
住宅用火災報知機の普及・促進を図ることは、地域
住民を火災から守るうえで、必要な施策である。

予防課 25 2 1 B a 1 0 火災予防広報
常備消防費（火災予
防広報）

火災予防看板、ポス
ター等を作成、掲示
し、市民に対する防
火思想の普及啓発を
図る。

消防署所に掲示の防火看板の作成、補修。広
報みさわ、ＭＣＴＶを活用し、防火広報を実施。ま
た、春の火災予防運動で防火ポスターを作成し
掲示。秋の火災予防ではふれあい消防フェスタ
08等を開催し広く市民に防火を呼びかけた。
　三沢市の火災件数は１９年は１６件であり、平
成２０年は１８件です。１９年に比べ２件増であ
り、今まで以上に広く市民に呼びかけていかな
ければならない。

A
広く市民に火災予防を呼びかけ防火意識
の向上を図り、火災のないまちづくりのた
め継続が必要である。

A
市民に広く防火意識の向上を図るうえで、火災予防
広報は必要な施策である。

予防課 25 2 1 C a 1 0
幼少年消防クラブに
係る支援体制強化

常備消防費（幼少年
防火クラブ補助金）

幼少年消防クラブに
おける各種防火、防
災活動への支援

春・秋の火災予防運動での防火広報を実施し、
地域の防災意識の高揚に努めた。また、クラブ
指導者の各種研修会等へ自主的に参加し、防
災意識を高め、知識と技術を習得し、クラブの指
導に生かした。

A

幼少年期に防火意識が備わり、防火意識
が幼少年から、家族及び地域住民へ波及
することも期待できるため、現状どおり事
業を進めることが適当である。

A
幼少年期に防火意識が備わり、防火意識が幼少年
から、家族及び地域住民へ波及することも十分期
待できる事業である。

予防課 25 2 1 C b 1 0
婦人防火クラブ人材
育成

常備消防費（婦人防
火クラブ補助金）

婦人防火クラブにお
ける各種防火、防災
活動への支援

　 春・秋の火災予防運動での防火広報の実施。
青森県婦人防火クラブリーダー研修会、青森県
防火の集い、防災シンポジウム、三沢市消防の
つどい、三沢市防災訓練、消防出初式、防火ク
ラブ等合同研修会へ自主的に参加し、防火防災
意識を高め、知識、技術の習得に努め、地域の
防火、防災活動に役立てた。

A

火気を使う機会の多い家庭の主婦が構成
する婦人防火クラブの育成は、地域活動
を通じて、地域の防火・防災の安全な社会
作りに貢献することから評価できる。

A

火気を使う機会の多い家庭の主婦が構成する婦人
防火クラブの育成は、地域活動を通じて、地域の防
火・防災の安全な社会作りに貢献することが期待で
き、補助金を交付し活動を活性化するこは、有意義
な事業である。

管理課 25 2 1 D a 1 0 救急救命士の養成
常備消防費（救急救
命士養成）

救急救命士の養成
及び薬剤投与等の
追加講習を受講し、
救急活動体制の整

救急救命士　1名　養成　／　薬剤投与追加講習
1名終了　／　気管挿管実習　1名終了

B

救急救命士養成は、毎年1名で妥当であ
るが、救急救命士の資格が拡大されたこ
とに伴う気管挿管実習及び薬剤投与追加
講習への派遣の方法を検討する必要が

A
市民の生命を、不測の病気や事故から守るため
に、救急救命士養成は、今後も推進する必要があ
る。

管理課 25 2 1 D b 1 0
救命措置に関する知
識・技術の普及

常備消防費（普通救
命講習会）

市民に対する普通救
命講習会を開催し、
救急法取得者の拡
大を図り、市民協同
の救命体制を目指
す。

救急講習（3時間未満）　　102名　／　普通救命
講習（3時間）　1,400名
普通救命講習（4時間）　　　40名　／　上級救命
講習（8時間）　　　36名　合計1,578名（平成20年
度数値）

A
施策への貢献度も高く、継続的に実施す
ると伴に、広報誌等を通じ市民への周知
を図る。

A
市民が、普通救命講習会を受講して救命知識を習
得することは、不測の事態に即応するうえで、有意
義な事業である。

管理課 25 2 10 A b 3 0
消防設備等の計画
的な整備

小型動力ポンプ付積
載車整備事業

消防団配備の小型
動力ポンプ付積載車
の更新整備

小型動力ポンプ付積載車　2台（消防団第5分
団、第12分団）

A
消防団車両の更新整備により、災害活動
体制の機動力の確保が図られた。

A
迅速・的確な消防活動体制の推進を図るうえで、消
防団車両の更新は、必要な事業である。

管理課 25 2 12 A b 4 0
消防設備等の計画
的な整備

消防ポンプ自動車整
備事業

消防団配備の消防
ポンプ自動車の更新
整備

消防ポンプ自動車　2台（消防団第1分団、第6分
団）

A
消防団車両の更新整備により、災害活動
体制の機動力の確保が図られた。

A
迅速・的確な消防活動体制の推進を図るうえで、消
防団車両の更新は、必要な事業である。

管理課 25 2 13 A x 1 0 その他
防火水槽設置整備
事業

防火水槽の整備
防火水槽　４０?級　有蓋道路用　二次製品　　7
基

B

消火栓及び防火水槽の消防水利は、基
準数763基に対し現有数425基であり、充
足率５５．７％である。
これまで、防火水槽の計画的な整備は
行ってきたものの、設置場所も限られ、経
費も高額であることから、消火栓の整備を
検討する必要がある。

B
迅速・的確な消防活動ができるよう、未整備地区へ
の防火水槽設置等の設置を早急に推進する必要
がある。

管理課 25 2 14 A b 5 0
消防設備等の計画
的な整備

消防用支援車整備
事業

消防活動用支援車
両の新規整備

消防用支援車　1台（マイクロバス型、４WD車擬
装）

A
消防活動を支援する車両の整備により、
より厚みのある災害活動の実施が可能と
なった。

A
特殊災害等において、市民の救出活動にも活用で
きる支援車両の整備は、消防活動体制の強化に有
意義な事業である。

管理課 25 2 3 A b 2 0
消防設備等の計画
的な整備

消防設備整備事業
水難救助用資機材
等の整備

潜水器具一式　4組 ／　空気ボンベ　　8本　／
耐熱服　　　　7着

A
消防活動器材の更新整備により、消防隊
員の安全確保が図られた。

A
消防隊員が市民の生命・財産を守るため、自らの
生命をかけて職務にあたるうえで、極めて必要な事
業である。

管理課 25 2 5 A a 1 0
消防訓練施設外1整
備事業

消防訓練施設外１整
備事業

訓練塔（３棟）建設工
事、訓練場外構工事

訓練塔（3棟）建設工事・訓練場外構工事・訓練
施設用資機材整備

A
より多くの市民に消防訓練を体験していた
だくために、訓練施設を活用した市民の体
験方法を検討・改善する必要がある。

A
消防職員の技術向上に資するとともに、消防訓練
を市民が体験できることにより防災意識が高まるこ
とから有意義な施設である。

管理課 25 2 6 A b 1 0
消防設備等の計画
的な整備

化学消防ポンプ自動
車整備事業

化学消防ポンプ自動
車更新整備

化学消防ポンプ自動車　Ⅱ型　1台整備 A
消火能力も高く、機動性に優れた車両整
備により、迅速、的確な災害対応が可能と
なった。

A
市民の生命・財産を火災から守るため、迅速、的確
な消防活動ができる化学消防ポンプ自動車の整備
は極めて必要である。
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総務課 25 3 0 A a 1 0
防災拠点の耐震化
の促進

防災拠点の耐震化
の促進

昭和５６年に改正さ
れた現行の耐震基
準以前の基準により
建設された防災拠点
の耐震改修に必要な
耐震診断の実施の
促進

防災拠点となる施設のうち、昭和５６年以前に建
築された施設と耐震診断が必要である施設につ
いて、担当レベルの診断時期を明記したリストを
作成した。

B

　平成２０年度で昭和５６年以前建築の市
施設の確認が終わり、耐震診断が必要な
施設の把握、今後の各課の耐震診断予
定の把握ができた。

B

防災拠点の耐震化の促進のために、対象となる建
物の耐震診断を確実に行う必要があるとともに、お
そらくほとんどの建物が耐震補強が必要になると思
われる。莫大な経費を伴うことから、どう事業を実
施していくか事業計画を練り直す必要があるので
はないか。

総務課 25 3 0 A b 1 0
災害対策拠点の整
備

災害対策拠点整備
事業

市役所の耐震化及
び自家発電装置の
整備手法についての
関係課による検討

取組なし B

市役所は防災拠点であることから、停電
時でも自家発電装置による電源の供給は
不可欠であり、整備に係る概算費用等が
算出することができた。
　今後自家発電装置設置に係る財源及び
市役所の耐震事業の財源について、多額
の事業費も必要であることから、補助事業
等の項目等財政当局との調整が必要であ
る。

B

市役所は市の中枢となる施設であり、災害時の防
災拠点となる施設でもあることから、停電時の自家
発電装置の整備は当然ながら、一刻も早く耐震診
断を実施し、耐震補強を施し防災拠点の耐震化の
促進を図るべきである。

総務課 25 3 0 A c 1 0 避難所表示の整備
避難所表示板整備
事業

市内各避難所に避
難場所案内板を設置
する

財団法人日本宝くじ協会の助成事業により、市
内４カ所（アメリカ広場、栄公園、上久保公園、
深谷公園）に避難場所案内板を設置した。この４
カ所をもって市内避難場所等における看板設置
は４２カ所となった。

A

各避難所において、平成２０年度で整備
が完了したことから、今後は、新たな施設
等で、避難施設となる場所への設置を検
討していく必要がある。

A

新たな避難施設となる場所への設置は当然である
が、整備済みの場所に於いても、破損していない
か、保安上問題はないか定期的に確認し保全・維
持していく必要がある。

総務課 25 3 0 B a 1 0
全国瞬時警報システ
ム整備

全国瞬時警報システ
ム整備事業

防災行政無線の自
動起動化するための
システムの整備

取組なし B

全国瞬時警報システムの整備について、
Ｈ２０年度では財政的な支出を軽減するた
めの手法及び財源について検討し、整備
方法及び財源について一定の目途がたっ
た。
　今後は設置工事を行い、Ｊ－ＡLERTを
活用した防災体制についての検討を行う
必要がある。

B

災害対策予防上、全国瞬時警報システムはたいへ
ん有効的な装置であり、設置数も費用も掛かると思
うが、早期に整備が必要な事業であると思うし、一
刻も早く事業の進捗を図っていただきたい。

総務課 25 3 0 C a 1 0
関係企業との協定締
結

関係企業との協定締
結

関係企業と、災害時
における応急生活物
資の安定供給、物資
の配分及び食料の
配送等に関する協定
の締結の促進

平成２０年５月１４日に水道施設の地震災害に
伴う応急処置の協力に関する協定を三沢市管
工事協同組合との間で締結。

A
災害時に被害を受けることが考えられるラ
イフラインである水道施設の復旧活動の
迅速な対応ができる体制が構築された。

A

災害時のライフラインの応急対策として、水道施設
のほかにも、電気、ガス、電話などの施設も重要で
あり、それら関係機関との協定も急ぐべきと考え
る。

総務課 25 3 0 C b 1 0 防災施設の整備 防災施設の整備

車載型防災行政無
線の適正な配置及び
非常電源確保のた
めの発動発電機の
適正な配置の検討

車載型防災行政用無線計１１台を以下の基準
に従い配置
１．広報担当課所属車両　２．避難所開設担当
課所属車両　３．出先機関車両　４．避難路及び
避難所所管担当課所属車両
　緊急時に対応できるよう毎週金曜日に通話試
験を実施

A

無線機の配置が終了し、各施設との情報
伝達は、停電時でも行うことが可能となっ
た。また、毎週金曜日に行われる通話試
験を通じて、担当職員の無線操作の習熟
が図られた。

A

車載型無線機の配置は終了しているようであるが、
更新、拡張の必要はないのか。道路が分断された
時の対応はどうなのか。非常電源確保のための発
動発電機の整備についても急いで行っていく必要
がある。

総務課 25 3 0 C c 1 0 備蓄資機材の充実

備蓄資機材の充実と
災害用物資の調達を
可能とする各種協定
の推進。

備蓄資機材の充実と
災害用物資の調達を
可能とする各種協定
の推進。

災害時被災者用毛布として５００枚備蓄 A

災害時に必要な物資の一つである毛布が
確保できたことから、避難所開設等が実
施された場合、避難者の寒さ対策等での
使用が可能となり、防災用備蓄資機材の
充実が少しではあるが図られた。
また、災害時に必要な食糧及び物資をさ
らに確保することが必要であることから市
内に事業所を構える流通備蓄が可能な会
社との協定を進める必要がある。

B

災害時の応急対策として、ほんのわずかな枚数の
毛布を備蓄できたことは、一歩前進である。今後は
必要な備蓄資機材を増やしていくことが必要である
し、市独自の備蓄の他にも、備蓄資機材や災害用
物資の調達が可能な関連会社・企業との協定を早
急に進める必要がある。

土木課 25 9 3 A x 1 0 その他 河川総務費

河川及び海岸に関す
る各協議会等の参
加。
河川の維持管理。
（高瀬川流域改修促
進期成同盟会負担
金など）

河川及び海岸に関する各協議会等の参加。
河川の維持管理。（高瀬川流域改修促進期成
同盟会負担金など）
なお、三沢百石海岸整備促進期成同盟会は解
散。

B

河川・海岸整備等に関する情報収集及び
要望について有効である。
しかしながら、会費の適正化と会議の有
効性の状況を見極める必要がある。

Ｃ

　協議会４団体の負担金であるが、重要性が高い
ものもあるが、さほど高くないものもあるように見受
けられる。今後それぞれの団体の参加について見
直しの必要があるのではないか。
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土木課 25 9 4 A x 2 0 その他 三沢川整備事業 実施設計、改修工事
実施設計L=1,710m
公有財産購入A=3,187.46㎡
改修工事L=240m(H20-21国債)

B

三沢市で人口の多い南部地区を西から太
平洋へ流れる川で、雨水排水や下水の流
末を担う河川であり、その機能の維持・向
上は市民の民生安定上重要度の高い事
業である。
事業の推進に当っての課題として、河川
法の適用を受けない普通河川であること
から、根拠、基準等について独自に定め
ながら進める必要がある。

Ｂ

普通河川である三沢川を防衛予算で施行するた
め、現状では、設計基準は河川法の適用を受けざ
るを得ない。市として独自の基準を定める事ができ
るか検討。

都市整備課 25 9 5 A x 3 0 その他
急傾斜地崩壊対策
事業

急傾斜崩壊危険区
域において、防止施
設を整備し土砂災害
等から人命、財産を
守る。実施設計、修

雨水排水設備等が老朽化した本町地区の急傾
斜地の修繕に係る実施設計及び一部修繕工事
事業費21,000千円×0.2＝4,200千円

A
災害防除のため、着実に事業が進んでい
る。

A 災害防除のため、早期完成を望む。

国際交流課 31 1 0 A c 1 0
ウェナッチバレー大
学への留学支援

ウェナッチバレー大
学留学支援事業

ウェナッチバレー大
学に関する情報提供

ウェナッチバレー大学に関する情報収集を行
い、広報やケーブルテレビで広くお知らせする
他、国際交流教育センター内に資料を設置する
など、留学希望者への情報提供を実施した。

B

国際社会に対応できる人材育成実現のた
めの一つの事業と考える。ウェナッチバ
レー大学側から是非姉妹都市である三沢
からの学生を受け入れたいとの強い要望
により市民に情報提供をしている。まだ留
学は実現していないが、将来的に三沢市
に高等教育機関が設置されれば交換留
学という選択肢が増えることも予想され
る。留学についての問い合わせは何件か
あるがさらに大学側からの情報を収集し
広く市民に周知を図りたい。

Ｂ
大学留学支援事業の活動方針を見直しして実施し
たほうが良いと思う。

国際交流課 31 1 0 B b 1 0
国際交流団体の支
援

国際交流団体の支
援事業

みさわ国際交流協会
等の実施事業支援

国際交流教育センターで開催されるイベントに
ついては、多くの市民が参加し大変喜ばれまし
た。市としては会場を提供しまた、職員の協力支
援を行った。

A

センターを活用して行う事業は地域の国
際化や活性化に貢献しており、幼児から
大人まで幅広い層に喜ばれている。また、
参加した人からの口コミにより参加者が増
えるなどの効果も生まれており、今後も民
間団体が行う事業を側面から支援していく
ことが最善と考える。

Ａ

この事業については、参加者からの口コミにより参
加者が増えているとのことですが、市が側面から支
援していくとあるが、その中にPRなどの支援を考え
ていった方がよいのではないか。

国際交流課 31 1 0 B c 1 0
国際交流の情報発
信

国際交流の情報発
信事業

国際交流教育セン
ター及びホームペー
ジを活用した国際交
流事業に関する情報
発信

国際交流イベントに関するポスター、パンフレッ
トの設置、ホームページや広報誌への情報掲載
を行った。

B

様々な媒体を利用し国際交流に関する情
報を発信することにより交流事業への参
加者が増えるなど効果があがっているも
のと思われる。今後も積極的に情報発信
をしていくことが必要であると考える。

Ｂ

目標値より実績値がかなりの数値で伸びているの
今後も継続してほしい。また、参加した方々がどの
ような情報を発信したか具体的に示した方がよいの
ではないか。

国際交流課 31 1 0 B d 1 0
基地内大学就学支
援

基地内大学就学支
援事業

基地内大学就学に
関する情報提供

基地内大学説明会とＴＯＥＦＬ・ＩＴＰ試験に関する
情報提供を、広報誌やケーブルテレビで行うとと
もに、説明会の様子をケーブルテレビのニュー
スでも取り上げてもらった。前回の説明会と比較
すると三沢市からの出席者が４人から６人に増
加した。

A

基地内大学へ入学するための情報を広く
市民に周知するためには有効と考える。
更なる三沢市からの基地内大学就学者を
獲得するため、今後も最新の情報を更新
し広報、マックテレビ、ホームページでの
情報提供を継続的に行っていく必要があ
ると考える。

Ａ
大変よい事業だと思う。就学支援事業とあるが、何
に対して支援するのか具体性が見えてこない。

国際交流課 31 1 1 A a 1 0
姉妹都市友好親善
使節団の派遣

国際交流推進事業
費（姉妹都市委員会
補助金外）

姉妹都市友好親善
使節団の相互派遣

姉妹都市友好親善使節団の相互派遣実施：平
成２０年５月１日～５月１０日　中学生大使５名、
市長夫妻を含む大人８名を派遣平成２０年８月１
９日～８月２４日　ウェナッチバレーより２６名来
沢、平成２０年１０月２日～１０月９日　スポーツ
交流員他大人５名派遣

A

暦史的背景から現在まで姉妹都市交流を
継続して行っており、さらなる友好を深め
るために使節団の派遣、受入は欠かせな
い事業である。また、中学生の派遣も国際
理解の促進、国際社会に対応出来る人材
の育成にとどまらず、ものの見方や考え
方まで影響を与えていることなどから将来
的にも必要な事業であると考える。しかし
ながら今後は、現在の三沢市からの派遣
回数年２回を１回とすることを検討すること
としている。。

Ａ

姉妹都市友好親善使節団の派遣、受け入れは欠
かせない事業であることはわかりますが、今後三沢
市からの派遣回数を年2回から1回に減らす検討を
行っているとのことですが、その理由をきちんと述
べられたほうが良いと思う。
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国際交流課 31 1 1 A b 1 0
姉妹都市交流ボラン
ティア登録

国際交流推進事業
費（姉妹都市委員会
補助金）（再掲）

使節団受入に係るボ
ランティア登録

使節団受入に係るボランティア登録：登録要綱
を制定し、募集を行った結果３名の応募があり、
語学ボランティア３名、送迎ボランティア１名が
登録され、８月ウェナッチバレーからの訪問時、
日本文化を体験していただいた際にボランティ
アの方々の協力を得た。

B

使節団受入が一部の市民に固定化してき
ているという現状から、広く市民に呼びか
けボランティアとして積極的に姉妹都市交
流に参加してもらうことにより、交流事業
への理解と今後の事業継続のため必要と
考える。現在の登録者数は数名であるこ
とから、今後は登録者数増を目指し周知
方法等の改善が必要と思われる。

Ｂ

使節団受入については、受け入れを希望するが経
験がないので不安に思っておられる方がいると思
います。そこで受け入れを経験した方々との交流会
などを開催し、受け入れについての問題点などを話
し合う場所を設けた方が良いと思います。

国際交流課 31 1 1 B a 1 0
国際交流イベントの
実施

国際交流推進事業
費（ジャパンデー・ア
メリカンデー事業費
補助金外）

ジャパンデー、アメリ
カンデー等の国際交
流事業の実施

アメリカンデー２０周年記念、三沢市制施行５０
周年を記念し、前夜祭では米空軍バンド特別演
奏会が開催され、４００名の集客があった。

A

地域のみならず、市外、県外からも多数
訪れるイベントとして定着しており市民レ
ベルの国際化推進と地域の活性化に大い
に貢献している。民間団体が主導で行っ
ている事業であるため行政としては今後も
現状どおり側面からの支援をすべきと考
える。

Ａ
市外、県外からのお客さんも多数訪れているので
あれば、関係機関と連携を図りいろいろなグッズな
どをつくり販売も考慮したほうが良いと思う。

国際交流課 31 2 0 A c 1 0
外国人居住者の支
援

外国人居住者支援
事業

在住外国人からの各
種相談の受け付けと
対応

米国人、フィリピン人等の生活や日本語習得に
関する相談など３件を受付けし、対応した。

B

当市に在住または訪れた外国人にとっ
て、生活していくうえでのトラブルや相談事
を関係機関と連携して解決し、安心して生
活できる環境を確保することが多文化共
生へ繋がるものと考える。件数的には多く
ないが、継続性が求められる事業であると
考える。

Ｂ

大変良い事業だと思う。この中で平成20年度の相
談件数が3件と非常に少ないと思われる。　　　各種
相談のPRについて不足しているように見えるが、対
策が考えられないか。

国際交流課 31 2 0 B a 1 0
語学ボランティア登
録

語学ボランティア登
録事業

通訳ボランティアの
募集・登録

語学ボランティア登録事業内容について、問題
点を再検討中

B

英語のみならず、様々な言語を話せる人
材を募集、登録することにより、国際交流
事業等の場で活躍してもらい地域の国際
化に貢献ができると考える。また、災害時
などにも外国人避難者の対応が可能にな
るものと考えられ必要性はある。募集登録
の内容などを現在検討中である。

Ｂ

検討事項など問題点を検討中とのことであるが、早
期着手が必要ではないかと思われる。　　　　　（災
害時などにも外国人避難者の対応が可能と考えら
れるため）

国際交流課 31 2 0 B c 1 0 各種語学講座
国際交流推進事業
費（各種語学講座）

一般語学講座、日本
語講座、日本文化理
解講座の実施

第１期講座（6コース）、第2期講座（8コース）、第
3期講座（７コース）合計で年間１７９回実施。２０
年度は、ドイツ語講座を新たに設け、受講者か
らは、大変好評を得た。

A

市民の国際理解の促進と国際社会に対
応できる人材の育成という観点からは必
要不可欠であり、毎期受講希望者が多数
に及んでいることからも住民ニーズがある
事業と考えられる。経費のほとんどが講師
謝礼であり、また、受益者負担の観点から
受講者から資料代を徴収している。国際
交流協会へ事業の移行を進めているが、
当面は現状どおり継続していくことが適当
と思われる。

Ａ

継続すべきである。　受講実施回数はわかるが、第
1期講座、第2期講座、第3期講座の参加者の国籍
別、年代別、男女別で何人参加しているか、講座内
容がわからないので明記してほしい。

国際交流課 31 2 1 A a 2 0
生活情報ガイド等の
作成

外国人支援事業費
（英語版情報誌等作
成）

月刊英語版情報誌 三沢シティニュースを毎月５００部発行 B

シティーニュースは毎月発行しているが、
必ずしも外国人のニーズに応えられてい
るとは言いがたい部分もあり、情報内容の
検討が必要と思われる。

Ｂ

三沢シティニュース、大変好評であるのとのことで
あるが、配布先が各商店等とあるが商店に行かな
い人のための配布方法を考慮した方がよいのでは
ないか。

国際交流課 31 2 1 B b 1 0 異文化理解講座
外国人支援事業費
（異文化理解講座）

新赴任軍人・軍属や
その家族に対する日
本での生活に関する
講座の実施

毎週木曜日（お盆、祝日を除く）の８:００～１２：０
０まで、異文化理解講座を実施。　実施回数：４
５回　参加人数：１，２１４人

A

三沢市や日本を知ってもらい、さらに地域
の同じ住民として生活する上での情報や
文化・習慣を理解するために有効な事業
であり、また、基地内からの要望も強く必
要な事業であると考える。

Ａ
継続すること。　異文化理解講座を利用して日本の
交通ルール等についても、パンフレットなどで説明
をしたらどうか。

国際交流課 31 2 2 A a 1 0
生活情報ガイド等の
作成

英語特区まちづくり
事業費(市内案内
マップ作成）

英語表記による市内
案内マップの作成

みさわ国際交流協会が事業を実施。当初、三沢
市の自主事業として予定していたが、国際交流
課が主管課となり協会へ補助金の交付を行っ
た。

B

外国人への生活情報、また当市を訪れた
外国人に対しての市内の観光施設等の情
報伝達の手段として配布し、大変好評を
得ている。今後も定期的に最新情報の更
新をすることが必要である。

Ｂ
２０年度のみの事業となっているが、継続をして実
施すべきである。
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政策調整課 31 2 2 A b 1 0
外国語表記の拡充
への支援

英語特区まちづくり
事業費(英語標記看
板設置工事外）

英語標記による市内
主要道路名標識や
（仮称）アメリカ村案
内板等の設置、英語
特区まちづくり推進
協議会の開催

市内主要道路の名称や市民の森に英語表記看
板を設置した。

B

平成１９年度に英語特区まちづくり推進協
議会を設置し、英語での情報提供等に関
する意見交換を行った。その中で市役所
及び市内関係機関・団体の中に英語表記
の必要性が認識され、英語での路線の愛
称の決定（５路線）、英語表記看板（１９ヶ
所）の設置、市民の森への英語での観光
案内板の設置などを行った。

Ｂ
主要箇所に看板を設置することにより、外国人の市
内観光等がスムーズに出来る。

生涯学習課 32 1 0 A b 1 0
地域における家庭教
育支援基盤形成事
業

地域における家庭教
育支援基盤形成事
業

多くの親が集まる機
会を活用して家庭教
育関連の学習機会を
提供する

○保育士、教育カウンセラー等をメンバーとした
“家庭教育支援チーム”を新設し、子育てに不安
や悩みを持つ親に対するきめ細やかな支援活
動（相談対応等）を行うと共に、「おしゃべりサロ
ン」を設け、気軽に親同士が交流を持てる場を
提供した。
○「子育て・親育ち講座」（２２２名参加）、親子野

B

家庭の教育力向上のため、有効な事業で
あり、今後も継続していくことにより、地域
の家庭の教育力が高まり、定着していくも
のと考える。
実施校が3校と少ないため、より多くの学
校が実施できるよう検討が必要と考えら
れる。

Ｂ
家庭教育の向上のため、文科省の委託事業として
実施してきたが、実施校が少ないため改善野必要
性がある。

生涯学習課 32 1 0 B a 1 0
ジュニア・リーダー研
修会

ジュニア・リーダー宿
泊研修

年２回(夏季・冬期)小
学４年～６年生を対
象に小川原湖青年
の家で２泊３日の宿
泊研修を行う

講義やレクリエーション、ゲーム等の活動を通し
てジュニア・リーダーに求められる基礎知識を習
得させ、子ども会の活動活性化を促すと共に、
異年齢集団の中での共同生活を通して助け合
いや思いやりの心など、人として一番大切な心
の育成を目指した活動を展開している。　(夏季
研修会８月１日～３日：参加者数６４名。冬季研
修会は２１年１月９日～１１日参加者数５８名）

A

少子化による子ども会の数と会員数が減
少傾向にあるが、少子化であるゆえに異
年齢集団での活動の意義が増していると
考えられる。今後も地道に継続していく必
要性がある。

Ｂ

少子化による子供会の数と会員数が減少傾向にあ
る中で、異年齢集団の中での共同生活を通じて助
け合いや思いやりの心などの活動の意義からも継
続するべきだと思うが、改善する必要があると思わ
れる。

生涯学習課 32 1 0 B b 1 0 子どもの祭典 三沢市子どもの祭典

小学生、未就学児を
対象にレクリエーショ
ン・創作活動等を行
う

平成２１年３月１５日、武道館にて開催。参加者
１３０名。内容はレクリエーションや創作活動で、
市内の小学生と未就学児、その保護者を対象と
している。子どもたちが一同に会して交流するこ
とで、子ども会の楽しさを知ってもらうとともに、
異年齢集団の中での活動交流を通して、豊かな
人間性や社会性を醸成する。

A

地域の教育力を高めるためには、異年齢
間の交流が重要な役目を果たすことか
ら、今後においても、この事業が継続でき
るよう支援をしていく必要があると考える。

B

市内の小学生、未就学の子供たちが一同に会し
て、交流を通して、豊かな人間性や社会性養われ
ることから、継続できるよう支援が必要であるが、参
加者が少ないことから改善の必要性がある。

生涯学習課 32 1 0 B c 1 0
豊かな心を育てる市
民大会

豊かな心を育てる市
民大会

青少年育成のため
の実践活動の紹介と
講師を招いての記念
講演

平成２０年度は実施しなかった。昭和５７年から
２６年間に渡り実施されてきた大会であり、青少
年育成のための実践活動の紹介と講師を招い
ての記念講演が主な内容であった。しかし、市
連合ＰＴＡの他、各種団体の同様の事業が行わ
れるようになっていることから、その役割を果た
したのではないかという意見が寄せられ、市内
小中学校校長会、市連合ＰＴＡ、市内高校の校
長先生方からは整理等合の時期に入っている
のではないかという意見があったため、これらの
意見を集約し当面の間休止することとなった。

D

連合PTAの他、各種団体の同様の事業が
行われるようになっているとの味方もあ
り、現在休止状態であることから、見直し
の時期となっている。

D
現在、休止状態であることから、見直し、廃止を考
える必要がある。

生涯学習課 32 1 2 A a 1 1
家庭教育学級（ホー
ムスクール）

家庭教育学級運営
事業費

古小・五中で保護者
を対象とした家庭教
育に関する講座を開
設する

○７月３日講演会「中学生の携帯電話・ネット利
用の諸問題」　講師：三沢警察署職員（５９名参
加/二中体育館）携帯電話は中学生に本当に必
要なものか。子どもに持たせる場合の保護者の
心構え等の話。
○１０月２１日講演会「頭で食べて、心で食べ
て、減らそう減食」　講師：学校給食センター栄
養士（４０名参加/三沢小体育館）「食」をテーマ
にした健康会議。生徒による発表や保護者によ
る読み聞かせも行った。

A

家庭の教育力の低下が指摘されている今
日、親等の教育力向上は、子どもの健や
かな成長のために重要である。今後も市
が積極的に支援すべきものと考える。

A
家庭教育の重要性を正しく認識するため、保護者
の教育力向上は重要であるため、今後も事業を継
続することが必要がある。

教育総務課 32 2 0 A a 1 1 学校の統廃合
学校統廃合検討事
務

少子化による複式学
級解消のため、統廃
合に向けた統合検討
委員会の会議の開
催

少子化による複式学級解消のため、統廃合に
向けた統合検討委員会の会議の開催(現在、淋
代小学校が少子化による複式学級にあり、それ
を解消するため、21年度で閉校し22年4月1日三
沢小学校に統合すべく準備を進めている。)

A

少子化による複式学級になっている小学
校を解消のため、統廃合に向けた統廃合
み向けた統合検討がなされ、学校規模の
適正化が図られた。

A
おおぞら小学校の統合を参考に進んでいけばいい
のではないでしょうか

教育総務課 32 2 0 B a 1 1
学校施設の耐震化
の推進

小中学校営繕事業
（耐震診断業務委託
料）

学校施設の耐震化
に向け耐震診断の
実施

現在、第一中（校）・第一中（講）・岡三沢小
（校）・三川目小（校）三川目小（講）の耐震診断
業務委託をおこなっている。

A

地震時における児童生徒の安全確保と地
域住民の避難所として学校施設の耐震性
能を確保するため耐震化を推進していか
なければならない。

A
公立の小中学校等の建物については、耐震診断の
実施と診断結果の公表が義務付けられているの
で、　必要な事業。
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教育総務課 32 2 0 C a 1 1
学校周辺の安全確
保の推進

学校周辺の安全確
保対策

学校周辺の児童安
全確保対策と通学路
の連合ＰＴＡ要望に
対する関係機関との
協議

市内４小学校に１名ずつ警備員を配置し児童安
全確保対策業務委託をおこなっている。また、
各学校の通学路の連合ＰＴＡ等からの要望が提
出され、これに対し関係機関との協議を進めて
いる。

A

児童安全確保対策業務については、平成
１６年度から５年間進めてきた。経費節減
もあり２１年度から取りやめとなり、学校安
全ボランティア等との連携を進めていかな
ければならない。

A

総合評価のとおり児童の安全確保は重要と考えま
す。21年度からは学校地域安全ボランティアの協
力で、　児童の安全確保ができるということは、経
費削減の面で効率性を評価します。

教育総務課 32 2 7 D a 1 0
教育用パソコンの整
備

教育用パソコン購入
事業

小・中学校教育用パ
ソコンの購入（小学
校42台/1校、中学校
84台/2校）

教育用パソコンの整備
Ｈ２０年度　　第二中（４２）・第三中（４２）・三沢
小（４２）

A

いままで、市費でリース契約していたパソ
コン借り上げ費を削減でき、さらに小学校
が２人で１台使用していたが、補助事業で
整備が図られ１人１台にすることができ
た。

A
いままで、市費でリース契約していたものを、防衛9
条交付金で整備が図られるようになったのは、財政
上の負担が軽くなった。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 A a 1 0 学校訪問事業 学校訪問事業

計画訪問、要請訪問
で「学校教育指導の
方針と重点」の周知
徹底を図る

小学校８校、中学校５校へ５月から１０月までか
けて実施。うち、中学校４校、規模の大きい小学
校３校へは上北教育事務所より２～３名の応援
をいただいて指導にあたる。経営方針、教育目
標具現化に向けた全体構想、学力向上に向け
た取組、生徒指導の取組、教員の資質向上策
について確認。これにより、各校の課題と具体
的な方策が明確にされた。

A

三沢市教育委員会の掲げる「学校教育の
方針と重点」に基づく教育課程の遂行と教
員の資質の向上のために､事業の継続が
適当である。

Ａ
教員の資質向上と、教育現場の実態把握をし、三
沢市の学校教育の向上のためにも事業の継続が
適当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 A b 1 0
小・中学校学力・知
能検査

小・中学校学力・知
能検査

学力検査（小４、小
６、中１、中２）知能
検査の実施

知能検査は、小２，小５年で実施。学力検査は、
小４，小６，中１，中２年でＣＲＴ（目標基準準拠
検査）を実施。基礎基本の確実な定着がなされ
ているかを評価。各校では結果を分析し課題を
明確にすることによって、以降の指導法の改善

A
児童生徒の学力の実態を把握し、それに
応じた対応のためには事業の継続は適当
である。

Ａ
児童生徒の学力の実態を把握するためには事業
の継続は適当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 B a 1 0
東部上北小・中学校
教科研修会事業

東部上北小・中学校
教科研修会事業

教科研修会と講演会
を実施し、教職員の
資質の向上を図る

三沢市、六戸町、おいらせ町の一市二町で、教
師の指導力の向上を目的として実施。事業とし
ては、教科研修会を小学校４校（うち２校は三沢
市）中学校２校（うち１校は三沢市）が研究発表
会を実施。講演会では、茨城県龍ヶ崎市の小・
中学校の教員を講師に、小中連携の実際につ
いて学習した。英語スピーチコンテストでは、各
中学校の代表が集まり、暗誦、創作の部で練習
の成果を発表。それぞれの部の代表が県大会
に出場、好成績を納めている。

A
教員の資質向上に向けた本事業の必要
性は大きく、研修会への参加率も高いこと
から事業の継続が適当である。

Ａ

三沢市、六戸町、おいらせ町の一市二町を区域とし
た東部上北地区の小中学校の教員を対象にした本
事業は、教員の資質向上に必要で、事業の継続は
妥当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 B b 1 0
幼少連携教育研究
会事業

幼小連携教育研究
会

幼児教育と小学校教
育の関係者が教育
上の諸問題について
理解し合う

幼児教育から小学校教育へのスムーズな進行
を目的に、小学校低学年担当教員と幼稚園・保
育所等の指導者が一堂に集まり、それぞれの授
業を公開しあったり、小学校区に別れて子ども
たちの情報交換を行ったりする。指導の一貫性
が図られ効果的である。

A

幼稚園や保育所等における保育と小学校
教育との違いに子どもたちは不安や戸惑
いを抱きやすくなることが指摘されてい
る。その解消のためにも幼、保・小連携の
必要性から、事業の継続が適当である。

Ａ
幼児教育と小学校教育の関係者の情報交換の場
は必要で、事業の継続が妥当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 B c 1 0
校内研修講師派遣
事業

校内研修講師派遣
事業

教育課題解決に向
けた専門的研修のた
めの講師派遣

各校が自校の教育課題解決に向け、専門講師
を招いてポイントを絞った研修を実施。１１月末
現在、１３回実施されている。教員の指導力向
上に大いに役立っている。

A
教員の指導力向上等に向けた本事業の
継続は適当である。

Ａ
専門講師による教師向けの研修が市内１３校で行
われており、教員の資質向上のために本事業の継
続は妥当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 C a 1 0
豊かな心を育てる生
徒指導研究推進事
業

豊かな心を育てる生
徒指導研究推進事
業

豊かな心を育てる教
育環境をつくるため
の研究と実践活動

三沢市内小・中・高・各種学校とＰＴＡが協力し、
生徒指導の整備・充実に努めるとともに、地域
社会ならびに関係機関・団体との連携を密にし、
豊かな心を育てる教育環境を作るための研究と
実践活動を進めている。事業としては、３つの地
区に分かれ長期休業中等の巡視活動、情報交
換会、「広報みさわ」への寄稿等を実施してい
る。

A
生徒指導の整備・充実を図るためにも本
事業の継続は適当である。

Ａ
市内小・中・高校とＰＴＡや地域社会と連携して生徒
指導を行っている本事業は豊かな心を育成するた
めには重要で、事業の継続は妥当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 0 C c 1 0
心の教室相談員設
置事業

心の教室相談員設
置事業

全中学校に１名配
置。教室復帰を目指
して指導にあたる

全中学校に１名配置し、適応指導教室と連携し
ながら、各校の相談室等から教室へ復帰できる
ことを目指して取り組んでいる。相談員が来る日
は出校する子もいることから、勤務時間数の増
加も望まれるところである。

A
不登校やいじめが全国的に増加している
中で、本事業の継続は適当である。

Ａ
子ども達の心の問題の解消のためには、相談員の
役割は大きく、今後とも事業を継続する必要があ
る。

教育総務課
（教育指導室）

32 3 1 A c 1 0
研究指定校研究委
託事業

指導費（研究指定校
研究委託事業）

教科研究指定、健康
教育発表指定をし、
教職員の指導力の
向上を図る

教科研究指定は小学校２校、中学校１校が教科
研修会を実施。健康教育発表指定については
小学校１校が発表。多くの参会者を集めて、指
導法や実践について討議し、指導力の向上に努
めている。

A
教員の資質と指導力の向上に向けた本事
業の継続は適当である。

A
各教科別の研修会等の開催は教員の資質向上に
とって重要で、本事業の継続は妥当である。
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教育総務課
（教育指導室）

32 3 2 C b 1 0 教育相談設置事業 教育相談室設置費

様々な相談活動と不
登校児童生徒の学
校復帰を目指した指
導にあたる

教育相談室は、２名の相談員が児童生徒の不
登校、非行、いじめ、怠惰、心身障害等就学上
の不安に対する相談活動を行っている。３月末
現在で３０４件の相談があった。適応指導教室
は、２名の指導員が不登校児童生徒の学校復
帰を目指して、集団活動の支援、体験学習の支
援、学習活動の支援等を行っている。１０名ほど
の通室生がおり、家からでられなかった子が適
応指導教室に来られるようになったり、適応指
導教室から学校へ行けるようになった子がいた
りと、順調に成果を上げている。

A
不登校やひきこもりの児童生徒が全国的
増加傾向にある中、本事業の継続は適当
である。

Ａ
不登校の生徒に対し、国際交流センター内に相談
員を配置し相談活動を行っている本事業は重要
で、事業の継続が妥当である。

教育総務課
（教育指導室）

32 4 0 A b 1 0
小学校教員英語研
修講座事業

小学校教員英語研
修講座事業

小学校教員の基本
的英会話能力の育
成及び指導力の向
上を図る

英語指導法の紹介や基本的な日常会話、英語
を用いたゲーム等の紹介をし、小学校教員の基
本的英会話能力の育成及び指導力の向上を
図っている。２０年度は年間３回実施し、多くの
教師が参加できる機会を確保している。

A
教員の英語活動科における指導力向上
の必要性から事業の継続が適当である。

A
中央からの英語教育の専門的な講師を呼び、教員
の指導力の向上を図るために行う本事業は、事業
の継続が妥当だと思われる。

教育総務課
（教育指導室）

32 4 1 A e 1 0
小・中学生ホームス
テイ事業

国際交流推進事業
（小・中学生ホームス
テイ事業）

米国との相互のホー
ムスティ体験を通し
て国際感覚を養う

米国側の参加者がほとんどなく、実施が困難と
なったため中止。今後については、当事業の役
目を十分果たしたと考えられること、日米の学校
事情の違いから今後も参加者の増加は見込め
ないことなどから当面の間休止ということになっ

C

２０年度は、受け入れ先である米国側の
事情によりホームスティー事業は中止せ
ざるを得なくなったが、国際交流推進事業
の目的は必要性が高いものであり、事業
内容を変更して継続することが適当であ

Ｃ

米国側の参加者がほとんどなく、日米の学期の違
い等もあり、今後も参加者の増加が見込めないこと
から事業自体は休止し、事業内容や実施主体の見
直しが必要と思われる。

教育総務課
（教育指導室）

32 4 2 B a 1 0
「総合的な学習の時
間」推進事業

総合的学習推進事
業費

ゲストティーチャー等
を活用し、多様な学
習機会の創出を推進
する

内容としては、ふるさと講話、紙飛行機等の製
作、日本の伝統文化体験などが実施されてい
る。また、国際理解教育として、中国、ロシア、ス
ペイン、サモア、イタリア、パナマの方を講師に、
それぞれの国の風俗・風習等に触れる学習も実
施している。本物に触れる機会を保障することに
よって、学習内容の幅を拡げるよい機会となって
いる。

A
児童生徒に多様な体験をさせるために
も、外部講師の有効性は高いため、事業
の継続が適当である。

Ａ

外国人講師をゲストティーチャーとして活用し、それ
ぞれの国の風俗・風習等に触れることは児童生徒
に多様な体験をさせる意味でも有効で、事業の継
続が妥当である。

教育総務課
(教育指導室）

32 4 3 A d 1 0
外国人青年招致事
業（ＡＬＴ）

外国人青年招致事
業（ＡＬＴ）

外国語指導助手の
中学校への英語学
習参加により、英語
でのコミュニケーショ
ン能力の向上を図る

２人のＡＬＴがほぼ毎日中学校を中心に授業の
補助に入っている。ネイティブな発音に触れる機
会が増え、言語運用の能力が向上している。

A
中学生及び英語担当教員の言語運用能
力の向上のためにも本事業の継続は適
当である。

Ａ
外国語指導助手による生の英語を聞くことは、中学
生及び英語担当教員にとって重要で、本事業の継
続は妥当だと思われる。

教育総務課
（教育指導室）

32 4 4 A a 1 1
英語活動科推進事
業（英語教育特区）

英語活動科推進事
業（英語教育特区）

小学校全学級にAET
を派遣し、英語での
コミュニケーション能
力の向上を図る

小学校英語活動科の全ての授業にＡＥＴを派遣
し、英語でのコミュニケーション能力の向上を
図っている。児童の英語の聞き取りや発音の能
力が向上している。

A
小学生の英会話能力とコミュニケーション
能力を高めるためにも本事業の継続が適
当である。

A
英語教育の専門でない小学校教師の補佐的役割
のＡＥＴの活用は重要で、小学生の英会話能力等
を高めるためにも事業の継続が必要と思われる。

生涯学習課 32 5 1 A a 1 0 人材バンクの見直し

生涯学習のまちづく
り推進事業費（「指導
者登録名簿」整備事
務）

各分野で優れた知
識、技能を持つ指導
者の登録名簿を整備
し、広く市民に紹介
する

当市では、生涯学習推進のため「指導者登録名
簿」（三沢市生涯学習ガイドブック）を発行により
指導者を紹介し、団体に対し指導者の派遣を行
なっている。

A

3年の更新時には、指導者のほぼ全員が
更新に協力してくれるが、全体的な指導範
囲において指導者の高齢化が目立つ。三
沢市民の生涯学習活動を継続的に活発
にさせるためにも、若い世代の登録の呼
び掛けが更に必要と考えられる。

A
三沢市民の生涯学習活動を継続的に推進していく
ためにも、必要と思われるが、若い世代の指導者
の育成が必要である。

生涯学習課 32 5 1 A b 1 0
指導者派遣事業の
充実

生涯学習のまちづく
り推進事業費（指導
者派遣事業）

「指導者登録名簿」
に登録された指導者
を町内会、サークル
等の依頼のあった団
体に派遣する

市民の学習機会を拡充し、生涯学習社会の形
成を図るため、各領域で活躍している指導者を
活用し、学習活動の推進を図っている。平成２０
年度は、グランドゴルフ教室、フラワーアレンジメ
ント教室、和紙人形づくり教室に派遣回数5回、
参加者数84名であった。

A

1年で1団体につき派遣回数が1回と要綱
で決まっており、派遣回数をもっと増やし
てほしいという参加者からの要望がある
が、事業自体はとても有意義であるという
評判を得ているため、継続は妥当である。

Ａ
生涯学習の機会を広く市民に提供するためにも、
派遣回数を増やしてほしいとの要望もあるので、継
続が必要である。

生涯学習課 32 5 1 B a 1 0 各種講座の開催
生涯学習のまちづく
り推進事業費（弘前
大学公開講座）

生涯学習の推進を図
るため高度で体系的
な大学講座を開催す
る：テーマは「身近な
問題を考える」（４回）

①10月１日「激増する輸入食品とその安全性」
講師：農学生命科学部教授　宇野忠義
②10月8日「脳の病気について考える」　　講師：
大学院医学研究科長　教授　佐藤　敬
③10月15日「スペインの歴史と文化」　　講師：
人文学部　准教授　足立　孝
④10月22日「裁判員制度について理解を深めよ
う」　講師：人文学部　准教授　飯
以上４回開催受講生15名・延べ参加者総数49
人であった。〔受講料4,000円（テキスト代を含
む）〕

A
高度な内容の学習をする絶好の機会であ
るので、継続は妥当である。

A
高度で、身近な問題の理解を深めるためにも事業
の継続が必要である。
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観光推進課 32 5 2 A x 1 0 その他 趣味の家運営費
市民の生きがいを持
てる趣味活動の支援

陶芸教室参加者2,209人　歩くスキー利用者16
人

A 設備の老朽化に伴う更新が必要。 B
冬の歩くスキーは、雪に影響で利用者が少なく別な
趣味の活動メニューを考える。それから施設の更新
を計画。

政策調整課 32 9 0 A x 1 0 その他
高等教育機関設置
検討業務

当市の特色を活かし
た高等教育機関の
設置に係る調査・検
討

青森県に対し、高等教育機関の設置を要望する
と共に、国際交流教育センターの活用による国
際社会に適応できる人材育成等を検討する「三
沢市国際教養教育推進研究会」を平成20年11
月に設置し、計５回の会議、富山外国語専門学
校の視察を経て、平成21年2月研究会から提言
書が提出される。

A

　三沢市国際教養教育推進研究会
（H20.11～H21.2）では、5回の会議・富山
市への視察などを行い、国際交流教育セ
ンターの活用、国際社会に対応できる人
材育成についての提言を頂いている。
　本検討業務にて市の教育（特に高等教
育機関）の在り方について一定の方針を
出すことは、これまでも検討してきた教育
機関の設置について答えを出すことにも
つながり、今後の市政運営についての必
要性は高い。

Ａ
市としての必要性は認めるが、高等教育機関設置
に対する総合的なニーズを見極めることが大事で
ある。

生涯学習課 33 1 0 A a 1 0 市民文化祭
公民館費（市民文化
祭）

市民の文化芸術活
動の振興と普及、並
びに成果発表の機
会を提供するため、
舞台部門と展示部門
を実施する。

専門的知識及び実生活に活用できる趣味講
座、多様化する社会情勢に対応する教養講座を
開講し市民の学習意欲に応えるとともに、その
成果を発表する機会を提供した。

A

当市の文化振興のため、文化協会等の協
力のもと市が実施すべき事業として妥当
である。平成21年度からは、指定管理者
が行うこととなるが、民間のノウハウを活
かしてさらに盛大なイベントとなることが期
待される。

Ｂ

市民の文化活動の振興と普及のために文化祭は
必要と思われるが、２１年度からは指定管理者が
行うこととなるため、事業の進め方の改善が必要と
思われる。

生涯学習課 33 1 0 B a 1 0 表彰事業
社会教育総務費（表
彰事業）

三沢市における学
術・文化の向上発展
に貢献した者及び文
化意識の高揚とその
普及に尽力した者を
表彰、また、市内の
児童生徒を対象に各
種文化活動・技能大
会・展覧会等におい
て優秀な成績を収め
た者を表彰する。

三沢市における学術・文化の向上発展に貢献し
た者及び文化意識の高揚とその普及に尽力し
た者を表彰する。また、市内の児童生徒を対象
に各種文化活動・技能大会・展覧会等において
優秀な成績を納めた者を表彰する。

A
公に表彰することにより、市文化発展及び
文化意識の高揚が図られるので今後とも
継続する必要がある。

A
文化の向上発展に貢献された方々を公に表彰する
ことにより、文化の普及と振興が図られるため、継
続する必要がある。

生涯学習課 33 1 1 A b 2 0 企画展
公会堂運営管理費
外（企画展）

様々な分野で企画
し、優れた芸術文化
を鑑賞させる機会を
確保するとともに、芸
術文化に対する意欲
の高揚を図る。

青少年と市民に、優れた文化芸術を鑑賞する機
会を与え、広く多くの市民に文化活動の場を提
供する。

A

文化都市を標榜する当市において、市内
小中学校の全児童・生徒に優れた芸術を
鑑賞する機会を与えるこの事業の意義は
大きなものである。　　　　　　　　　　　平成
22年度以降は、公会堂の指定管理者によ
る民間ノウハウを活用した鑑賞内容の選
定が行われることから、内容の充実が期
待されるところである。

Ａ
市内全小中学校の児童・生徒に優れた芸術 鑑賞
の機会を与える事は有意義であり、事業の継続が
必要である。

生涯学習課 33 1 3 A b 1 0 企画展
寺山修司記念館管
理費（テラヤマ・ワー
ルド）

未公開作品の展示を
定期的に交換し来館
者に公開する。ま
た、寺山修司にゆか
りの人物を招いて
トークショーや短歌・
俳句の朗読を実施す
る。

「テラヤマ・ワールド２００８ｉｎ三沢」８月３日（日）
午後２時～於：寺山修司記念館　屋外多目的ス
ペース
○第１部：トーク「テラヤマ・ワールドの魅力」出
演＝三上博史　九條今日子
○第２部：三上博史ライブ朗読「空には本」　出
演＝三上博史　エミ・エレオノーラ
○第３部：県内小中学生のための「第８回寺山
修司五月会・俳句大会」表彰式と入賞作品発表
※当日入館者数　７０６名　　イベントのみ　５２０

B

没後二十余年を経てもなお、多くの研究
者やファンを持つ芸術的な寺山修司の世
界をあらゆる角度から取り上げるイベント
を開催することにより、より一層記念館の
集客が図られる。

Ｂ

寺山修司ゆかりの地である三沢市が貴重な遺品や
遺作を後世に伝え残す共に、イベントを開催する事
で集客を図ることは必要だと思われるが、コストの
削減など改善が必要と思われる。

生涯学習課 33 2 0 B a 1 0
指定文化財整備事
業

社会教育総務費（社
会教育活動推進補
助金）

民俗芸能保存会連
絡協議会への後継
者育成費及び道具
等購入費の補助を行
い指定文化財の保
存・整備を図る。

民俗芸能保存会連絡協議会への後継者の育成
と道具等購入費の補助を行った。

A
三沢市の無形遺産を守り、活性化すると
いう意味で、大変重要な活動であると考え
られる。

Ａ
三沢市の文化財を守り、継承していく事は重要なこ
とであり、今後も進めていくべきである。
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生涯学習課 33 2 1 A a 1 0 遺跡発掘調査事業
遺跡発掘調査事業
費

個人農地造成に伴う
発掘調査及び出土
品の整理作業（猫又
（2）遺跡）を実施す
る。また、根井沼（3）
遺跡の調査報告書を
刊行する。

1,900㎡を調査し、縄文時代の住居跡14軒、フラ
スコ状遺構12基、土坑墓1基、奈良時代の住居
跡1軒、竪穴状遺構3基、掘立柱建物遺構1基、
その他ピット類を多数検出した。土器・石器が段
ボール箱に約30箱出土した。ほかに琥珀玉、ア
スファルト塊、長さ80㎝、重さ25kgの石棒も出土
した。根井沼(3)遺跡の発掘調査報告書300部を
刊行し、市・県内外の関係機関に配布した。

A
発掘調査が終了することにより、開発行為
を円滑に進めることができる。

Ａ
発掘調査が終了することにより、開発行為を円滑に
進めることができるため、事業を進める事が必要で
ある。

生涯学習課 33 3 0 A a 1 0
民俗芸能公演会事
業

社会教育総務費（社
会教育活動推進補
助金）

　貴重な文化遺産と
して継承されてきた
民俗芸能を市民に紹
介するため、市民俗
芸能保存会連絡協
議会と共催で公演会
を開催する。また、後
継者育成費及び公
演会で使用する道具
等の購入費を助成す
る。

平成２１年１月12日の成人の日に公会堂大ホー
ルで三沢市民俗芸能保存会連絡協議会と共催
で公演会を開催、９団体が出演した。また、今年
度道具等の購入のため助成した団体は岡三沢
鹿子踊り保存会と豊年踊り保存会の２団体であ
る。

B
公演会を開催することにより、普段の活動
が活発化することが充分考えられることか
ら今後も必要な事業である。

Ｂ
長年伝承してきた民族芸能の公演会を開催する事
は、活動が活性化することができると思われること
から、公演会の継続は必要である。

市民スポーツ
課

34 1 0 A b 1 0 各種教室の開催
各種競技普及支援
事業

アイスホッケー教室、
フィギュアスケート教
室、水泳教室の開催

アイスホッケー教室、フィギュアスケート教室、水
泳教室の開催

A 指定管理者による自主事業として開催 A
指定管理者が自主事業として取り入れているの
は、市内公共施設の利用増加を図る目的もある。

市民スポーツ
課

34 1 0 C a 1 0
早朝ウォーキングの
推進

ウォーキングサーク
ル支援事業

中高年層の運動の
習慣化を図るウォー
キングサークルを実
施する

毎週月水金の早朝６時から、公会堂をスタート
地点に市内遊歩道を約４キロ程度のウォーキン
グしている。
毎回５０名ほどの参加者があり、盛況である。

A
ウォーキングが習慣化し健康が維持され
ている

B
今後、サークルを作って自主的に活動してもらうよ
う指導。

市民スポーツ
課

34 1 1 A a 1 0 市民大会の実施
保健体育総務費（ス
ポーツ大会運営費補
助金）

体育協会加盟団体
が競技普及と技術力
向上を目的に開催す
る各種スポーツ大会
運営費への助成

北東北親善ゲートボール大会三沢大会運営費
補助金　200,000円　　（参加人員　40チーム240
名）
県民駅伝競走大会三沢市実行委員会補助金
479,000円　　（総合２１位　市の部９位）
市民ゴルフ大会運営費補助金
200,000円　　（参加者　１２０名）

C
予算の削減及び自主運営の促進
県民駅伝は予算増を希望

B
21年度から市民ゴルフ大会運営費補助金をなくし
自主運営させているので、県民駅伝の予算を増額
してはどうか

市民スポーツ
課

34 1 1 A c 1 0
競技力向上のための
教室の開催

保健体育総務費（市
体育協会補助金）

プロOBや認定指導
者による高度な技術
指導を行うための助
成

市体育協会補助金として交付 B 各加盟団体の自主活動の活性化 B
体育協会加盟33団体の積極的な自主活動が望ま
れる

市民スポーツ
課

34 1 1 A d 1 0 軽スポーツの推進
保健体育総務費（体
育指導委員報酬）

チャンピオンスポー
ツにこだわらない楽
しむことを目的とする
スポーツを普及する
ための体育指導

市民歩こう大会やスポーツクラブみさわなどの
活動の中で、軽スポーツを取り入れている。

B 軽スポーツとして気軽に受け入れられる B
スポーツを楽しむとか親しむことを一般市民への周
知が必要

観光推進課 34 1 1 A x 1 0 その他
勤労青少年体育施
設運営費

レクリエーション大会
等の推進

野球場利用者6,775人　／　テニスコート利用者
334人
総合運動場利用者5,836人　／　陸上ホッケー場
利用者14,980人

A
施設の老朽化に伴う危険箇所もあり、計
画的な改修が必要である。

ｃ
施設の老朽化が進んでいるから利用者の減も考え
られるが、南山多目的運動広場との利用利便性の
整理要。

市民スポーツ
課

34 1 1 B a 1 0
キッズスポーツクラブ
の開催

保健体育総務費（体
育指導委員報酬）
（再掲）

種目にこだわらず色
んなスポーツを楽し
む地域クラブ活動の
育成・支援

隔週土曜日の午前中に開催、スキー、水泳等の
シーズン種目は適時開催している。

B 指導者や世話役の不足 B
指導者にまかせっきりではなく、世話役が指導者の
補助として活動してもらえば最適性が図られる。

観光推進課 34 1 7 A d 2 0 軽スポーツの推進
屋内ゲートボール場
管理費

ゲートボール競技の
推進

屋内ゲートボール場利用者7,910人。
グラウンドゴルフ場利用者4,833人。

A
施設の老朽化に伴う計画的な改修が必
要。

B 利用料金、改修は指定管理者と市との協議要。

市民スポーツ
課

34 2 0 A a 1 0 指導者養成補助
保健体育総務費（市
体育協会補助金）
（再掲）

指導者養成講習会
への派遣に対する助
成

日本ナショナルトレーニングセンターの視察 B
対象者が少なくまた民間企業のため講習
のための休暇が取れない

B
選手強化費ということで市から体育協会に補助金
がでているが、講習にいく時間がとれないという問
題点
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市民スポーツ
課

34 2 0 B a 1 0 各種スポーツ教室
保健体育総務費（市
体育協会補助金）
（再掲）

資格取得者を活用し
た各競技ごとの教室
開催に対する助成

体育協会加盟団体それぞれが、競技の普及拡
大と競技人口の増加を図るため、独自で教室を
開催しています。

B 人材不足と予算的問題 B
予算も去ることながら各スポーツの資格取得者を
集めることが先決

市民スポーツ
課

34 2 0 C a 1 0
スポーツリーダーバ
ンクへの登録

スポーツリーダーバ
ンク
登録事業

県が所管するリー
ダーバンクへの登録

県が所管するリーダーバンクへの登録 B
各競技団体が予算的問題でバンクを活用
していない

B リーダーバンクに対する広報活動が必要

産業政策課 41 1 0 A a 1 1
新産業創造トライア
ル支援事業

（検討中） （検討中） （なし） B

自立的な地域経済の形成に向けた内発
的な新産業の育成は必要であり、昨今の
厳しい雇用情勢の中、当事業の必要性は
高まっている。

B
新規の雇用の創出が困難な時節柄、既存企業へ
の支援は重要と思われることから早急な対応が望
まれる。

産業政策課 41 1 0 B a 1 0
創業支援資金融資
事業

商工振興費（創造的
中小企業支援資金
貸付金）

市内の商工業者で、
新規創業者又は新
たな事業分野を開拓
するために創造的活
動を行っている中小
企業者に対して融資

市内の商工業者で、新規創業者または新たな
事業分野を開拓するために創造的活動を行って
いる中小企業者に対して融資する制度
（実績）　　0 件

C

　新規創業者向けの平成２０年度での融
資申し込みはなかったが、新規に起業し
たり新規事業への参入機会を与えるため
に継続が望ましいと考えており、起業支援
の在り方について見直しして参りたい。

Ｂ
経済不況の中積極的な働きかけは出来がたいと思
うが、制度のＰＲは地道に進めるべきと思う。

産業政策課 41 1 1 A b 1 1
地域資源活用型新
商品開発支援事業

新商品開発費（ほっ
き丼普及宣伝事業）

地域資源である北寄
貝を活用した商品を
開発する三沢市内企
業への支援の在り方
について検討する。

平成20年9月から事業説明会、試食会、決起集
会を開催し、実施に向けた機運の向上に努め
た。その結果、参加店は最終的に20店舗、ほっ
き丼の総販売額：約18,600千円、市外からの延
べ誘客数：13,915人、三沢市魚市場でのほっき
貝１kg当たりの販売価格：296.2円（前年比
+12％）という結果になった。
（具体的な取り組み内容）
先進地視察、ポスター・木製サイン・のぼり制作
（参加店に配布）、試作用ほっき貝の購入・配
布、三沢駅・三沢空港への大型看板・大型ス
テッカーの貼付、東北じゃらん・FEELERへの広
告

A

事業参加者の評判も概ね良いことから、
名物料理として定着する目途が立つまで
の間（3年程度）、事業は継続していきたい
と考えている。

Ａ
概ね良好と言われている今の熱いうちに、確固たる
地位を築くため定着を見込む３年後の展開を検討
しておいてもよいのでは。

産業政策課 41 2 0 A a 1 0 交流促進事業
三沢市誘致企業懇
談会

三沢市誘致企業懇
談会を開催し、市内
誘致企業間の相互
交流を図る。

平成20年8月6日、誘致企業全社の出席を得て
平成20年度三沢市誘致企業懇談会を開催し、
誘致企業相互の親睦・交流を図った。

A

しばらくの間開催を控えていたため、平成
20年度の三誘会開催実績は１回だけに留
まったが、誘致企業各社が一堂に会する
稀な機会をセッティングすることができ、参
加者からも好評を得た。今後においても継
続すべきと評価する。

Ａ

経費もかからずコーディネートだけであり、異業種
の懇談会なので直接的に作業に影響は少ないと思
うが、他のいろいろな面でメリットが期待される、商
工会主導の地元企業の参加も視野に入れてはどう
か

産業政策課 41 2 0 B a 1 0
近代化資金融資事
業

商工振興費（中小企
業近代化資金貸付
金）

中小企業が運転及
び設備資金の融資を
受ける際、青森県信
用保証協会が保証
人となることで融資を
円滑にする制度。

貸付件数：　３件　貸付総額：　５４，０００千円
三沢市負担額：　５０，０００千円（ただし、各金融
機関への預託金として年度末には返還されるの
で実質の負担はない。）

A

平成20年度での融資3件であったが生産
及び販売体制の近代化を必要とする中小
企業者の経営の安定化に継続は必要で
ある。
なお預託金は年度末に返還され」実質的
負担はない。

Ａ

経済不況の中融資を受けるには、業績の良好な企
業は容易であろうが、これから頑張ろうと言う企業
にはなかなか容易ではないと思う、体制強化のた
めに状況を見極めながら継続するべきと思う。

産業政策課 41 3 0 A c 1 0
勤労者に対する労働
相談

賃金や労働条件など
労使間における相談

国、県の関係機関と
の連携により労使間
におけるトラブル相
談に対応。

通常勤務時間内の受付のほか、年末年始にお
ける特別相談窓口を設けて、失業者等への対
応を行った。

A

コストについては人件費のみで関係団体
との役割分担を明確にすることで素早い
対応が可能である。
ただ、労働基準監督署という専門機関や、
県の労働委員会などが本来の対応窓口
であるため、市役所に相談に来る人は少
ない。

A
労働問題、失業・求職関係それぞれに専門機関が
あり直接の相談は少ないと思うが、橋渡し役として
市民に安心感を与えると思う。

産業政策課 41 3 2 A a 1 0
事業者・勤労者に対
する普及・啓発活動

職業補導費（雇用対
策協議会補助金外）

商工会が行う、労働
環境の改善に関する
講習会・セミナー開
催への支援活動、ポ
スター掲示、チラシ
配付等を行う。

講習会・セミナーの開催回数・参加人数：『若年
労働者職場定着ｾﾐﾅｰ』（企業：15名　学校：9名）
『新入従業員教育講座』（15社36名）
その他：求人キャラバン（訪問校数：25校　キャラ
バン隊：8名）、平成２０年三沢市新社会人激励
会（15社19名）

C

新規就業者が社会に順応し社会人として
の自覚を持つための機会を与えるための
研修会などの開催は有意義ではあるが、
効果はあまり感じられない。

Ｄ
社会への順応、社会人としての自覚等は漠然とし
た感があり、1回程度の研修では効果が薄いと思う
が何らかの参考にはなると思う

産業政策課 41 3 2 A b 1 0
優良事業者、優良従
業員、卓越技能者の
表彰

職業補導費（優良事
業主・従業員表彰
式）

地域産業の発展に
寄与された事業者、
従業員の表彰。

優良従業主・優良従業員表彰式では、講師によ
る講演、記念品の授与を行う。
優良従業主数：　　２名　／　優良従業員数：　３
４名

C

魅力的な職場づくりや環境づくりを実践し
ている優良事業主や、長期にわたり地域
経済に寄与してりる従業員の表彰を行い
機運を高めることからも有意義な事業であ
るが、欠席者も多く、見直ししたいが良い
方法が見当たらない。
長年やっており止めることも難しい。

C

優良事業主・優良従業員の気運を高めるとの表現
はしているが、欠席者も多いとの事であり、また生
活のために働くのは当然のことであるのと10・20年
勤続は短期過ぎる感があり表彰の重みが無いので
はないか。
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産業政策課 41 4 0 A b 1 0
市ホームページのリ
ニューアル事業

ホームページリ
ニューアル事業

ホームページをリ
ニューアルし、企業
誘致等に係る情報の
発信に努める。

三沢市ホームページ内の企業誘致関係コンテン
ツを最新情報に更新した。

A

インターネットで情報を得る機会が増えて
いる昨今においては、随時ホームページ
の内容を更新することが必要であり、当該
事業は今後も継続する必要がある。

A
全国的な企業誘致合戦の中、他に先がけた最新情
報の発信は重要であり随時更新し継続すべきであ
る。

産業政策課 41 4 0 A c 1 1
空き物件等情報発信
事業

ホームページリ
ニューアル事業（再
掲）

ホームページ内に、
三沢市内の空き物件
に関する情報を掲載
する。

空き物件の調査 B
空き物件数が少なく企業に紹介できるよう
な優良情報がなかった。

A
全国的な企業誘致合戦の中、他に先がけた最新情
報の発信は重要であり随時更新し継続すべきであ
る。

産業政策課 41 4 0 B c 1 0
立地企業に対する優
遇措置実施

三沢市企業立地促
進条例活用事業

平成20年2月に改正
した三沢市企業立地
促進条例の活用。

企業立地促進条例に基づく優遇制度を訪問企
業に対してPRした。
企業誘致件数：2社

A

誘致企業等への立上げ支援と誘致交渉
中の企業への呼び水効果が得られるた
め、随時その時々の状況に合わせた見直
しを図りつつ、将来にわたり運用するべき
と評価する。

A

企業誘致は今後も継続されると思われる、その
時々の需要に合わせて制度の改革・充実を図ると
共にＰＲ活動を積極的に実施し、企業誘致の促進、
誘致企業の定着を推進するべきと思う。

産業政策課 41 4 1 A a 1 0
企業誘致促進ＰＲ事
業

企業誘致費

パンフレット等を作成
し企業等へ積極的に
アプローチしながら、
企業誘致活動を行
う。

パンフレット製作数：1,000部
企業誘致件数：2件

A

平成20年度においては、「企業立地ガイ
ド」のデザインを一新し、ボリュームアップ
を図るなどしたため、事業費は増えている
のに作成部数が減った。今後はこの原版
を基に毎年度の微調整を加えていくことと
し、より多くの企業に対して当市の魅力を
PRしていく。、大きな制度改正などがなく、
在庫量も相当数残らない限りは継続して
作成する必要がある。

Ａ
全国的な企業誘致合戦の中、成果は出ていると思
う。パンフレットの充実に加えて会社訪問による成
果を期待する。

産業政策課 41 4 2 B a 1 1 工業団地整備事業
細谷工業団地整備
事業

細谷工業団地のイン
フラ整備。

細谷工業団地内の旧道撤去工事及び新道舗装
工事
細谷工業団地の造成修正計画測量設計

A

新規企業誘致のための基盤整備のみなら
ず、既存企業の利便性向上のためにも工
業団地内を整備する必要がある。元地が
採草地（農地）であるため、産業用の施
設・設備を順次整備するためには、今後
においても当該事業を継続するべきもの
と評価する。

A
全国的な企業誘致合戦の中、他に先んずるために
インフラ整備は様々な要件の一つとして重要であり
継続が望ましい。

農政水産課 42 1 0 C a 1 0 制度資金融資審査

農業振興費（農業経
営基盤強化資金利
子助成事業、三沢市
特別融資制度推進
会議）

低利な農業関係制
度資金の貸付認定
により、農業経営の
支援対策を実施

H20年1月～12月の対象期間において、法人1
社・個人10名（12件）、融資決定額合計258,720
千円の貸付を認定した。

B

農家の設備投資を支援するにあたり、政
策金融公庫資金である農業経営基盤強
化資金の貸付は、特に規模拡大などの経
営改善を目指す担い手農家にとっては非
常に有益であり、市農業への貢献も高い
ことから継続の必要性がある

Ａ

農業後継者数や離農者数の点からも引き続き実施
していかなければならない事業である。今後、農業
の振興、農業後継者問題等の観点からもニーズが
増えることも考えられるが、他の農業支援各主要事
業による農業活力増進がなされることを願う。

農政水産課 42 1 0 C b 1 0
農業経営基盤強化
資金利子助成事業

農業振興費（農業経
営基盤強化資金利
子助成事業）（再掲）

農業関係制度資金
の融資を受けた農業
者に対する利子助成
により、農業経営の
支援対策を実施

12/31において、法人４社・個人１３名（件数36
件）、残高1,386,766千円に対し利子の助成を実
施。認定農業者の経営基盤の強化と経営の安
定が図られた。借入平均残高に対する利子助
成率0.27～0.5%のうち、県・市負担は各１/２。

A

農家の設備投資を支援するにあたり、政
策金融公庫資金である農業経営基盤強
化資金の貸付は、特に規模拡大などの経
営改善を目指す担い手農家にとっては非
常に有益であり、市農業への貢献も高い
ことから継続の必要性がある

A

農業後継者数や離農者数の点からも引き続き実施
していかなければならない事業である。今後、農業
の振興、農業後継者問題等の観点からもニーズが
増えることも考えられるが、他の農業支援各主要事
業による農業活力増進がなされることを願う。

農政水産課 42 1 1 A a 1 1 認定農業者の育成

農業次世代育成振
興費（三沢市担い手
育成総合支援協議
会負担金）

認定農業者相談会、
審査会、スキルアッ
プ研修により支援対
策を実施

協議会の下部組織として、「アクションサポート
会議」（農業者で構成）及び「アクションサポート
チーム」（関係機関の実務担当で構成）を設置
し、経営能力向上の講習会・研修会のほか、経
営相談を実施した。

B

農業の振興において人材の育成は継続さ
れていく必要が高いことから、より有効性
に効力を持たせるよう取組み内容に検討
を要するがH21以降も引き続き実施される
必要のある事業である。

B

農業後継者数や離農者数の点からも引き続き実施
していかなければならない事業である。農業の振
興、農業後継者・新規就農者の支援における各主
要事業が少なからず関連しあっていることから、市
農業者事情等を勘案し現事業の取り組み方法で最
良かの検討が必要である。

農政水産課 42 1 1 B a 1 0 認定就農者の育成

農業次世代育成振
興費（三沢市担い手
育成総合支援協議
会負担金）（再掲）

就農計画書の作成
支援、制度資金の相
談等により支援対策
を実施

新規就農者の経営計画の策定についてサポー
トを行った。農業者の経営基盤強化のため制度
資金の借入れ等について相談などの支援を
行った。

B

農業の振興において人材の育成は必要
が高い一方、事業の実施にあたっては、
より実効性の高い取組みとするべく、内容
に検討を要する。H21以降も引き続き実施
の必要のある事業である。

Ｂ

農業後継者数や離農者数の点からも引き続き実施
していかなければならない事業である。農業の振
興、農業後継者・新規就農者の支援における各主
要事業が少なからず関連しあっていることから、市
農業者事情等を勘案し現事業の取り組み方法で最
良かの検討が必要である。

農政水産課 42 1 1 B b 1 0
農業後継者育成対
策事業

農業次世代育成振
興費（三沢市農業青
年会議育成費補助
金）

農業後継者が中心と
なって組織する三沢
市農業青年会議に
対する支援対策を実
施

【4月～】淋代平ほ場/長芋試験栽培、もち米＆
ゴボウ栽培・生産  【6月】小学校児童対象の農
業体験学習を実施  【7月】東北町と七戸町の青
年農業者と現地研修＆意見交換を実施  【9月】
修学旅行生農業体験学習受入れ  【10月】市民
対象のゴボウ収穫体験を実施  【11月】旧岩木
町農業青年会議の青年農業者と意見交換

A

農業後継者同士の連帯や、情報交換・意
見交換による営農技術向上や経営改善
向上などの効果が認められ、担い手の育
成という点で非常に重要性が高い。

Ａ
農業後継者数や離農者数の点からも引き続き実施
していかなければならない事業であり担い手育成で
は効果を挙げている。
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農政水産課 42 2 0 A b 1 0
食肉処理センターの
安定的な運営

三沢市食肉処理セン
ター事業（特別会計）

安全で衛生的な食肉
の流通を確保し、畜
産農家の経営安定
化を図るために実施
する食肉処理セン
ター運営に係る経費
全般。

　食肉処理センターの適正な管理運営はもとよ
り、施設運営における効率性の向上のため、処
理頭数の増加に努めるとともに、搬入家畜のト
レイサビリティシステム（生産履歴制度）の運用
により、食肉の安全と利用者の利便性向上に努
めた。

A

　当該施設の運営により、畜産経営の安
定化が図られているだけでなく、荷受業者
の企業誘致による雇用の創出にもつな
がっている。
　また当該事業は、一般会計からの資金
投入（税金の利用）がなく、施設の使用料
だけで運営されており、公共施設のなかで
も極めて優良な事業であると思われる。

A

担当課評価のとおり優良な事業であり、現状に甘
んぜず食肉処理分野における今後の展望もあるよ
うである。その展望によるこの分野における雇用の
拡大や、さらなる三沢ブランドの開発等がなされ地
域活性が進むことを期待する。

農政水産課 42 2 0 B b 1 0 グリーンツーリズム
三沢市グリーンツー
リズム推進への支援

高校生の農業体験
修学旅行を実施し、
三沢市農業の情報
発信をする。

大阪初芝富田林高校農業体験修学旅行生を受
け入れ  H20.9.5～H20.9.7   修学旅行生数76名

B
三沢特産物を知ってもらい、将来において
安心・安全な三沢産農産物として認知す
ることにより購入につながる。

Ｂ
グリーンツーリズムの面から地域を対象とした農業
体験等も視野に入れた事業展開が必要

農政水産課 42 2 0 B c 1 0 市場調査
おいらせ農協市場調
査

流通体系の視点か
ら、消費者ニーズの
調査を行い、野菜の
ブランド化の方向性
を探ることの支援を
行う。

JAおいらせ野菜推進委員会販売促進及び市場
調査視察  ○3/1～3/3東京・野菜消費宣伝会
（市長、組合長、野菜推進委員会）  ○6/27～
6/29名古屋・野菜消費宣伝会（野菜推進委員
会）  ○9/22つたや会館・おいらせ焼酎モンドセ
レクション受賞祝賀会  ○10/23～10/25九州～
東京・市場への野菜販売要請（組合長、営農委
員会）  ○11/14～11/17熊本・熊本農業フェア野
菜消費宣伝（組合長、野菜推進委員会）  ○
12/6～12/7東京・野菜消費宣伝会（販売課、指

B
行政及び農協のトップによるアピール効果
は高いものの、日程・時期に制約がある
点については改善の必要がある。

Ｂ

トップセールスでのアピール効果は高いが、さらに
三沢ブランドを勧めるうえでも、三沢産野菜の三沢
パッケージ表示が必要であり、それによってトップ
セールス効果が増すものと思われる。

農政水産課 42 2 0 B x 1 0 その他
畜産業費(市牛・じゃ
がまつり実行委員会
補助金)

畜産共進会、牛肉・
牛乳の消費拡大Ｐ
Ｒ、じゃがいも掘り、
市民参加のゲーム、
ふれあい小動物園
の開設により土に親
しみ,農業に対する理
解を深め、農畜産業
の振興を図る。

　これまで三沢市営牧場を会場として「牛じゃが
まつり」として実施していたが、平成２０年度か
ら、道の駅みさわ「斗南藩記念観光村」におい
て、旧農休祭と合同で、新たに「ファームフェスタ
ｉｎ斗南」として実施した。このことにより、実施計
画の目的を達成するだけでなく、三沢市の観光
施設への集客や、イベント参加者の利便性の向
上が図られた。

B

　平成２０年度からファームフェスタとして
地域農休際と合同で実施しているため、イ
ベントの合理化がなされている。
　しかしながら牛じゃがまつり部分として
は、会場が変更になったことにより、新た
に整備が必要な施設（牛の繋留施設等）
があり、また共進会の場所（斗南藩北側
の空地）は、雑草が生い茂り、観光施設と
して維持していくためにも環境整備の必要
性があると思われる。

Ｂ

牧場をイメージした斗南藩記念観光村での牛・じゃ
がまつりの実施で、経費的や集客等の合理性から
か合同で実施されているが、ファームイメージを強く
出すための空間（イベント内容も含め）づくりが市の
イメージアップにつながることから、担当課評価の
環境整備も検討が必要。

農政水産課 42 2 0 C a 1 1
地場産品の販売流
通

農産物加工ｸﾞﾙｰﾌﾟへ
の支援

ビードルドーム定期
市、市民の森定期市
の実施により地場産
品の消費拡大を進め
る。

ビードルドーム定期市（期間4/3～12/19）、木金
の週２回のほか「九の市」の日に開催。定期市
班12名とレジ担当１名の計13名で運営。市民の
森やすらぎ荘産地直売は4月～12月は月1回の
土日、1月～3月は毎週土日に開催。市民に対
する地元産野菜の消費拡大に貢献している。地
場産品の加工品造りも実施しており、ゴボウを
使用した新加工品の開発も行った。

B

地産地消活動の担い手として今後も維
持・育成する必要があることから、県民局
普及指導室などと協力して活動を支援し
ていく必要がある。

Ｂ
地産地消活動推進の主団体のひとつであり、さらな
る活動を期待するうえでも担当課評価にある支援
は必要

農政水産課 42 2 1 A a 1 1
長ごぼう冷蔵貯蔵施
設

長ごぼう冷蔵貯蔵施
設設置助成事業

おいらせ農協を事業
主体として、長ごぼう
冷蔵貯蔵施設・共同
選果場を建設し、生
産出荷体制の強化を
図る。

建築工事 A
当市の主力野菜である長ごぼうの価格安
定とそれに伴う農家の経営安定に当施設
の貢献度は極めて高い

Ａ 農業経営の安定化を図る一助となる施設である

学校給食セン
ター

42 2 2 C x 1 0 その他
農産物加工施設設
置事業（学校給食セ
ンター）

学校給食等に地元
農産物を加工・供給
し、食育の必要性、
安全安心の消費拡
大を図り、地産地消
を推進する

H20-H21国債、防衛8条（民生安定）事業による
実施設計業務に着手した

A
老朽した施設の改善により安定した給食
が供給でき、食育、地産地消に向けた事
業が図られる。

A 必要性・有効性・効率性が極めて高い事業である。

農政水産課 42 2 3 b a 1 0 市民農園
農産物販路促進費
(市民農園設置事業)

市民の農業に対する
理解を深めるため、
農産物生産の場を提
供する。

期間4/13～11/16、所在/大字三沢字南山8番1
号。私有農地を有償で借り上げし無料で市民に
貸与。1区画約30㎡（9坪）で区画数85区画のう
ち83区画を貸付。貸付期間の前後に機械借上
げにより作業を委託し圃場整備を実施。

B

市民に対する農業への意識啓蒙の施策と
して重要であり、余暇のレクリエーションを
兼ねて楽しみながら土に触れることができ
るため、極めて有効であると言える。ただ
し、効率的な運営という点については改善
の余地が認められる。

Ｂ

市民ニーズが高い事業であり、コスト面の低額と
なっている。農地借り上げの問題があるが、可能で
あるならば市民ニーズに合った事業提供が望まし
いと考える
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農政水産課 42 3 0 A a 1 0
エコファーマーの推
進

エコファーマー認定
支援

安全・安心な農畜産
物を消費者に提供で
きるようエコファー
マーの資格取得を支
援する。

エコファーマー１件の認定を支援した。 B

農業と農作物の質の向上という点におい
て非常に有意義な取り組みであるもの
の、従来に比べ取組み意思のある農家の
掘り起しが徐々に困難になっていることか
ら、活動方法において更なる工夫が必要

B

目標値年５人が適当なのかが先ず問題だと思われ
る。三沢の農業は県内他市町村と比較し、生産
「量」での勝負だと思われることから目標値が他と
は割合として同じであれば達成は難しいと思われ
る。

農政水産課 42 3 0 A b 1 0
家畜排泄物の適切な
堆肥化の促進

畜産環境整備事業
市内畜産農家におけ
る堆肥化施設の整備

　家畜排せつ物の堆肥化については、市内畜産
農家において、家畜排せつ物法に則り、堆肥化
施設の整備を行い、適正な管理を実施してき
た。また市としても補助金の交付や、国・県から
の補助金獲得に努め、現在、市内畜産農家にお
ける堆肥化施設の整備は、ほぼ完了している。
　今後においては、市民からの悪臭等の苦情が
あった場合の早急な営農指導や、家畜の増頭
や新規畜産就農時における、堆肥化施設の整
備に対する助成等を実施する。

C

　畜産農家における堆肥化施設の整備に
ついては、ほぼ完了しているため、今後に
おいては、事業の見直しを図り、公害対策
として取り扱うことが望ましい。

B
家畜排泄物の適切な堆肥化促進のため、畜産農
家における堆肥化施設の整備は必要な施策であ
り、ほぼ完了していることは評価できる。

農政水産課 42 3 0 A C 1 0 バイオマスの利活用
バイオマスタウン構
想の策定及び同構
想の推進

バイオマスタウン構
想の策定及び、その
効率的な推進。

　バイオマスタウン構想を平成２１年３月に策定
し公表を行った。また、同構想の推進のため、農
業団体や商業団体等の地域住民を巻き込んだ
三沢市バイオマス利活用推進協議会を組織して
いる。今後においては、バイオマスタウン構想に
基づき、同協議会を中心にバイオマス資源の利
活用に努めていく。

B

　平成１９年度において、家畜排せつ物に
係る事業（バイオマス利活用交付金事業）
を実施していたため、農政水産課が中心
となって事業を進めてきたが、今後はバイ
オマスタウン構想が策定されたこともあ
り、産業政策課が中心となって、新たな雇
用の創出（起業や企業誘致）という観点で
実施したほうがいいと思われる。

Ａ

このバイオマス関連事業は地域に留まらず全国的
にも進めれれていかなくてはならない事業である。
また、市のバイオマス構想の目標が環境を考えるこ
とはもとより、関連企業の誘致等となっていることか
ら、自ずと各担当課の取り組みと連携がなされるこ
ととなる。

農政水産課 42 4 10 A c 6 0
土地改良施設の管
理及び更新

県営仏沼地区湛水
防除事業

仏沼地区排水ポンプ
の施設更新

県負担により、調査・計画の実施 A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適

B 0

農政水産課 42 4 11 A c 7 0
土地改良施設の管
理及び更新

県営北三沢地区農
地集積加速化基盤
整備事業

北三沢土地改良区
管内イカト地区にお
いて基盤整備を実施
する。

取組なし B 事業の効率性など進め方の改善が必要 B 0

農政水産課 42 4 2 A a 1 0 農道整備事業 農道整備事業
農道簡易舗装工事、
農道補修用砂利の
供給

富崎、高野沢地区農道簡易舗装工事（施工延
長Ｌ＝440m）の実施により、各農家が行ってい
た末端農道の維持作業の節減と農作物の荷傷
み防止が図られる。

A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適
当。

A 0

農政水産課 42 4 3 A c 1 0
土地改良施設の管
理及び更新

県営仏沼地区溜池
等整備事業

北三沢改良区で行っ
た用水路改修工事
の償還に対する償還
金の補助

償還金を補助することにより経営の健全化と農
家の負担軽減が図られる。

A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適
当。

A 0

農政水産課 42 4 4 A c 2 0
土地改良施設の管
理及び更新

県営相坂川左岸地
区灌漑排水事業

２市４町にまたがる
灌漑排水事業であ
り、土地改良施設の
更新を図るための負
担金。

安定した用水灌漑と管理費の軽減が図られる。
三沢市工区は完了済み。

A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適
当。

A 0

農政水産課 42 4 5 A c 3 0
土地改良施設の管
理及び更新

農地・農業用施設整
備事業費

稲生川土地改良区
の水路敷地等に草
花を植栽し、地域住
民と一体となって土
地改良施設機能の
有効活用を図る。

地域の用水として親しまれている稲生川土地改
良区の幹線用水路に地元住民が植栽を行うこと
により地域と一体となった維持管理がなされ、施
設の多面的機能が発揮される。南山町内会によ
り植栽（ドウダンツツジ、サツキ）

A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適
当。

A 0

農政水産課 42 4 6 A b 1 1
農村振興総合整備
事業

県営三沢地区農村
振興総合整備事業

農地の冠水被害防
止のための排水路
整備　農道、集落道
の整備のための負
担金

織笠地区、塩釜地区の畑からの雨水排水の農
地での滞留を防止することにより、農作物の根
腐れの防止、冠水被害の防止が図られる。ま
た、農道整備の実施により、荷傷み防止、大型
機械の通行が可能になり、作業効率の向上につ
ながる。

B 事業の効率性など進め方の改善が必要 B

県は用地補償の他全部、予算要求から工事完成ま
で実施するもので、それに対して負担金を納めて事
業が出来るということでこの制度は有効であり、市
職員数の軽減、特に技術系の職員が少なくても事
業が出来るのでこの県営事業は事業効果も含め必
要である。負担金の割に効果も大である。

農政水産課 42 4 7 A b 2 1
農村振興総合整備
事業

県営三沢地区農村
振興総合整備事業
費委託金（用地補
償）

県営事業の内、用地
補償について県より
委託を受け、市が代
行して実施

事業計画区域の用地買収を実施。 B 事業の効率性など進め方の改善が必要 B

県営事業として行われており、事業全体の内、地元
市町村に用地買収、補償契約業務が委託されるも
ので、全体の業務量からするとその一部だけが地
元市町村が業務を行うもので、地元地権者には基
本的に県職員より地元職員の方がスムースにこと
がはこぶ。なお、事務的にはその時時で調整、改善
は必要の場合があると思われる
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農政水産課 42 4 8 A c 4 0
土地改良施設の管
理及び更新

団体営相坂川左岸
地区灌漑排水事業

稲生川土地改良区
の水路敷地に遊歩
道花壇等を設け、土
地改良施設の機能
の有効活用を図るた
めの負担金。

遊歩道整備と併せて深谷町内付近を走る用水
路のフェンスを木柵に交換し、景観向上が図ら
れる。

A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適
当。

A 0

農政水産課 42 4 9 A c 5 0
土地改良施設の管
理及び更新

県営谷地頭地区ふる
さと農道緊急整備事
業

農道を整備し、農作
業の効率化を図るも
の。

事業概要書提出 A
目標達成に必要な施策への貢献度が高
く、現状どおりに事業を進めることが適
当。

A 0

農政水産課 42 4 9 B a 1 0 家畜防疫の実施
畜産環境費(家畜自
衛防疫事業委託料)

県及び市で家畜伝染
病の予防のため実
施する予防接種を獣
医に委託する。

　畜産農家が家畜伝染病予防のために実施す
る予防接種の徴収事務について獣医に委託す
る。
（予防接種の料金流れ　：　畜産農家→獣医→
市→青森県畜産協会）
（徴収事務委託料の流れ　：　青森県畜産協会
→市→獣医）

A

　家畜自衛防疫は、畜産農家が自主的に
実施するものであるため、徴収事務に市
が介入することにより、予防接種率の向上
が図られている。
　また、当該事業に参加・協力している獣
医師、畜産公社、農協、畜産農家との連
携が強化され、畜産経営の総合的な向上
につながっている。

A 0

農政水産課 42 5 0 A a 1 0
農業経営基盤強化
促進事業

農用地利用集積計
画の策定

利用権の設定などに
より、農地の有効利
用・集積を推進する。

農業委員会と協力しつつ、農家、とりわけ認定
農業者の農地利用権設定の事務を支援し、農
用地集積を促進した。

B
担い手農家への農地集積を確実に進める
うえで重要な施策である。

B 0

農政水産課 42 5 0 B b 1 0 肉用雌牛貸付事業
三沢市肉用雌牛（黒
毛和種）貸付事業

肉用雌牛を貸付ける
ことにより、農業経営
の安定及び肉用雌
牛の資質向上を図る
ものとする。

　市内畜産農家に対して、市有肉用雌牛を貸付
けることにより、農業経営の安定及び肉用雌牛
の資質向上を図っている。また平成２０年度から
新たに家畜導入事業基金を設置し、貸付牛１４
頭の新規導入及び貸付を実施した。

A

　当該事業は、市内肉牛農家からの要望
が強く、約１８年前には、市単独で約１，３
００万円を投じて優良な肉用雌牛を導入し
ている。しかしながら、混血等が進み、当
初導入した優良な血統が途絶えている状
況であるめ、旧事業を廃止し、平成２０年
度から２ヶ年の計画（事業費約１，５００万
円）で、新たに県の補助事業で導入する
予定である。この事業は県の補助率が約
１００％であるため、市の財政を圧迫せず
に畜産経営の強化が図られる。

A 0

農政水産課 42 5 0 B x 2 0 その他
畜産環境費(アカバ
ネ病予防対策事業費
補助金)

牛の流産・死産等の
異常産を起す病気を
予防するための経費
の一部を助成する。

　三沢市畜産総合農場では、放牧時の条件とし
て予防接種を義務付けており、予防接種経費の
一部を助成することにより、生産子牛の死産や
流産、足の奇形や大脳の欠損などの奇形、母牛
の出産時の事故を防ぎ、延いては三沢市畜産
総合農場への放牧頭数の安定が図られた。

B

　当該伝染病は、蚊が媒介するウイルス
性の病気であるため、放牧による感染が
懸念され、また発生時には甚大な被害が
予想されている。
　また当該予防接種料金は高額でもある
ことから、補助金交付による効果が大きく
なっている。

B 0

農政水産課 42 5 0 C a 2 0
環境教育牧場の推
進

畜産環境費(仏沼排
水機場維持管理事
業費補助金)

仏沼干拓地の環境を
維持するため、排水
機場運転にかかる経
費の一部を助成す
る。

　事業実施主体である北三沢土地改良区にお
いて、排水機場の管理を行い、仏沼地区の環境
の保全が図られている。

B

　仏沼排水機場のポンプが停止した場合
は、仏沼の土地が沼地化してしまうことか
ら、仏沼の保全のために必要不可欠であ
り、当該土地のほとんどは市有地であるこ
とから、補助金の交付は当然のことであ
る。

B

ほとんどが市有地である仏沼地区の環境保全のた
めの維持管理費への一部助成については、妥当な
ものであると思われるが、経費節減の観点から助
成（補助）金額及びその内容について、常に検証は
必要である。

農政水産課 42 5 0 C a 3 0
環境教育牧場の推
進

畜産環境費(仏沼放
牧場排水路管理委
託料)

仏沼放牧場の安定し
た地下水位を維持す
るために水路管理を
委託する。（Ｌ＝2,468
ｍ）

　市営牧場の仏沼牧区において、計画に基づ
き、ヨシ及び雑草の刈払作業や泥上げ、巡回を
実施し、排水路の維持管理を行い、仏沼放牧場
の適正な管理が図られた。

B

　当該事業は、仏沼地区の放牧場を維持
していくために必要な事業であるが、平成
２１年度からは、三沢市営牧場の指定管
理に含んだ形で、（財）三沢畜産公社に委
託することとなっている。このことから、当
該事業については平成２０年度で終了と
いう形となる。

Ｂ

　今後仏沼放牧場地区の排水路管理については、
市営牧場との一体的な委託管理（指定管理）によ
り、効率性の向上と経費節減が図られるよう努めら
れたい。

農政水産課 42 5 0 E a 1 1
水田農業再生プロ
ジェクト事業

水田農業再生プロ
ジェクト事業

遊休水田を活用し、
飼料米の試験的作
付けを行い、畜産振
興と水田の景観保全
に努める。

遊休水田解消と畜産飼料価格高騰に伴う代替
作物として、ふ系211号・青系158号・むつほまれ
をそれぞれ20a、べごごのみ10aの計70a、4品種
の多収品種を選抜し北部遊休水田へ飼料米の
試験栽培として実施。栽培普及のためには耐
冷、多収品種、販路確保、コスト問題などについ
て今後も検討が必要であるとの結果が得られた
ことから、試験の継続が必要であるとの結論に
至った。

B

湿田の遊休地化対策として全国的に注文
されている飼料米を、特に三沢市の北部
地区のヤマセ地帯で普及させ、農業者の
所得向上に寄与するため、大変重要な事
業ととらえる。

Ｂ
３ヵ年事業の初年度であり、課題を整理したうえで
次年度以降の事業を実施していただきたい。
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農政水産課 42 5 0 E b 1 0 飼料生産の促進
耕畜連携水田活用
対策

転作田を活用した粗
飼料生産や稲わらの
飼料利用を促進す
る。

安全・安心な畜産物の供給体制の構築や、自給
飼料に立脚した畜産経営の転換を推進するた
め、水田において、稲作経営と連携した飼料作
物の生産等を推進する取り組みを支援した。

A
　畜産農家と耕種農家の連携による遊休
水田の再生利用の推進に有効であるた
め。

Ｂ

成果指標として「構築連携水田活用事業」の補助金
をあげているが、２１年度以降６４０万円を上限と
し、定額となることから、活動成果の指標としては、
むしろ「集積面積」の方が適切であろうと思う。

農政水産課 42 5 2 D a 1 1
長いも高品質種いも
採種実践集団育成
事業

長いも高品質種いも
採種実践集団育成
事業費

長いも優良種子の増
殖体系の整備をす
る。

Ｈ19に確立した種子生産組合による優良種苗の
生産・供給体制について、採種ほの面積を１０ａ
から６０ａにまで拡大、引き続き「園試系６」の種
子増殖を行うとともに、弘前大金木農場等先進
地で研修するなど技術習得の向上を図った。

A

当市の長いも生産力強化において極めて
重要な取り組みであることから、有効性は
高いと考えられる。ただ、農協主体の取り
組みで組合員が中心となるため、全農家
が対象であるものの、ある程度までの種
子更新率で頭打ちになる点が課題であ
る。

Ｂ

地域複合農業の確立のため、畑作振興の基幹作
物である長いもの生産力強化を図る取組みの重要
性は理解するが、波及効果、効率性など進め方に
課題もあり、検討を要する。

農政水産課 42 5 4 B a 1 0
酪農ヘルパー導入事
業

畜産業費(酪農ヘル
パー導入助成事業
費補助金)

酪農経営及び生活
環境の向上を図るた
めの酪農ヘルパー
の活動運営に要する
経費を助成する。

　酪農経営は、乳価の低迷や飼料の高騰等によ
り、ますます厳しい状況になっており、また生き
物を扱っている事から無休の労働となるので、
酪農ヘルパーを導入し、酪農の搾乳及び飼養
管理作業を代行することにより酪農家の労働条
件の改善と経営の向上を図っている。

B

　酪農ヘルパーの導入により、酪農家の
労働条件等の改善が図られるだけでなく、
地域内の連絡体制の強化や、経営能力
の向上にもつながっており、酪農経営に
とって重要な事業となっている。

B 0

農政水産課 42 5 4 B x 1 0 その他
畜産業費(酪肉種育
成奨励対策事業費
補助金)

酪農、肉牛経営の体
質強化及び牛肉資
源の拡大を図る。

　酪農家が自家生産した乳用種雄子牛を概ね
１ヶ月まで育成し、また、酪農・肉牛農家が自家
生産した肉用子牛を概ね１０ヶ月齢まで育成す
ることにより、子牛の付加価値を高めるととも
に、酪農、肉牛経営の体質強化及び牛肉資源
の拡大を図っている。

B

　昨今における景気低迷による牛肉の消
費の冷え込みや、肥料や輸入飼料の高騰
により、畜産農家の経営は大変厳しい状
況にあり、当該事業によって、酪農や肉牛
経営の体質強化につながっている。

B 0

農政水産課 42 5 5 C a 1 0
環境教育牧場の推
進

環境教育牧場整備
事業

土地開発公社による
環境教育牧場の用
地先行所得分の用
地買戻し

平成１２年に締結した契約書に基づき、平成２０
年度分について、支払いを実施（２回）
　第１回目　１，２４０，４７５円＋５，７７１，５５２
円＝７，０１２，０２７円
　第２回目　１，２２４，８１５円＋５，７０１，５３５
円＝６，９２６，３５０円
　　　計　　　７，０１２，０２７円＋６，９２６，３５０
円＝１３，９３８，２７７円

C

　牧場部分の整備は終了し、用地買収に
ついても平成２１年度をもって終了する。
　このため、今後はビオトープ部分の整備
や土地開発公社からの土地の買取につ
いて、主務担当課である生活環境課にお
いて実施しなければならない。

B 支払い計画通りで普通である。

農政水産課 43 1 1 A a 1 1 担い手の育成・支援
水産振興費（三八漁
業士会負担金）

漁業士交流の場を設
け、漁業振興・漁業
後継者の育成指導
等の実施

漁業士会員相互の交流と漁業後継者の育成、
並びに漁村活性化のための研修会や講習会を
開催した。

A

現在の漁業は漁獲量の増加より、収益性
優先への転換を図ってきており、そのため
にはつくり育てる漁業を推進しながら、安
定的な漁業経営を図っていかなければな
らず、漁業士の育成の場として今後にお
いても必要となる事業である。

Ａ
漁業士の技術力の向上、経営改善は必要であり、
今後も継続して進めるべきである。

農政水産課 43 1 1 B a 1 0
漁業保証機関に対す
る出資事業

水産振興費（県漁業
信用基金協会出資
金）

漁業者の債務保証を
行う漁業保証機関に
対する出資

県漁業信用基金協会への出資により、中小漁
業者の信用力を補完し金融機関の代位返済を
円滑化するとともに、保証債務に積極的に取り
組んだ。

B

厳しい金融状況の中、超低金利の長期化
などにより効率的な資金運用が難しい中、
信用基金協会においては業務の効率的
運用等により経営の健全化を確保してい
るため、漁業者の融資制度の円滑化のた

Ｂ

「活動実績」の欄に「出資金額の増（基金協会）」の
出資総額をあげているが、漁業者の基金協会に対
する債務保証申請件数の実績を表記したほうが、
事業の必要性などが理解されると思う。

農政水産課 43 2 0 A b 1 1 漁場の整備
水産振興費（東部海
区沿岸漁業振興協
議会負担金）

沿岸水産資源の増
養殖事業の推進及
び魚礁の効果調査

沿岸資源の増養殖事業の推進と、人工礁造成
漁場の適正管理を図るため、百石沖の魚礁効
果調査を実施した。

A
魚礁の有効な利用のため、適正な管理・
調査を行う上でも必要な事業である。

Ａ

東部海区沿岸漁業振興協議会では、県が設置した
人工礁造成漁場の潜水調査などを実施し、漁場の
適正管理に努めており、今後とも継続して実施して
いくべき事業である。

農政水産課 43 2 3 A a 1 0
小型魚の保護・漁獲
規制

水産資源管理費（県
水産振興会負担金）

資源管理型漁業の
推進を図る

資源管理型漁業の推進、及び生産基盤の整備
のため「青森県水産要覧」や「青森県漁業の働
き」等の作成や県水産賞の表彰等を行った。

B
資源管理の観点からは、必要は大である
が漁獲高に直結するものではない。しか
し、今後においても必要な事業である。

Ｂ

資源管理型漁業の推進のため当事業は必要不可
欠であり、漁獲金額とは直結はしないが、継続的な
活動が市場の評価となり、将来の安定的な漁価の
形成へとつながるので、業業者へのより一層の意
識付けをおこなっていかなければならない。

農政水産課 43 2 3 B a 1 1 稚魚・稚貝の放流
水産資源管理費（県
さけ・ます増殖流通
振興会負担金）

増殖事業として、さけ
等の種卵の確保及
び稚魚の放流

海産親魚及び卵の確保に関する事業や稚魚の
放流事業、及びサケをＰＲする冊子や看板の作
成を行った。

B

放流事業を実施しても、さけが回帰すると
は限らず有効性や効率性は低いが、県内
沿岸市町村が全て賛助会員となっている
ため必要である。

Ｂ

サケについては、三沢市において４００トン以上の
漁獲があり、相応の負担をしなければならないと思
う。その他の魚種の放流についても、常に効率性、
費用対効果を見ながら事業を進めなければならな

農政水産課 43 3 0 A a 1 1 蓄養センターの設置
海中蓄養施設パイ
ロット事業

三沢市漁業協同組
合において漁港内に
海中蓄養施設を設置
し、ひらめの蓄養試
験を実施する

三沢市漁業協同組合において漁港内に海中蓄
養施設を設置し、１２月２日にヒラメ２０匹をいけ
すにいれ、生育等の試験飼育を実施した。

C

近年の魚価低迷で厳しい経営環境にある
漁業の振興につなげるためにも事業内容
を見直しし、試験を重ねながら実施してい
かなければならない。

C
安定供給体制づくりのためのパイロット事業であ
り、今後先進事例などを参考にしながら随時見直し
ていくべきである。
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農政水産課 43 3 0 B b 1 0
漁港・漁場の環境保
全

三沢漁港清掃活動
漁港内の清掃活動
の実施

４月から１０月にかけて、ボランティアによる漁港
内の清掃を３回実施した。

A
漁業者が日頃利用している漁港内を清掃
するという意識を高揚するためにも必要な
事業である。

Ｂ

日米合同による環境整備活動は他市にない事例で
あり、今後も継続して実施していくべきと思うが、三
沢市民や釣り人などに対し環境保全への協力等、
より一層の働きかけを行っていく必要がある。また
漁業者による漁場への不法投棄の防止などの働き
かけなども検討すべきである。（実施しているので
あれば、その実績を表記すべき）

農政水産課 43 3 1 C b 1 1 広域整備事業 広域漁港整備事業
外郭施設、浮体式桟
橋などの漁港整備

三沢漁港外郭施設（沖防波堤）30ｍ、係留施設
（-3ｍ岸壁）80ｍ、浮体式桟橋２基を整備。総事
業費に対する1/10負担。

A
外来船が増加することにより、販売額、市
場での取扱高が増加することとなり、今後
においても漁港の整備は必要である。

Ａ 三沢漁港の施設の拡充と機能強化が図られた。

農政水産課 43 3 2 C a 1 0 出荷体制の整備
製氷施設機能強化
事業

製氷施設の機能を強
化し、安定した氷の
提供

旧製氷機器の解体撤去、及び新規製氷機など
の取り付けのほか、船積タワーの増設を行い、
氷の増設を図った。平成２１年３月完成。

A
魚介類の鮮度保持、高値取引のため必要
な事業である

Ａ
イカ釣り時期など他漁港所属の漁船が増えており、
よりスピーディーに安定した供給体制が確保されて
いる。

農政水産課 43 4 0 B a 1 0
地産地消の推進と消
費拡大

水産振興費（みさわ
港まつり協賛会補助
金）

地場産品の販売
８月３１日に開催されたみさわ港まつりにおいて
は、県内漁協の特産物をはじめ、三沢のイカをＰ
Ｒ・販売し、好評を得た。

B

一過性のイベントでは、魚食普及や水産
業の理解を得られることは難しいが、これ
までの来場者の評判も良く、集客が図れ
るイベントであるため、必要である。

Ｂ

開催も２５回を数え、市内外に定着したイベントであ
り、その中での地産地消の推進と消費拡大のため
の地場産品の販売は、大変意義のあることである
が、魚離れが進む現在いろいろな海産物を広く市
民に提供し、親しんでいただくという観点も必要に
思う。三沢前沖の新鮮な水産物と各地の水産加工
品を提供する形など検討すべきと思う。

農政水産課 43 4 0 B b 1 1 ブランド化の推進
ホッキ貝宣伝販売事
業

量販店においてホッ
キ貝を販売し、販路
拡大を図る。

2月18日と3月25日、さくらの百貨店（八戸市）に
おいて、ホッキの試食・販売を行い、販路拡大を
図った。
3月15日、三沢漁港内においてホッキまつりを開
催し、宣伝販売事業を実施した。

B

ホッキの試食・販売による普及宣伝効果
はある程度見られるものの、ブランド化ま
では至っていない。今後、ブランド化を進
めるうえでは付加価値を付ける販売方法
や、料理方法等の宣伝・普及も必要となっ
てくることから事業内容の見直しを図る必
要がある。

Ｂ
ブランド化とは、差別化であり、何を持って他との差
別化を図るかが重要であると思う。今後とも消費者
の意見を参考に見直しを行っていくべきと思う。

産業政策課 44 1 1 A a 1 0
商業活性化誘客対
策

商工振興費（中心市
街地活性化誘客対
策事業費補助金）

１００円バスによる消
費者の更なる利便性
向上を図る。

100円バス運行に係る費用に対する補助金（商
工会経由）：利用者　63,117人（前年比　▲3,947
人）

B

市街地における高齢者等、交通弱者の足
として利用されている。
財政負担と路線の在り方は常に議論と
なっているところ。

B
市民の認知度が低いと思われる。バス・停留所とも
奇抜なカラーをほどこすなど、何らかの方法でこれ
まで以上に周知を図る必要があると思われる。

産業政策課 44 1 1 A b 1 0 経営支援事業
商工振興費（経営改
善普及強化対策事
業他）

商工会が行う、経営
指導職員による経営
改善活動や労務対
策事業への支援。

商工会による経営改善活動・労務対策・経営改
善普及活動強化対策事業・労務対策事業

A
商工業者の経営指導や相談業務を通し
小規模商業者の経営改善や意識改革を
行っている。

A

小規模商業者が個々に人材確保を図ることは、不
況と言う時節柄困難を極めると思われる、事業者と
しての意識改革を進めるため商工会に人員を配置
し経営指導・各種相談事業等を継続することが望ま

産業政策課 44 1 1 A c 1 0
商工指導団体助成
事業

商工振興費（商工会
商工振興事業費補
助金他）

商工会が行う調査や
共同事業支援等、各
種取り組みに対する
支援。

・誘客対策事業　・商工振興対策事業　・商店街
共同事業支援事業　・商業街区活性化推進事
業　・市制施行50周年事業

C

イベントは市民に喜ばれるが、商工振興
には効果が少なく、従事者の人件費や役
所、商工会、民間ともに本業がおろそかに
なるデメリットは大きい。また、いったん始
めると止めるのは難しく、年間のイベント
数は増加しすぎと思われ、全市的なイベン
トの見直しが絶対必要である。

C
商工振興の推進を考えるときイベント開催はイの一
番に出る案と思う、デメリットも大きいとの事から見
直しが必要との意見に賛成である。

観光推進課 45 1 0 B d 1 0 「観光大使」事業 「観光大使」事業
三沢市出身の有名
人を介した観光ＰＲ

三沢市出身の有名人名簿作成。 C
　地元出身の有名人が少ないうえ、他に
影響力を与える旬な有名人がいないこと
から、人選に検討が必要である。

0 0

観光推進課 45 1 0 D a 1 0
コンベンション誘致事
業

コンベンション誘致事
業

コンベンションの誘致
及び開催の促進

三沢市内の商店街の活性化や観光客の誘致を
図るため、市内で実施されるコンベンションに対
し、主管課を通じて三沢市観光パンフレット等を
無償で配布した。

A

各種コンベションを開催し、一度に多数の
観光客を迎えることは、当市への経済効
果をもたらし、観光ＰＲにもつながることか
ら、積極的に誘致する必要がある。

A
各種コンベンションが県内外、全国、国際的なもの
が開催されるように研究が必要。

観光推進課 45 1 1 A a 1 1 観光ＰＲ推進事業
観光費（観光ＰＲ推
進事業）

ホームページ、パン
フレット等の充実

既存の観光パンフレットを携行しやすいサイズ
に変更することにより、見やすく更に1部当たり
の単価も安価となった。

A
三沢市の観光関連情報を的確に発信でき
る。

A 0

観光推進課 45 1 1 B a 1 1
小川原湖広域観光
推進事業

観光費（小川原湖広
域観光協議会負担
金）

構成市町村による広
域的な観光宣伝と誘
客

誘客事業の一環として岩手県旅行業協会員を
招待し、小川原湖周辺(三沢市・東北町・六ヶ所
村)の観光地及び施設の紹介をした。　招待者・・
岩手県旅行業協会会員　２３人
  コース・・5/31～6/1 小川原湖周辺の観光地1
周及びアメリカンデーパレード見学、古牧温泉青
森屋にて交換会。　後日アンケート回収。

B

参加した旅行関係者がどのような評価を
し、今後どのように三沢市をＰＲしてくれる
のかがよく見えないところはあるが、アン
ケートの辛口な意見を真摯に受け止め改
善しながら、新しい事業展開を期待でき
る。

B
旅行関係者の評価、PRの方法を研究して観光宣
伝、誘客促進し一般の人にも広がるように計画。
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観光推進課 45 1 1 B b 1 1
十和田・エイトライン
観光推進事業

観光費（十和田エイト
ライン観光協議会負
担金）

構成市町村による広
域的な観光宣伝と誘
客、観光ルートの確
立

東北新幹線全線開通に向けた事業として、構成
市町村の魅力や観光モデルコースを積極的に
PRした。また、JRとタイアップして「駅からハイキ
ング」を実施するなど、宣伝及び集客事業を展
開した。

B

平成22年12月東北新幹線全線開通に向
けての観光ＰＲという点では、旅行雑誌等
への売り込みが単独で行うよりは広域で
取り上げてもらった方が、観光客にとって
は行動範囲が広がるのではないか。

C
誘客等実績効果が上がっていない様に思う。十和
田エイトライン観光協議会、小川原湖広域観光協
議会も見直しが必要と思う。

観光推進課 45 1 1 B c 1 0
各種キャンペーンへ
の参画

観光費（小川原湖広
域観光協議会負担
金外）（再掲）

加入団体主催の観
光・物産展への参加

小川原湖広域観光協議会、十和田エイトライン
観光協議会、新たなる青森の旅十和田湖広域
観光協議会 主催の観光展・物産展等へ参加し
PR活動を行った。

B
三沢ならでのというお土産品が少ないた
め物産展でもＰＲに欠ける。

B 0

観光推進課 45 1 1 B c 2 0
各種キャンペーンへ
の参画

観光費（青森県物産
協会負担金外）

加入団体主催の観
光・物産展への参加

青森県物産協会及び大規模観光キャンペーン
推進協議会等の事業の一環として観光展･物産
展等へ参加し積極的にPRした。
（観光振興対策協議会・北東北三県観光立県推
進協議会・県観光連盟・東北都市観光協議会・
きらきらみちのく号）

A

観光客の増加を目指すためには、三沢市
の魅力を伝えることが重要であり、あらゆ
る機会をとらえて、地道にＰＲすることが必
要なことから、今後も必須な事業である。

A 0

観光推進課 45 1 1 C a 1 0 観光商品の開発
観光費（小川原湖広
域観光協議会負担
金外）（再掲）

広域観光資源をルー
トに組み込んだ旅行
商品の開発

広域的な協議会によりツアー商品の造成を目的
として、小川原湖広域観光協議会では、岩手県
の観光事業者を招待し、小川原湖周辺の各市
町村の観光施設を紹介し、今後の活動に役立て
るため専門的な視点での意見を求めた。

A

　小川原湖周辺の市町村が一致協力し、
それぞれの観光資源を活かした観光商品
を開発することにより、観光客の増加が見
込まれることから、継続すべき事業であ
る。

A 0

観光推進課 45 2 0 A c 1 0 観光案内所の充実 観光案内所の充実
既存施設への観光
ガイド等の設置

三沢市観光協会が市街地より遠いところに立地
しているため、市役所ロビーに観光インフォメー
ションを設置し、施設パンフレットなどを配置し
た。また、空と陸の玄関口であるJR三沢駅と三
沢空港にパンフレットケースを設置し、観光客へ
のサービスに努めた。

A
目で見る情報としては即効性がある。
設置場所も、駅や空港等の三沢市の玄関
口であることから効率的である。

A 0

観光推進課 45 2 0 B b 1 0 歓迎看板の整備
観光費（観光案内版
の設置）

三沢駅自由通路に
観光看板を設置

改札口から抜けて正面に『異国情緒あふれるま
ち　三沢市へようこそ!!』の歓迎看板を設置した。

A
定期的に観光案内板を更新し、歓迎の心
をアピールする必要がある。

B

三沢駅全体を広告媒体として考える必要がある。そ
のためにはJR、観光協会、市(観光推進課、都市整
備課)や旅館組合等の関係機関、団体がPRの実施
主体や活用方法(土産売り場コーナーの設置や壁
面の活用)等について幅広く検討し、活気ある駅を
目指していくべきである。

観光推進課 45 2 1 B a 1 0 案内看板の整備
観光施設整備事業
（観光案内版の設
置）

三沢市の玄関口であ
るＪＲ三沢駅の東西
口に設置

JR三沢駅の西口・東口に市内の公共施設、観
光スポット等を表示した案内板を設置した。

A
定期的に観光案内板を更新し、歓迎の心
をアピールする必要がある。

B

三沢駅全体を広告媒体として考える必要がある。そ
のためにはJR、観光協会、市(観光推進課、都市整
備課)や旅館組合等の関係機関、団体がPRの実施
主体や活用方法(土産売り場コーナーの設置や壁
面の活用)等について幅広く検討し、活気ある駅を
目指していくべきである。

観光推進課 45 3 0 A a 1 0 観光資源の発掘
観光資源の発見・発
掘

冬期限定「三沢ほっ
き丼」や既存施設の
PRに加え新たな三
沢市を発見する。

県の観光関連部署と協議し「みさわほっき丼」を
昼に食してもらうコースを設定していただき、関
東方面のエージェントを招待。
冬期間限定の冬の味覚を楽しんでいただきなが
ら、寺山修司記念館や航空科学館なども案内し
た。

A
観光客の増加を図るために、必須な事業
である。

B
機動性のある広域会議又は観光協会等が総合的
にけん引役としての役割が大きい。

観光推進課 45 3 0 A c 3 0
観光施設管理運営
事業

先人記念館管理費
（指定管理料）

先人記念館の指定
管理費（斗南藩記念
観光村と一括計上）

１９年度と入込を比較すると１，８９０人減となっ
ている。１９年度は「昭和レトロ展」が人気を博し
たことから、来館者の興味を引くような企画展を
開催することが入込み数を左右するものと考え
られる。（H20年度先人内訳17,871千円／斗南
藩記念観光村指定管理料）

A

　学術的な施設であるので、大幅な入込
数の増は見込めないものの、後世に伝え
ていかなければならない、貴重な学術的・
文化的施設であるので、今後は来館者の
ニーズをよく把握し、入込数増に向け努め
なければならない。

B
指定管理者が実施した管理状況や提案された自主
事業等に対する評価で実施する必要がある。

観光推進課 45 3 0 A d 1 1 モニター推進事業
モニターツアー等の
実施

首都圏等から旅行関
係者を対象に実施
し、本市に対する意
見などを今後の事業
に役立てる。

取組なし A

　三沢市を首都圏の方に理解していただく
ためには、非常に良いアイデアであると思
われる。しかし、即効性がないため、継続
して行っていく事が必要であると考える。

B
旅行業者へのPRに加え、インターネットや旅行雑誌
への掲載を検討する余地が在る。

観光推進課 45 3 0 C a 1 0 物産販売促進事業 物産販売促進事業
各種物産展への参
加及び開催

県産業振興協会・古牧温泉青森屋等の物産展
への参加や道の駅みさわでの各イベントでの産
直品等の販売を実施。

A

　地産地消の観点からまた、地場産業育
成の観点から、さらに市固有の特産品等
の全国に対するピーアールの面でぜひと
も必要であると考える。

B

物販は農産物が主流であり、水産物や土産品等他
産業の物品も参入できるシステムづくりや観光客が
市街地で買い物ができる場所(市場)の設置が必要
である。また物産展への参加は一時的には効果が
期待できるものの継続性(場所、回数等)を重要視
すべき指標と考える。
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観光推進課 45 3 0 C b 1 0 特産品の開発 特産品の開発
地域資源を活用した
特産品の開発・販売

地域の資源を活かした特産品の開発。平成１９
年度から継続している「ごぼうチップス」の商品
化を実現した。

A

　三沢市をピーアールするという点で非常
に有効である。さらに、食品偽造等が社会
問題となっている今日、三沢市の特産品
を使用した商品というコンセプトは、食の
安全・安心という観点から、消費者に間違
いなく受け入れられるものであると判断す
る。

C

地域資源を使った特産品開発は理解するが、原材
料及び加工品において「三沢産」と明記できている
ものが少ない現状を認識する必要があるのでない
か。食の安全性は必須条件である。

観光推進課 45 3 0 D a 1 0 観光バスの運行事業
観光費（観光客誘致
対策事業費補助金）

市内観光に不可欠な
二次交通の確保を図
る(観光バス)

平成２０年４月～１０月までの６２日間運行。
１，６０８人利用　【昨年度比２３６人増】

C

　毎年これだけの赤字である。市はもとよ
り、請負者である観光協会にあっても、赤
字解消に本腰を入れるべき時期に来てい
ると判断する。
また、十和田観光電鉄についても同じ。
各事業者について、それぞれが赤字解消
のため、バス本体に有料広告の掲載等も
今後は考えていくべきであると判断する。

C
バス事業者だけでなく、観光協会、旅館組合等関
係団体による連携の下、抜本的に見直すべきであ
る。。

観光推進課 45 3 0 D b 1 1
二次交通協議会の
設立

三沢市の観光におけ
る二次交通研究協議
会

市内に点在する観光
施設等を結ぶ交通手
段として観光関連団
体等にて
協議会設立

各観光関係分野の問題点と対策を挙げてもらい
二次交通とのかかわりを検証した。また現在運
行している「みさわ観光バス」についても実際に
ルートを走ってみて検証し改善点と今後の運用
方法を協議した。

C

　観光バスのあり方を含め、観光二次交
通についての協議会であるが、観光客の
利便性を高めることを考えるうえで、非常
に有効であると思うが、二次交通関係者
の協議会であることから、本来の意味で
観光客の必要とする二次交通が話し合わ
れているか、はなはだ疑問。二次交通の
充実を図る前に、従業員の観光客に対す
る接客の充実（三沢市の観光に対する知
識の拡充）を図ることが先という気がす
る。しかしながら、観光客の方の観光施設
間の移動手段を充実させることは、観光
客に満足していただくという点において非
常に有効であると判断する。

C
協議会本来の原点に立ち返ってスピード感がある
協議会とすべきものである。

観光推進課 45 3 2 A c 1 0
観光施設管理運営
事業

斗南藩記念観光村
管理費（指定管理
料）

道の駅みさわ斗南藩
記念観光村の指定
管理費

指定管理者による定期的な自主事業の実施に
より、入込み数は昨年度より６６，６５４人増と
なっている。

A

　冬季間のイベントが限られる当市におい
て、冬季間のイベントは必要なものであ
る。したがって、今後もより充実したイベン
トとなるよう常に検討が必要である。

B
指定管理者が実施した管理状況や提案された自主
事業等に対する評価で実施する必要がある。

観光推進課 45 3 3 A c 2 0
観光施設管理運営
事業

小川原湖畔施設管
理費（指定管理料）

小川原湖畔の指定
管理費

自主事業として「ビーチバレー」を実施したが、
シーズン中は天候に恵まれず入込み数の伸び
は見られなかった。また、オートキャンプ場では
新企画として「親子デイキャンプ体験」を実施し、
２０家族７２人が参加しキャンプのノウハウを学

A

　天候に左右される観光資源であるので、
人出の数は非常に影響される。しかし、人
出が少なくとも、おいでになった利用者に
は、安全と安心をもって楽しんでいただけ
るように今後も努力していかなければなら

B
指定管理者が実施した管理状況や提案された自主
事業等に対する評価で実施する必要がある。

観光推進課 45 3 4 A b 1 0
三沢市観光関係団
体等への補助事業

観光振興費（三沢市
観光協会補助金）

観光協会が実施する
事業に対する補助

.中央公園桜ライトアップ事業
・小川原湖水まつり
・観光センタ（レークピア）運営事業

A

　各イベントとも、市民あるいは観光客に
定着してい入る。そのため、毎年各イベン
トを楽しみにしている市民・近隣住民の
ニーズを考えれば、今後においても継続し
ていかなければならないと判断する。ま
た、事業の効率性を今以上高め、イベント
という特殊性を考慮し、天候に左右されな
い事業も検討するべき時に来ていると思
う。したがって、今後さらなる発展のため、
イベント内容の充実に努める。

B
観光協会自信独立性の高い団体であり、自主的な
経営と事業の開発・充実に努める努力が必要であ
る。

観光推進課 45 3 4 D c 1 0
冬季観光シャトルバ
スの充実

観光振興費（二大湖
めぐりシャトルバス負
担金）

小川原湖と十和田湖
を活用した新しい観
光ルートの開発

　二大湖めぐりシャトルバスに関する担当者会
議を４回実施。乗車率が低いことからより効率的
な運行計画の見直しを検討。

C 事業廃止 C

新幹線の青森延伸を控え、青森方面からの観光客
の呼び込みも考慮し、三沢独自のルートを研究す
る時期にある。また、小川原湖はこれまでレジャー・
スポーツが優先されており、通年観光地としての位
置付けも検討すべき事項である。

土木課 51 1 0 A a 1 0
上北横断道路の整
備

上北横断道路整備
事業要望

地方主要都市間を結
ぶ上北横断道路の
整備促進を国に要望
する

県に対して三沢市の重点要望事項として要望を
行った。

A
一部事業着手しているが、残る区間の整
備着手に向け、今後も要望を続ける必要
がある。

Ａ
みちのく道路と第２みちのく道路を結びつける区間
であり、現在も建設中であることから重要性は高い
と考える。

土木課 51 1 0 A b 1 0
一般国道３３８号の
整備

一般国道３３８号整
備事業要望

車道及び歩道の拡
幅整備、並びに架橋
整備を県に対して要
望する

エネルギーの道国道３３８号整備促進期成会幹
事会、総会、要望活動を行った。

A

財源確保の厳しい中、着実に事業は進捗
している。今後も県、国に要望活動を行う
必要がある。特に三沢市は重点要望に掲
げている高瀬川第２橋梁に替る橋梁の新
設につなげたい。

Ａ

国道３３８号線は車両の通行量が多く、沿線住民に
とっても、歩道拡幅整備等は早期に必要であり、ま
た高瀬川架橋は現在、大型自動車同士のすれ違
いも危なく、したがって架橋整備も重要課題と考え
る。
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土木課 51 1 0 A c 1 0
仮称千代田・松原線
の整備促進

仮称千代田・松原線
整備事業要望

県道三沢七戸線と県
道三沢十和田線を接
続する路線を県に対
して要望する

県に対して三沢市の最重点要望事項として要望
を行った。

A

現在整備中の中央町金矢線に接続し三
沢市南部及びおいらせ町北部地区を東西
に連絡する幹線道路となるもので、今後も
事業着手に向け要望を続ける必要がある

Ａ
駅周辺の混雑緩和、駅から新病院へのアクセスお
よび三沢市における環状線道路としての位置付も
あり重要な事業と考える。

政策調整課 51 1 0 C a 2 0
航空輸送サービスの
改善

三沢飛行場第二滑
走路建設事業要望

民間航空機優先の
三沢飛行場第二滑
走路建設についての
要望活動等

青森県及び防衛省に対し、三沢空港の安定運
用を図るための整備として、民間機優先の第２
滑走路の建設について、要望活動を実施。
※第２滑走路建設に係る調査費（防衛省）計
上。
　平成１４年度～平成２１年度

B

着工決定には至らなかったが県からは今
後も継続して国に働きかけるとの回答が
あった。国においては平成１４年より調査
費を計上するなど本事業に対しての取組
みを行っているとのことであるので、市とし
ても継続して要望する必要がある。

Ｃ
活動は継続して行くべきだが、着工決定に向けて
の理由付けが乏しいように思われる。

政策調整課 51 1 0 D a 1 0
二次交通の調査・研
究

三沢市地域公共交
通会議事業

地域の総合的な交
通体系について検討
等

三沢市の望ましい公共交通体系の構築に向け、
平成２０年１０月、市民団体をはじめとする委員
１４名で三沢市地域公共交通会議を設置し、検
討を重ねた。また、基礎資料とするため、市民
２，０００人を対象としたアンケート調査を実施。
※アンケート回収数７３５通（男３４１、女３７４、
無回答２０）

A

平成２１年度の計画策定に先立ち、バスを
中心とする市内公共交通に関する市民２
０００人を対象としたアンケート調査を実施
し、７３５件の回答が得られた。この調査
結果をもとに平成２１年度にはヒアリング
調査等より詳しい調査を実施することと
し、計画を策定する。

A
市内全域における利便性の高い交通体系の構築
が急がれる。

政策調整課 51 1 1 B a 1 0
鉄道輸送サービスの
改善

青い森鉄道株式会
社出資金

青い森鉄道株式会
社への出資を通じた
地域住民の交通手
段の確保

２０１０年度の並行在来線青森延伸に向けた第
３セクター・青い森鉄道株式会社の増資につい
て、青森県や三沢市を含む沿線１１市町が出資
を行った。
今後は、車両の購入をはじめとした設備増資を
行い、開業に備えることとしている。
この事業を行うことにより、地域交通ネットワーク
の充実が図られ、地域の足の維持が図られるも

B

青い森鉄道青森駅延伸に向けて、平成２
０年度は例年より７人多い９名の職員を採
用し、各種設備を整備するなど、安全で円
滑な運行に向けて準備を進めている。

Ａ
地域住民の交通手段を確保するためには、沿線自
治体の協力が不可欠である。

政策調整課 51 1 1 B a 2 0
鉄道輸送サービスの
改善

交通拠点整備費（十
和田観光電鉄株式
会社活性化協議会
負担金）

十和田観光電鉄株
式会社活性化協議
会を通じた鉄道近代
化に係る支援

十和田観光鉄道活性化協議会を通じ、事業者
に対する一部整備費支援を行った。（緊急保全
整備事業；１、側溝の新設４，７８５ｍ　２、駅構
内通路及びホームの改良（５駅）　３、噴泥箇所
の硬質構造化３８７ｍ　４、電車線、吊架線の強
化）

A

国の方針に従い、施設及び設備の整備・
改修をすることで安全な運行をすることが
できている。公共交通としての鉄路の維持
存続のため、今後も計画的に支援していく
必要がある。

Ａ
安全な公共交通の維持存続のため、国の方針に
従って実施すべきである。

政策調整課 51 1 1 B b 1 0
鉄道利用促進活動
の推進

交通拠点整備費(十
和田観光電鉄株式
会社活性化協議会
負担金）（再掲）

十和田観光電鉄株
式会社活性化協議
会を通じた各種利用
促進活動

十和田観光鉄道の利用者の増加を図るため、
十和田観光鉄道活性化協議会を通じ、各種利
用促進事業（活動）を実施。
○イベントの実施　かぶと虫電車、お花見電車
○ＰＲ活動　パンフレット配布（三沢市・十和田市
の高等学校）

B

協議会において実施するイベント列車に
より利用者の増加が図られたことに加え
て、鉄道のPRにより、利用者の増加への
効果が図られた。十和田観光鉄道活性化
協議会負担金は全額施設及び設備の整
備、改修に充てられており、利用促進活動
事業費に対しての市からの支出は無いた
め効率的な活動である。

Ｃ

現時点での事業の必要性は認めるが、今後の少子
化等により、更なる利用者の減少が予想される。鉄
道事業の費用対効果の面からも、将来的に別な交
通手段も検討すべきである。

政策調整課 51 1 1 C a 1 0
航空輸送サービスの
改善

交通拠点整備費（三
沢空港振興会負担
金外）

三沢空港振興会及
び三沢空港利用促
進期成会を通じた要
望活動等

三沢空港の維持・拡大を図るべく、三沢空港振
興会及び三沢空港利用促進期成会を通じ、青
森県及び日本航空㈱へ要望活動を実施。利用
者ニーズを把握するため空港でアンケートを実
施。
※青森県・・・重点事業要望　　日本航空㈱・・・
札幌便の復便、東京便４便体制の復活（５月要
望）　　札幌便の復便、東京便４便体制の復活、
利便性の高いダイヤの編成（１２月要望）

B

経済情勢の悪化や東北地方での地震の
影響により利用率が停滞していることから
増便や復便には至らなかった。今後も署
名活動や空港内でのアンケート調査をす
るなど工夫して要望活動をするなど適宜
検討して実施する必要がある。

Ｂ
ＪＡＬも経営的に苦しいことから、その外の航空会社
も選択肢に入れるべきである。

政策調整課 51 1 1 C b 1 1
航空利用促進活動
の推進

交通拠点整備費（三
沢空港振興会負担
金外）（再掲）

三沢空港振興会及
び三沢空港利用促
進期成会を通じた各
種活動や地域活性
化を促す取組支援

三沢空港の維持・拡大を図るべく、三沢空港振
興会及び三沢空港利用促進期成会を通じ、利
用促進等対策事業を展開。
・札幌チャーター便就航事業（三沢⇔札幌利用
者合計７２名）
・三沢空港フォーラム（参加者約２３０名）

A

三沢空港発着便利用者が年々減少してい
ることから、前々年利用者数と前年利用
者数を比較して減少した人数の半分を目
標値として事業を実施したが目標値には
届かなかった。しかしながら、利用者の増
加に対して確実に効果をもたらしているの
で、間接的に需要を喚起するための
フォーラム等を実施しながら今後も利用促
進活動に取組む必要がある。

Ａ
地方空港の存続が危ぶまれており、それを踏まえ
て利用促進を強力に行うべきである。

政策調整課 51 2 0 A a 1 0
住民・事業者とのコ
ミュニケーション活動

三沢市地域公共交
通会議事業

地域の総合的な交
通体系についての検
討等

取組なし B

アンケート調査を実施をすることで、市民
の移動手段の実態を把握することができ
た。今後は地域の実情に合わせてモビリ
ティマネジメントが出来るよう、計画策定に
取組んでいく。

Ｂ
地域の実情を適確に把握し、計画策定に取り組ん
でいただきい。
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政策調整課 51 2 0 A b 1 0
交通整備・運用改善
活動

三沢市地域公共交
通会議事業（再掲）

地域の総合的な交
通体系について検討
等

三沢市の望ましい公共交通体系の構築に向け、
平成２０年１０月、市民団体をはじめとする委員
１４名で三沢市地域公共交通会議を設置し、検
討を重ねた。また、基礎資料とするため、市民
２，０００人を対象としたアンケート調査を実施。
※アンケート回収数７３５通（男３４１、女３７４、
無回答２０）

A

アンケート調査を実施することで、市民の
移動手段の実態を把握することができた。
今後は住民や事業者が路線バスを中心と
した公共交通が積極的に利用されるため
の検討を含めて計画策定に取組んでい
く。

Ａ 実行性のある計画策定を行うべきである。

産業政策課 51 2 0 B b 1 0
コミュニティバス運行
補助事業

市街地循環１００円
バス運行補助事業

商工会を事業主体と
する、市街地循環１０
０円バスの運行事業
を補助し支援する。

年間の運行経費不足分の補助（年間経費
11,047,492-運行収入6,706,400≒補助金
4,341,000）

B
毎年町内会要望で、運行経路の拡大を要
望されており、運行経路の拡大が期待さ
れている。

B
市民の認知度が低いと思われる、バス・停留所とも
奇抜なカラーをほどこし周知を図っては。

政策調整課 51 2 0 B c 1 0
新たな交通手段の検
討

三沢市地域公共交
通会議事業（再掲）

地域の総合的な交
通体系について検討
等

三沢市の望ましい公共交通体系の構築に向け、
平成２０年１０月、市民団体をはじめとする委員
１４名で三沢市地域公共交通会議を設置し、検
討を重ねた。また、基礎資料とするため、市民
２，０００人を対象としたアンケート調査を実施。
※アンケート回収数７３５通（男３４１、女３７４、
無回答２０）

A

アンケート調査を実施することで、市民の
移動手段の実態や問題点を把握すること
ができた。今後は住民や事業者が路線バ
スを中心とした公共交通が積極的に利用
されるための検討を含めて計画策定に取
組んでいく。

A
市内全域における利便性の高い交通体系の構築
が急がれる。

生活環境課 51 2 1 B a 1 0
生活路線バス運行補
助事業

地域交通対策費（生
活交通路線維持費
補助金外）

生活交通路線維持
費補助金3路線・域
内生活交通路線維
持費補助金3路線

広域的な幹線の運行経費に対する国、県及び
沿線市町村と協調して支援する。

A

バス路線は、他に移動手段を持たない高
校生・高齢者にとって、通学・通院等に必
要不可欠な公共交通手段であるから運行
を維持していく必要ある。しかし、年々利
用者が減少しており補助金も増加してい
ることから、効率的な運行と利用促進を
図っていき、今後も継続していく事業であ
る。

Ｂ
今後、部分的な路線について、指定管理者と同様
な手法で、広く事業者を募る方法の採用を検討して
もよいのではないかと思う。

アメリカ村推
進課

52 1 0 B a 1 0
中央町地区都市再
生土地区画整理事
業

中央町地区都市再
生土地区画整理事
業

中心市街地活性化を
目的に、中央町地区
における土地の集約
及び再編を区画整理
手法を用いて行い、
賑わいのある個性豊
かな商店街の基盤
整備を図る。

建物移転補償契約16棟中15棟を契約し、老朽
化した建物の取り壊しを推し進めるとともに、歩
道の拡幅工事を前年度に引き続き実施した。拡
幅歩道L＝381ｍに電線共同溝及び融雪本管の
設置工事を進捗させ、H21年度の完成に向けて
目に見える形で都市景観に配慮した街づくりを
進めた。（内繰越額　184,000千円）

B

中心市街地の活性化を目的に、商店街の
基盤整備は順調に進んできたものの、賑
わいのある商店街再生の気運は薄く、今
後のソフト事業の展開や、商店主たちの
発憤興起も必要とされる。また、隣接して
いる米軍引き込み線を活用した誘客事業
の展開も望まれる。

B

当該事業においては、ハード事業面のみの評価は
困難であると思われる。ソフト事業の成功によって
は、良い評価にもなるし、集客できなければ悪い評
価となる。現段階では判断できない。

中心市街地活
性化推進室

52 1 0 B x 1 0 その他
市立三沢病院移転
跡地利用検討事業

市立三沢病院移転
跡地利用検討委員
会開催による跡地利
用の検討

市立三沢病院移転跡地利用検討委員会におけ
る跡地利用検討に際し、専門家を招いて委員に
よる市民参加型の検討に関する指導をいただく
とともに、現市立三沢病院利用者の消費行動調
査業務を同専門家に委託し調査成果を検討委
員会の提言に反映させた。

A
病院跡地利用の最終提言を踏まえH21は
引き続き選定委員会を設置し利用者を決
定することが必要な事業である。

A

病院跡地利用を図ることは、中心市街地活性化の
ための方策として、必要不可欠でその影響も大変
大きいため、潜在的需要も含め、いろいろな角度か
ら検討する必要がある。H２１年度においては、コン
ペ方式での公募をすることとなっているが、これま
での議論を踏まえ選定するならば、ベターな結論が
得られるものと思われる。

都市整備課 52 1 0 C x 1 0 その他
堀口地区雨水排水
施設整備事業

実施設計 実施設計及び調査の完了 A
当該地区における雨水配水施設の整備
により、降雨災害の予防や生活環境の向
上に資する。

Ａ
市立三沢病院の移転により、当該地区の雨水排水
量の増加が見込まれることから、降雨災害の予防
のため計画的な事業実施が望まれる。

都市整備課 52 1 0 D b 1 0 都市景観との調和
屋外広告物等許可
事務

屋外広告物法等に
基づき、屋外広告物
について規制を行
い、良好な景観形成
を図る。屋外広告物
の審査、許可事務。

　屋外広告物法等に基づき、屋外広告物につい
て規制を行い、良好な景観形成を図った。
許可件数　５１件

A
屋外広告物法に基づく事務であり、三沢
市の良好な景観づくりに有効である。

Ａ
平成１４年度から権限委譲により市の事務として
行っているが、権限委譲前の平成１３年度以前の
広告物に対する規制が課題になる。

建築住宅課 52 1 0 E b 1 1 宅地開発の促進
南ニュータウン整備
事業

全区画数１４０区画
総面積約７．２ヘク
タール

造成工事、設計業務委託等（※土地開発公社） A

　H21年度中には造成工事も完了し、分譲
を開始する予定である。
　分譲することにより、政策及び施策への
貢献度も高く、また市税の増収や、建築業
等への工事発注の増加など更なる経済波
及をもたらすことが見込めるので、大変有
益な事業である。

A

９月１５日に販売受付開始であり、坪単価６万円で
売れていくのか不明ではあるが、少しずつでも住宅
が増加することは三沢市から転出しない固定の住
民を確保することになる。税収の確保をはじめ、市
内経済への効果においても有益であるものと思わ
れる。

都市整備課 52 1 1 D a 1 0 景観形成の啓発 景観形成対策費

景観に影響を及ぼさ
ないようにするため、
一定規模を超える建
築物等について、届
出の受付及び検討
し、県に進達する。

青森県景観条例における大規模行為基準に基
づき、景観に影響を及ぼさないようにすえうため
に、一定の規模以上を超える建築物、工作物等
の新築等の行為について、市が県への申請窓
口となり、受付及び諸調査を行った。届出件数
６件

A
県条例に基づく事務であり、三沢市の秩
序ある街づくりに資するものである。

Ａ 無届物件の現況調査をさらに充実させる。
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都市整備課 52 1 10 C a 5 0
安全な公園環境の整
備

市内公園時計設置
事業

公園利用者の利便
性を図るため、市内
公園に時計を設置す
る。

市内公園に時計を設置し、利用者の利便性の
向上を図った。公園３１箇所にポール時計を設
置。

A
公園利用者の利便性及び防犯にも大きく
貢献する事業である。

A 事業内容が達成されている。

都市整備課 52 1 11 C a 6 0
安全な公園環境の整
備

公園整備用機器

安全で利用しやすい
公園環境を整備する
ため、公園整備用作
業車等を購入する。

　安全で利用しやすい公園環境を整備するた
め、公園整備用作業車等を購入した。
公園整備用作業車　１台、乗用芝刈機　１台、樹
木破砕機　１台

A
公園利用者の快適性を確保し、また事業
系ごみとして処分してきた剪定後の枝等を
有効利用するものである。

Ａ
平成２０年度で事業が完了しており、導入した機器
を有効に活用している。

都市整備課 52 1 2 A b 1 1
都市計画道路の見
直し

都市計画総務費（都
市計画道路見直し業
務委託）

道路見直し検討、路
線評価カルテ作成、
道路調書作成等

都市計画道路調書、評価カルテ、見直し道路の
抽出

A
都市計画法による都市計画道路を、社会
情勢等を勘案し見直すことは必須である。

A 事業内容が達成されている。

都市整備課 52 1 4 C a 1 0
安全な公園環境の整
備

公園整備事業
中央公園整備工事、
遊具修繕

駐車場工事(中央公園市民プール跡地）　排水
設備工事（織笠農村公園便所）　遊具修繕

A
不要施設用地の有効活用を実施すること
により、図書館利用者等の利便性が大幅
に向上した。

A 事業内容が達成されている。

都市整備課 52 1 6 D c 1 0 緑豊かな環境整備 街路樹整備事業 植栽工事
市道６６号線の街路樹（ナナカマド）１7本を植
栽。

A
無機質な道路に街路樹を整備し、良好な
景観を確保する必要がある。
また、CO2削減にも資する。

Ａ
街路樹は都市景観の一部であり枯死した街路樹は
早期に植栽工事が必要。

都市整備課 52 1 8 C a 2 0
安全な公園環境の整
備

（仮称）三沢駅東口
多目的広場整備事
業

工事
イベント広場、オープンスペースの整備を実施
し、事業を完了する。

A

駐車場やイベント広場を始めとした広場の
整備により、駅利用者の利便性が大きく
改善された。また、住民等の福祉向上に
資することも達成された。

A 事業内容が達成されている。

都市整備課 52 1 9 C a 3 0
安全な公園環境の整
備

三沢飛行場周辺整
備統合事業

実施設計
実施設計（公園及び道路） 用地買収及び補償
（道路）：用地A≒12,400㎡、補償12件 道路工
事：中鶴間木ノ下線L=560m（歩道一部改良）

A
防災拠点や避難所として災害時には勿
論、日常においても多くの市民の福祉向
上に役立つ。

A 早期完成を望む。

下水道課 52 2 0 A a 1 0
南部地区農業集落
排水事業（鹿中・三
川目）

三沢市農業集落排
水事業（建設事業
費）

鹿中・三川目地区農
業集落排水の整備

　平成20年度に三沢南部地区が国庫補助事業
に採択され、平成20年度から平成24年度までの
期間で実施することになった。平成20年度は、
基本設計、管路の実施設計、管路工事（平成21
年度に繰越）を実施した。

A

　三沢市総合振興計画策定時のアンケー
ト調査結果分析においても下水道事業は
重要度・満足度とも高い項目となってお
り、整備地区の２集落から91．5%の賛成も
得られていることを考慮しても整備は必要
であり、目標達成のためにも効率的にこ
のまま事業を進めるべきであると考える。

Ａ
農業用水と農村の生活環境の保全を図る事業であ
り、また、市民の要望も高い事業であることから、今
後も計画的に事業を進めるべき。

下水道課 52 2 0 A b 1 0
農業集落排水の利
用促進活動

三沢市農業集落排
水事業（汚水処理
費）

農業集落排水を施工
した地区の利用促進
活動

排水設備設置等資金貸付金利子補給金　８２件
３１９，１２５円
排水設備設置等資金融資あっせん契約件数　３
０件　／　農業集落排水普及促進に係る戸別訪
問　２６７戸

A

　農村生活環境の改善、農業用用排水の
水質保全のために必要であるが施設整備
しても利用しなけれな事業の目的が達成
できないことから継続するべきであると考
える。

Ａ
西部、東部地区は整備も終わり供用を開始してい
ることから、今後は、融資制度、戸別訪問をさらに
充実、強化し加入促進を図る必要がある。

土木課 52 3 0 A b 1 0
仮称千代田・松原線
の整備促進（再掲）

仮称千代田・松原線
整備事業要望（再
掲）

県道三沢七戸線と県
道三沢十和田線を接
続する路線を県に対
して要望する

県に対して三沢市の最重点要望事項として要望
を行った。

A
現在整備中の中央町金矢線に接続される
市の幹線となる道路なので、今後も事業
着手に向け要望を続ける必要がある

Ａ
駅周辺の混雑緩和、駅から新病院へのアクセスお
よび三沢市における環状線道路としての位置づけ
もあり重要な事業と考える。

都市整備課 52 3 0 A c 1 0
県道八戸・野辺地線
全線拡幅整備

駒沢バイパス整備
（県営）

早期完成に向け、要
望活動を行う。

0 A
市民ニーズ及び安全対策上も事業効果が
高い。

A 県に粘り強く要望し早期の着工完成を望む。

都市整備課 52 3 0 A c 2 0
県道八戸・野辺地線
全線拡幅整備

３．５．２駒沢中央町
線整備要望

早期に県道八戸野
辺地線（都市計画道
路３．５．２駒沢中央
町線）の整備がなさ
れるよう、要望活動
を行う。

（なし） B
事業の必要性及び事業効果は大きいもの
の、事業の進捗が見られず、今後も要望
を続けるべき。

B 県に粘り強く要望し、早期に着工することを望む。

土木課 52 3 0 A f 1 0
上北横断道路の整
備（再掲）

上北横断道路整備
事業要望

地方主要都市間を結
ぶ上北横断道路の
整備促進を国に要望
する

県に対して三沢市の重点要望事項として要望を
行った。

A
一部事業着手しているが、残る区間の整
備着手に向け、今後も要望を続ける必要
がある。

Ａ
みちのく道路と第２みちのく道路を結びつける区間
であり、現在も建設中であることから重要性は高い
と考える。

土木課 52 3 0 A g 1 0
一般国道３３８号の
整備（再掲）

一般国道３３８号整
備事業要望

車道及び歩道の拡
幅整備、並びに架橋
整備を県に対して要
望する

エネルギーの道国道３３８号整備促進期成会幹
事会、総会、要望活動を行った。

A

財源確保の厳しい中、着実に事業は進捗
している。今後も県、国に要望活動を行う
必要がある。特に三沢市は重点要望に掲
げている高瀬川第２橋梁に替る橋梁の新
設につなげたい。

Ａ

国道３３８号線は車両の通行量が多く、沿線住民に
とっても、歩道拡幅整備等は早期に必要であり、ま
た高瀬川架橋は現在、大型自動車同士のすれ違
いも危なく、したがって架橋整備も重要課題と考え
る。

土木課 52 3 0 B a 1 0 道路排水施設整備
市道側溝整備事業
及び道路維持（再
掲）

松園町地区外の側
溝整備

松園町地区外側溝整備工事L=985.5ｍ及び道
路維持補修工事(側溝工事)

A

現場打ち側溝や蓋のつかない側溝の路
線が多数残っていると同時に、幹線雨水
排水の整備状況に合わせた整備も継続
的に実施する必要があり、今後も必要な

A

通勤通学の危険を除去していくことは、良好な生活
基盤を形成する上で最低限必要な施策であると思
われる。ランニングコストもかからず、市民生活の
向上につながる施策である。
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土木課 52 3 0 B b 1 0 市道改良・舗装整備
道路新設改良、市道
舗装整備事業（再
掲）

塩釜地区外の道路
改良舗装、市道園沢
２号線外の道路舗装
等

市道園沢２号線外舗装工事外L=1,861ｍ及び道
路新設改良工事(改良舗装工事)

A
生活道路を舗装する事業であるが、未舗
装の道路が多数残っており、今後も必要
な事業である。

A
市内各所において、未舗装道路が存在するが、補
助を活用しながら、利用頻度の高い路線を優先的
に舗装化していくことは、今後もさらに必要である。

土木課 52 3 0 B d 1 0
効果的な除排雪の実
施

道路維持（除雪業務
委託）（再掲）

道路除雪業務委託 道路除雪業務委託　一式 A
冬期間道路を利用する全ての交通確保の
ため不可欠な事業である。

A

業者への委託方法においては、出動回数に関わら
ない年間契約などの手法もあるが、当市の場合、
年々降雪量の減少に伴い、除雪費も減少している
状況にある。除雪費用を増額すれば住民サービス
は増すことにはなるが、必要最小限の対応は、財
政状況からやむを得ないものと思われる。

土木課 52 3 10 A x 7 0 その他 市道側溝整備事業
松園町地区外市道
側溝整備工事

松園町地区外側溝整備工事L=985.5ｍ A

現場打ち側溝や蓋のつかない側溝の路
線が多数残っていると同時に、幹線雨水
排水の整備状況に合わせた整備も継続
的に実施する必要があり、今後も必要な
事業である。

A

通勤通学の危険を除去していくことは、良好な生活
基盤を形成する上で最低限必要な施策であると思
われる。ランニングコストもかからず、市民生活の
向上につながる施策である。

土木課 52 3 11 A x 8 0 その他
市道三沢・下田線外
１整備事業

市道三沢・下田線外
１改良舗装工事、公
有財産購入、障害物
移転補償

市道三沢・下田線外１改良舗装工事　　L＝154
ｍ実施
障害物移設補償　１権利者実施　／　実施設計
L=320ｍ実施

A

当該路線は、市北部地区からの県道天ヶ
森三沢線と市南部地区を東西に走る県道
大町三沢線を結び、近くの三沢小学校及
び三沢第二中学校の通学路になっている
交通量の多い主要路線であります。車道
の老朽化の解消や歩道の整備を実施す
るこの整備はその効果は大である。

A

当該路線は、三沢小学校、第二中学校の通学路で
あると同時に、南山多目的広場（アイスアリーナ、テ
ニスコート、サッカー場、国際交流センター）がある
ため、市内の児童生徒が利用するために自転車等
の通行量も多い。一方、交通量調査では、特に六ヶ
所方面へのバスなどの通行も多く、通学路として危
険出会った路線であった。当該事業は危険の解消
の面からも適切であると思料する。

土木課 52 3 12 A x 9 0 その他 市道舗装整備事業
市道園沢２号線外舗
装整備工事

市道園沢２号線外舗装工事外L=1,861.4ｍ A

既設舗装の打ち替えをする事業である
が、以前は維持補修であるとして補助対
象ではなかった事業である。今後、補助対
象路線としての整備によって市費の軽減
を図りながら、路面損傷による事故の軽
減となる、市費充当効率の大変高い事業
である。

A
市の負担軽減を図った上で市道の整備を行ったこ
とは、市の事業としてメリットが大きい。

土木課 52 3 13 A x 10 0 その他
市道三沢・百石線歩
道整備事業

市道三沢・百石線歩
道整備工事

用地買収　A=53.43ｍ2
市道三沢・百石線歩道整備工事　L=260ｍ

A
平成20年度で完了した事業である。歩道
整備により大津地区を中心とした歩行者
の安全が図られた。

A

この歩道整備区間は、南ニュータウンから第二中
学校までの通学路となる区間であり、事故防止につ
ながるものと思われる。また、大津地区及び南
ニュータウン居住者の利便性も向上するものであ
る。

土木課 52 3 14 A x 11 0 その他
市道５９号線整備事
業

市道５９号線改良舗
装工事、障害物移転
補償

市道５９号線改良舗装工事　L=131.4ｍ実施中 A

当該路線は、市道大町・中央町線の整備
に伴う接続部の改良事業で、当該路線整
備により市道大町・中央町線の整備効果
がより向上し市街地交通の重要な役割を
担うものであります。

A

上北方面からの進入と３０ロードとの接続は、中心
街を通過する重要な路線であり、当該事業は市街
地交通の円滑化に大きく寄与しているものと認めら
れる。

土木課 52 3 15 A x 12 0 その他
道路維持作業車購
入事業

道路維持作業車購
入

道路維持作業車　1台購入 A
平成20年度で完了した事業である。以前
使用していた車両に比べ荷物の積載量が
多く作業が効率的になった。

A

道路維持作業は、穴埋めや枝切りなど多様にあり、
しかも交通事故防止のため、スピードが必要とな
る。当該事業は、業者委託しないことで経費の節減
を図りつつ、事故防止に効果を発揮している。

都市整備課 52 3 16 A e 1 0
都市計画道路の整
備

都市計画街路事業
都市計画道路3･4･3
中央町金矢線工事

トンネル部と橋梁部の一部を施工
事業費680,000×0.15＝120,000千円

A
駅前の混雑解消や、三沢市西部地区の
利便性の向上に効果が大きい。

Ａ
負担金支出を伴う事業であるが、計画に基づいた
供用開始が望まれる。

土木課 52 3 3 A x 1 0 その他 道路維持
道路清掃委託、道路
除雪委託、道路維持
補修工事等

道路清掃委託、道路除雪委託及び道路維持補
修工事等を実施し、道路の機能の回復を図り交
通の安全が確保された。

A

年々管理すべき道路の延長が増えている
中、耐用年数を超えた路線が多数あり、
市民からの苦情、要望に応えるために今
後も重要な事業である。

Ａ 上記同様。

土木課 52 3 4 A x 2 0 その他 道路新設改良
市道塩釜・古間木線
改良舗装工事外

市道塩釜・古間木線外改良舗装工事等を実施
し、地域の生活道路等の整備が進み市民の利
便性の向上が図られた。

A
生活道路を舗装する工事であるが、未舗
装の道路が多数残っており、今後も必要
な事業である。

Ａ
道路の新設改良については、町内会からの要望も
多く、生活するうえで必要な道路の新設や未補装
道路の舗装工事は必要と考える。

土木課 52 3 5 A x 3 0 その他
市道古間木２号線外
１整備事業

市道古間木２号線外
１改良舗装工事、障
害物移転補償

市道古間木２号線外１改良舗装工事　L=1,039
ｍ実施　障害物移転補償　２権利者実施

A

当該路線計画地区は、宅地化の進行に対
して基盤整備の遅れが著しい地区であり、
道路の整備は地域の悲願であった。
この整備により、地域交通の利便と緊急
時の避難や救難活動に大きく資するもの
であり地域から早期完成が望まれる効果
の大きな路線整備である。

Ａ

三沢商業高校周辺の道路は、緊急災害時に消防
車両等の通行が困難で早急な対策が必要とされて
いたが、隣接する県道の整備が行われることとなっ
たため同様に本事業を進めることとなった。
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土木課 52 3 6 A a 1 0
市道４６号線の整備
促進

市道４６号線整備事
業

公有財産購入、障害
物移転補償

公有財産購入（用地買収）A＝1047.60㎡　　4筆
障害物移転補償　　2権利者

A

当該路線の整備は、市中心部と市東西地
区を結ぶ三沢市の基幹路線であり都市計
画道路として位置づけられている。又、現
在の整備沿線は基盤整備の遅れている
堀口地区でありその骨格となる重要路線
となるもので早期完成が望まれている。

Ａ

上記にも記載されているように、市の都市計画道路
と位置づけられており、また防衛８条による補助事
業であることから、現状どおりに事業を進めること
が適当と考える。

土木課 52 3 7 A e 2 0
都市計画道路の整
備

市道岡三沢・平畑線
外１整備事業

市道岡三沢・平畑線
外１改良舗装工事、
障害物移転補償、公
有財産購入

市道岡三沢・平畑線外１改良舗装工事　　L＝
323ｍ実施
障害物移転補償　　3権利者実施

A

当該路線の整備は、住宅密集地に計画さ
れた緊急避難用道路でありかつ消防活動
などのレスキュー道路であります。従っ
て、地域の防災対策上、早期完成が望ま
れているものであります。また、路線の一
部は、都市計画道路として位置づけられ
ている重要な道路整備である。

Ａ

岡三沢・平畑地区における道路は、現在、幅員が
狭く災害時には緊急車両の通行に支障をきたす状
況であり、本事業実施の必要性は高く、また都市計
画道路として位置づけられ、防衛８条対象でもあり
評価は高いと考える。。

土木課 52 3 7 A x 4 0 その他
市道岡三沢・平畑線
外１整備事業（再掲）

市道岡三沢・平畑線
外１改良舗装工事、
障害物移転補償、公
有財産購入

市道岡三沢・平畑線外１改良舗装工事　　L＝
323ｍ実施
障害物移転補償　　3権利者実施

A

当該路線の整備は、住宅密集地に計画さ
れた緊急避難用道路でありかつ消防活動
などのレスキュー道路であります。従っ
て、地域の防災対策上、早期完成が望ま
れているものであります。また、路線の一
部は、都市計画道路として位置づけられ
ているもので、重要な道路整備である。

Ａ

岡三沢・平畑地区における道路は、現在、幅員が
狭く災害時には緊急車両の通行に支障をきたす状
況であり、本事業実施の必要性は高く、また都市計
画道路として位置づけられ、防衛８条対象でもあり
評価は高いと考える。。

土木課 52 3 8 A x 5 0 その他
市道大町・中央町線
整備事業

市道大町・中央町線
改良舗装工事、障害
物移転補償

市道大町・中央町線改良舗装工事　　L＝223ｍ
（暫定区間含む）実施

A

当該路線は、市中心部から青森方面との
往来で重要な路線であるが既路線は狭隘
とクランク状であったため大型車が通行出
来なく、又大型の通行は別の狭隘な道路
を危険を伴いながら通行していたものでこ
の整備推進により充分な幅員の確保とク
ランクが解消され大型車の通行も含めた
交通の流れが円滑になり交通事故の減少
も図られるものと期待される。

Ａ
市街地から青森方面へ向かう道路として大きな役
割を持つ本事業の重要性は高いと考える。

土木課 52 3 9 A x 6 0 その他
市道東岡三沢・松原
線整備事業

市道東岡三沢・松原
線改良舗装工事、公
有財産購入、障害物
移転補償

市道東岡三沢・松原線改良舗装工事　　L＝
1,760ｍ（H20-21国債工事）
障害物移転補償　　3権利者
公有財産購入（用地買収）A＝16,271.70㎡　　30
筆

A

当該路線は、三沢空港近くから県道三沢
十和田線バイパスまで整備するものでこ
れにより第２みちのく有料道路及び東北
自動車道八戸線に連絡される幹線道路で
あります。この路線の整備は、都市基盤
整備の遅れている堀口地区の基幹道路で
あるほか新三沢病院へのアクセス道路と
しても早期の完成が望まれている重要な
道路整備である。

A

担当課の評価と同様であり、空港～第２みちのくへ
のアクセスや三沢病院建設も含めて、今後交通量
が増加することが確実な重要な路線である。（必要
度が高いため、本路線の終点（ジャムフレンド付近）
が渋滞につながる可能性もある。）

水道施設課 52 4 0 A a 1 0
第一配水場及び第
三配水場更新事業

施設整備事業（配水
場建替事業）

第一・三配水場建替
工事

配水場建設用地の取得及び補償　用地　A＝
6,929.05m3　　立木等　一式

A
市内給水区域の水量を補う施設として同
施設の整備は必要不可欠である。

Ａ
市内給水区域の６割の水量を補う配水場であるこ
とから今後も計画的な整備が望まれる。

水道施設課 52 4 0 B a 1 0 老朽管更新事業
配水管施設改良事
業（老朽管布設替工
事）

老朽化した配水管の
布設替工事

老朽化した配水管の布設替実施設計　L＝5,180
ｍ

A

H20実施設計で、全体事業費及び年度別
事業費を算出。H21以降については事業
着手し石綿セメント管（5,180ｍ）を布設替
し、市民へ生活用水の安定・安全供給は
必要不可欠である。

Ａ
昭和２０～３０年代に布設した石綿セメント管から耐
震管への布設替は、災害に強いまちづくりのため
の事業として今後も計画的な整備が望まれる。

下水道課 52 5 0 A a 1 0 汚水管渠整備事業
三沢市下水道事業
（建設事業費）

汚水管渠整備

下水道（汚水）の整備を進め、市民の快適な生
活環境の形成と自然環境の保全を図った。
管渠工事　VU,VP,HPφ100～400　L=8,201.23m
実施設計業務外　一式

A

　三沢市総合振興計画策定時のアンケー
ト調査結果分析においても下水道事業は
重要度・満足度とも高い項目となってお
り、町内会長会議においても常に下水道
の早期完成要望あることから必要であり、
目標達成のため効率的に事業を継続する
べきであると考える。

Ａ

市民の衛生的で快適な生活環境を形成するととも
に、市民の要望も強い事業であることから、計画の
目標年度は平成３０年までではあるが早期完成を
目指し計画的な整備を継続すべき。

下水道課 52 5 0 A b 1 0
汚水管接続推進活
動

三沢市下水道事業
（汚水処理費）

汚水管渠を整備した
地区の接続促進活
動

排水設備設置等資金貸付金利子補給金　２１４
件　４００，６５４円
排水設備設置等資金融資あっせん契約件数　１
６件　／　下水道普及促進に係る文書発送　３１
４件

A

　環境保全のため下水道整備の必要性が
極めて高く、多額な建設費であることから
受益者負担金を頂いて整備していること
からも目標達成のため事業は継続するべ
きと考える。また、施設の効率性を図るた
めには接続率の向上に努めるべきであ

Ａ

毎年供用区域が拡大するなかで目標水洗化率を
達成するため、融資制度の充実、また、農業集落
排水普及促進と同様に戸別訪問を実施するなどの
新たな加入促進対策が必要。
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下水道課 52 5 0 B a 1 0 雨水管渠整備事業
三沢市下水道事業
（建設事業費）

雨水管渠整備
大雨等の災害による浸水被害を防ぐため、雨水
管渠設置に先がけ実施設計を行った。
実施設計業務　一式

A

　災害に強い都市基盤整備には必要不可
欠であることから、継続して進めるべきと
考えるが多額な整備費が必要とすること
から、効率的に整備を図るべきである。

Ａ
整備には多額の費用が必要だが、災害に強い基盤
整備の一環として、効率的・計画的な整備を図るべ
き。

下水道課 52 5 0 C a 1 0
汚泥の有効利用促
進事業

三沢市下水道事業
（汚水処理費）

汚泥・沈砂を肥料化
する等、有効利用を
産業界へ働きかける

下水汚泥・沈砂の処理(発酵処理)を産業廃棄物
処分業者に委託し、農業用肥料への製品化を
行っている。　　　　　　　　　　　　さらに、業者にお
いて製品の販売を行い農業関係者等により耕
作に利用されている。

A

下水道整備により、年々増加する下水処
理汚泥を肥料化し、資源の有効利用を図
ることは必要であり、有効性が高く事業継
続することが成果の向上を図ることができ
ると考える。

Ａ

年々増加する下水道汚泥を現在は堆肥化している
が、肥料の需要低迷による販路拡大が今後の課題
になると思われることから、堆肥化だけではなく燃
料化についても検討・実施し、堆肥化と燃料化をバ
ランスよく行い安定したリサイクルをすすめるべき。

都市整備課 52 9 1 A X 1 0 その他 土地対策費
5,000㎡以上の土地
取引の届出受付及
び活用状況の調査

　土地取引の届出により、利用目的を審査し、適
正かつ合理的な土地利用が図られた。
また、遊休土地についても利用実態調査を実施
した。

A
国土利用計画法に基づく事務であり、地
価の適正化等に有効である。

Ａ
不況のため土地取引が低迷していることから無届
物件の調査をさらに充実させる。

ＣＡＴＶ情報課 53 1 0 A a 1 0
自主放送デジタル改
修

自主放送デジタル改
修

三沢市自主放送の
デジタル化および
データ放送用設備の
整備

　平成２３年のアナログ放送終了に向けて住民
のデジタルテレビへの買換えが進んでいること
を考慮し、ＣＡＴＶ自主放送についてもデジタル
化を実施した。

A

23年の完全デジタル放送に併せ自主放送
のデジタル化への改修が必要である。
しかし高度情報化の推進のためには、必
要欠くべからざる事業であり、財源確保の
ためより一層の調査研究を進める。

Ａ
継続すること。　予算については、財政運営計画に
基づき平成23年の完全デジタル化への実現を図る
こと。

ＣＡＴＶ情報課 53 1 0 A b 1 0
ケーブルテレビ施設
の双方向化（インター
ネット整備）

ケーブルテレビ施設
の双方向化（インター
ネット整備）

伝送路によるイン
ターネット利用環境
の整備の検討

双方向化によるインターネットサービスについて
は、共同受信施設の改修に伴って実施してお
り、平成２０年度は共同受信施設の改修工事が
行われなかったため、インターネットサービスエ
リアの拡張ができなかった。

A

20年度は共同受信施設の改修工事が行
われなかったため、対象世帯数の増加を
図ることはできなかったが、21年度は、ほ
ぼ全世帯を対象とする地域まで整備を行
う予定である。利用者の加入促進につい
ては、パンフレットによる加入促進のほ
か、別途検討する必要がある。

Ａ
継続すること。 改修工事を早急に実施し対象世帯
数の増加を図ること。　費用対効果の実証を行うこ
と。

ＣＡＴＶ情報課 53 1 0 B a 1 0 放送番組の充実 放送番組の充実

従来の行政広報番
組に加え、市民の生
涯学習に活用できる
番組の充実

従来の市民モニターからのアンケートのほか、
公共施設等での無作為アンケートの実施など、
市民からの番組に対する要望を広く取り入れる
よう努め、平成２０年度では７３本の企画番組と
５４０本のニュースを制作した。

B

23年7月からの地デジの本放送に向けた
対応及びインターネット事業やデータ放送
事業等に業務の重点を移しているため、
企画番組の充実に向けた取組みが難しい
状況にあり、人員を含めたコスト等を見直
していく必要がある。

Ｂ
地デジ本放送に向けた対応、インターネット事業、
データー放送事業、企画番組等について優先順位
等をつけ、計画的に取り組みをしたらどうか。

ＣＡＴＶ情報課 53 1 0 B b 1 0 電子広報の実施 電子広報の実施
データ放送の利用に
よる行政情報閲覧環
境の整備の検討

デジタル自主放送独自の機能であるデータ放送
について、その運用方法等を検討し、イニシャル
コスト・ランニングコストとも安価となるよう、専門
業者のサｰビスを活用する手法を採用することと
した。

A

20年度においては、これまで当課で行って
いた文字放送を各課において入力し、そ
れを市民の方が自由な時間に見ることが
できるというデータ放送のための環境整備
を行った。（21年度実施）

Ａ
文字放送を各課において入力をし、とあるが全部の
課が入力済みであるのか。

ＣＡＴＶ情報課 53 1 0 B c 1 0
映像ライブラリの充
実

映像ライブラリの充
実

ＣＡＴＶの映像資産を
インターネットで、視
聴できる環境の整備

ＣＡＴＶインターネット加入者に対して配信してい
る、過去のニュース等の映像動画について、より
充実に努めた。

B

市民の情報発信のための一助とするため
の映像ライブラリーの充実を図っている
が、今後市民の利用促進や教材への活
用などを積極的に働きかけていく必要が

Ｂ
今後市民の利用促進や教材への活用などを積極
的に働きかけていく、とあるが具体的にどのように
していくのか。

ＣＡＴＶ情報課 53 1 4 A c 1 0 デジタル放送の普及
有料放送再送信事
業費

デジタル放送端末の
安価な提供による高
度なテレビサービス
の普及促進

アナログ有料放送の廃止を行ったことから、平
成２０年度当初見込みでは受信端末数６５０台
程度と見込んでいたが、加入促進等により端末
数は約１３００台、うちＣＳ有料放送利用者は約８
５０件となっている。

B

20年度の有料放送（CS）の加入者数は、
前年度より約150台の増加となったが、今
後ともより一層の加入者数の増加を図る
ため、新たな加入促進策を検討し、実施し
ていかなければならない。

Ｂ

継続する。　地上放送および衛星放送をアナログ受
信機で視聴されている市民に対し、チューナーを安
価に貸出するとあるが、個人がチューナー購入時
への補助金は考えられないか。

行政管理課 53 2 0 A a 1 0
学校間ネットワーク
の構築

学校ユーザ作成
SynerGに学校ユー
ザを作成し、情報交
換を行う

平成２０年５月２７日に全学校分のユーザを作成
し、教育総務課に学校への説明を依頼した。平
成２０年１１月２７日に再度、企画管理課から情
報交換の為の使用方法説明会を行った。

A
学校間の情報交換やメールによる外部と
の連絡等に使用されているため、今後とも
必要な事業である。

Ａ

ネットワークの構築により、今まで取りづらかった学
校間の横の連携が強化された。構築にあたって
は、既存の光ケーブルを活用したことで経費の削減
につながっている。

行政管理課 53 2 0 A x 1 0 その他
情報管理運用体制
の構築

内部統制システムの
導入により、行政情
報及び個人情報の
適切な運用を図る。

平成２０年１１月６日開催の三沢市コンピュータ
システム検討委員会で「内部統制システム導
入」が決定された。

A
大切な個人情報や行政資料などの保護、
外部や内部からの脅威に備えるために必
要な事業である。

Ａ

セキュリティーが厳重になり、データの保護管理が
強化された。感染情報の早期発見が可能となり、
ウィルスの後追い調査も容易になった。パソコン使
用における職員の業務上の不正な使用が防止でき
る。などの利点が見られる。
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行政管理課 53 2 0 B a 1 0
窓口一本化体制の
構築

総合窓口の検討
行政事務改善委員
会で検討

行政事務改善委員会窓口改善部会で検討した
結果、総合窓口を開設した場合、複数の課にま
たがる手続が併行して進められ、従来のたらい
回しの解消にもつながることから、住民にとって
有益であるが、システム導入のための経費、市
民課・国保年金課・税務課など複数の課の業務
に精通した職員の養成、窓口カウンターの改修
工事等が課題となるため、更なる検討を進める
こととなった。

B

平成２０年度の行政事務改善委員会窓口
改善部会で検討した結果、実施の必要性
が重視されるという結果になったが、実施
にあたり課題が多々あるため、２１年度も
総合窓口化にについて検討することに
なった。そのほか、２１年度は、行政サー
ビス市民評価（アンケート）についても部会
で検討し、２２年度からの実施に向け、検
討し進めていかなければならない。

Ｂ／Ｃ
市民サービスに対する有効性は高いが、実施にあ
たりクリアしなければならない課題（経費や人的配
置等）があり、部会の上部組織での検討も必要。

広報広聴課 53 2 0 B c 1 0 電子広報 電子広報検討事務

CATVのデジタル化
による本格的利用方
法についての検討を
行う

平成２０年度はMCTVのデジタル化は未実施の
状況である。

A

テレビのデジタル化により、広報「みさわ」
のお知らせ等について、データは各課が
各課で自由に入力が出来るようになり、市
民は見たい時間に、好きなだけ見ることが
出来るようになることから、今後の市民の
反響が楽しみである。

Ｂ

各担当課においてＩＣＴに精通する職員がいなけれ
ばならない。また、事業目的の対象が「広報みさ
わ」の情報をデータ放送により提供するとなってい
るが、現在の機械では取り込めないとのことであ
る。

広報広聴課 53 2 0 B d 1 0 広報体制の再構築
広報体制再構築検
討事務

基幹ネットの継続利
用について検討を行
う

現在の三沢市のホームページのシステムでは、
広報体制の再構築については現状維持の状況
である。

A

　現在の三沢市のホームページは、市民
が必要な情報がどこにあるのか分からな
いなどの苦情が多く、他市のホームペー
ジを見ても、当市のものは数段レベルが
落ちると思われる。この状況は、個人で
ホームページを手直しできるレベルではな
いことから早急なシステム変更が必要で
ある。

A

ＩＣＴを活用しての行政サービスの向上は貢献度が
高い。システムが古いので市民に情報提供がうまく
伝達できていないということは理由にならない。行
政の怠慢ではないかと言われかねない。そのため
にも早急なシステム改善が必要である。また、持出
しを抑制するためにも補助金導入を図ることが必
要。

行政管理課 53 2 0 B d 2 0 広報体制の再構築
ホームページリ
ニューアル

ホームページの利便
性を追求しトップペー
ジからリニューアル
する

トップページの変更等を広報広聴課（旧まちづく
り課）と行政管理課（旧企画管理課）で協議し、
素案を作成した。
また、今後の情報管理体制及び更新体制につ
いても検討を加えた。

A

数年前にリニューアルして以来、特に大き
な変更はしていないため、必要な情報が
探しづらいとの苦情が寄せられている。ま
た、ホームページの更新についても、一か
所でしか更新することができないため、情
報更新に時間が掛っている。これらについ
て広報広聴課と協議を重ね、情報管理体
制及び更新体制について検討していかな
ければならない。

Ａ

市からの情報発信又は市民からの意見や要望を
聞く上で、ホームページは重要な手段となってい
る。リニューアルには経費が伴うが、必要性の高い
事業なので実施するべきである。

行政管理課 53 2 0 B e 1 0
電子文書管理システ
ム

電子文書化の検討

行政事務改善委員
会、コンピュータシス
テム検討委員会で検
討

行政事務改善委員会文書管理改善部会におい
て検討した結果、電子文書に関する管理規定が
未整備であることや、「公文書の管理に関する
法律」が現在国会で審議中であり、行政機関が
作成した文書の管理・保存、利用等が法律上明
確化される状況を踏まえながら、今後の公文書
の管理のあり方について検討することとした。

A

事務の効率化と文書管理の適正化を目
的とした電子文書管理システムの構築を
２１年度も引き続き検討をする。
公文書（紙文書及び電子文書）の管理、
利用、廃棄・保存のあり方について法整備
を契機に全面的な見直しを行わなければ
ならない。

Ｂ

システムの運用上において、後閲からの改ざんや
パソコンの容量（重たくなる）などの問題がある。導
入までにこれらの問題を解決する必要がある。継
続審議にしてはどうか。

政策調整課 54 1 0 A b 1 0
米軍引込み線活用｢
にぎわいフレンドシッ
プロード｣整備

旧米軍専用線跡地
活用方策検討業務

米軍基地専用鉄路
用途廃止に伴う活用
方策に係る米軍等関
係機関との協議

2月に開催された日米連絡協議会において、米
軍引込み線の跡地利用について要請を行った。
また、３月２７日にも同様の要請を行っている。

C
事業の必要性を見極め及びコンセプトの
見直しが必要である。

Ｄ
米軍側との調整が難しい状況であれば、そろそろ
事業の見直し、及び廃止の検討もすべきである。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 B a 1 1
街なか医療･福祉･介
護施設整備事業

（仮称）市立三沢病
院跡地利用計画事
業

（検討中）

市立三沢病院移転跡地利用検討に歩調を合わ
せ、その主要事業として適格かどうかを見極め
ながら事業推進を図る必要があるため、平成20
年度においては当該事業の進捗はなかった。

A
病院跡地利用の最終提言を踏まえH21は
引き続き選定委員会を設置し利用者を決
定することが必要な事業である。

A
あらゆる観点から病院跡地利用を検討する必要が
あり、需要が見込まれる施設の整備を検討すること
は実現性が高いと認められる。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 C a 1 1
街なかへの住宅整備
の推進

民間賃貸共同住宅な
どの街なか誘導

中心市街地への民
間賃貸共同住宅整
備誘発のための利
子補給制度創設検
討

平成20年度から中心市街地への民間賃貸共同
住宅整備誘発のための利子補給制度創設を検
討しようとしたが、米国に端を発した世界的経済
不況への対応がわが国においても喫緊の課題
となり、緊急経済対策による中小企業向け利子
補給制度を優先せざるを得なくなり、中心市街
地への民間賃貸共同住宅整備誘発のための利
子補給制度創設の検討には至らなかった。

C

建築住宅課と事業規模・内容・実施主体
の検討が必要。さらに産業政策課が所管
する現行の中小企業者向け利子補給制
度との連携手法検討が必要。

C

この施策は、補助的な施策であると考えられ、中心
市街地に共同住宅の建設促進を図るためには、別
のインパクトのある事業を検討し、それとの連動を
図る必要があると考えられるため

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 C b 1 0
地域コミュニティ振興
事業

アーケード商店街景
観向上事業

商工会が実施する
アーケード商店街景
観向上のための
シャッター･アーケー
ドの塗装ボランティア
募集の支援

三沢市商工会が県の補助事業を活用し、平成
20年6月にアーケード商店街景観向上のための
シャッター･アーケードの塗装事業を商店街関係
者参画のもとに行い、景観の向上が図られた。

C

今後の中心市街地景観向上事業内容の
検討が必要。
今後のアーケードの関係は産業政策課で
対応。

C

H２０単発の事業となっているが、より効果を上げる
ためには事業の継続が必要であると考えられること
や、仮に継続したとしても根本的には店の中身が魅
力的なものでなければその効果も短期間で終わっ
てしまう。
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中心市街地活
性化推進室

54 1 0 D b 2 1
まつり･イベントによ
る賑わいづくり

戦略的中心市街地
商業等活性化支援
事業

ＭＧplaza整備（ハー
ド事業）と並行して行
うソフト事業としてＭ
Ｇインターナショナル
㈱が実施する集客イ
ベント企画実施

平成20年度においては、ＮＰＯまちづくりコン
ソーシアム三沢が、平成20年8月から供用開始
したアメリカ広場を中心に積極的なイベント企画
運営を展開したが、ＭＧｐｌａｚａ計画変更に伴い
ＭＧインターナショナル㈱では平成21年度内の
オープニングイベント開催を予定することとなっ
た。

A

MGplazaの開業とあわせ各種イベントを実
施することでMGplaza及び中心商店街に
賑わいを創出するために必要な事業であ
る。

B
中心商店街の賑わいを創出するためには、商店会
の方々の自主性、負担割合を是正すべきである。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 D c 1 1
観光セールスプロ
モーション事業

戦略的中心市街地
商業等活性化支援
事業（再掲）

ＭＧplaza整備（ハー
ド事業）と並行して行
うソフト事業としてＭ
Ｇインターナショナル
㈱が実施する集客イ
ベント企画実施

平成20年度においては、ＮＰＯまちづくりコン
ソーシアム三沢が、平成20年8月から供用開始
したアメリカ広場を中心に積極的なイベント企画
運営を展開したが、ＭＧｐｌａｚａ計画変更に伴い
ＭＧインターナショナル㈱では平成21年度内の
オープニングイベント開催を予定することとなり、
観光セールスプロモーション事業も計画見直し
により事業内容を再検討することとなった。

B
観光セールスプロモーション事業は、
MGplaza建設事業の見直しにより再検討
することとした。

B

JRとの協議は、コストパフォーマンスを検討する上
では有効。ただ、アメリカ広場への集客を図るため
には、どの辺の客をターゲットとするかの視点での
検討も必要。また、商店の情報発信性（個性）が高
まれば、必然的にその集客範囲も広がってくるもの
と思われる。いずれにしてももっと重点的に取り組
むべきである。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 D e 1 1
一店一宝運動情報
発信事業

商工会実施一店一
宝運動情報発信事
業

商工会が実施する中
心商店街における各
個店自慢の商品･
サービス徹底と、ＩＴ
を活用した情報発信
の支援

三沢市商工会が平成19年12月に（仮称）アメリ
カ村区域内各個店の紹介並びに平成20年夏に
はＭＧｐｌａｚａがオープン予定とする新聞折込チ
ラシを作成・配布しＰＲに努めたが、その後の計
画変更によりＭＧｐｌａｚａのオープンは平成21年
度内に延期されたことに伴い、平成20年度にお
いては当該事業について特に進捗はなかった
が、市内民間事業者ボランティアによる（仮称）
アメリカ村区域内各個店の紹介ホームページが
ネットに立ち上げられ、ＩＴを活用した情報発信の
一助となった。

B

ITを活用した事業の効率性等を再検討す
るなど改善の余地はあるが、各商店の商
品販売の情報提供のためには必要な事
業である。

C

目指すべき方向性は大変有効と認められるが、実
際の実施内容が目指すべき方向となっていない。
今でも情報発信できる店舗も見受けられるので、そ
れらを足がかりに、各店舗が情報発信できるような
形で事業を進めていくべきである。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 E a 1 0
中心市街地循環100
円バス空街カードポ
イント提携事業

中心市街地循環100
円バスと空街カード
ポイントサービスの
提携実施

空街カード加盟店ポ
イントサービスとし
て、100円バス回数
券交換サービス提供
の実施

平成20年度において市側から当該事業の実施
を商工会並びに空街カード組合に働きかけた
が、従来業務との調整及び新たな手続き業務が
発生することを勘案しながら平成21年度以降も
引き続き検討課題とする旨の回答がなされてい
る。

A

MGplaza建設事業の遅れにより開業が遅
れているが、平成21年度には完成しオー
プンすることから、中心市街地の賑わい創
出に向け当該事業を進める必要がある。

B
当該事業の効果以上に事業主の負担が増える場
合もあるので、事業主にとっても魅力的な形にする
ことが望まれる。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 E b 1 0
市内交通利便性向
上事業

観光二次交通利便
性向上事業

みさわ観光バス運行
ルートにアメリカ村を
加えるとともに、航空
科学館無料送迎車
のルートにアメリカ村
を追加設定

（仮称）アメリカ村のオープンを平成20年度内の
ＭＧｐｌａｚａオープンにあわせる予定であったが、
ＭＧｐｌａｚａ計画の変更により平成21年度オープ
ンを目指すこととなったため、みさわ観光バス
ルートにアメリカ村を加えることや航空科学館と
のアクセスルートの連携については平成21年度
の検討課題とした。

A

中心市街地と市内観光・集客施設とのア
クセス向上により、中心市街地への来訪
者を確保するとともに市内観光施設との
有機的連携による相乗効果が期待できる
ことから、観光二次交通の利便性向上を
図る当該事業は必要である。

A
観光バスの活用は、他施設との相乗効果も期待で
き、新たな経費増もわずかであるので計画どおり進
めるべきと考える。

政策調整課 54 1 0 E b 2 0
市内交通利便性向
上事業

三沢市地域公共交
通会議事業（再掲）

地域の総合的な交
通体系について検討
等

三沢市の望ましい公共交通体系の構築に向け、
平成２０年１０月、市民団体をはじめとする委員
１４名で三沢市地域公共交通会議を設置し、検
討を重ねた。また、基礎資料とするため、市民
２，０００人を対象としたアンケート調査を実施。
※アンケート回収数７３５通（男３４１、女３７４、
無回答２０）

A

　中心市街地の活性化、特にアメリカ村、
MGプラザなどへのアクセスに係る公共交
通の在り方について検討を行うため、アン
ケートなどの基礎調査を行った。
　市全体の交通体系の在り方を見直し、
公共交通機関による中心市街地への集
客を図ることは、市街地活性化に大きな
役割を果たすものである。

A
特に車を運転出来ない方々に配慮した交通体系を
構築すべきである。

中心市街地活
性化推進室

54 1 0 E c 1 0
市営駐車場利用支
援事業

幸町市営駐車場利
便性向上管理運営
検討

ＭＧplazaとアメリカ村
広場への集客に資
する駐車場としての
利便性向上を図るべ
く管理運営形態の改
善策を検討

（仮称）アメリカ村のオープンを平成20年度内の
ＭＧｐｌａｚａオープンにあわせる予定であったが、
ＭＧｐｌａｚａ計画の変更により平成21年度オープ
ンを目指すこととなったため、当該事業について
も引き続き平成21年度の検討課題とした。

B

MGplazaオープンへの対応並びに（仮称）
アメリカ村の商店街利用者等の利便性向
上を図り、中心商店街に賑わいを創出す
るためにも駐車場の確保は必要であり、
利便性向上のため駐車場利用券や割引
券の検討を行い実行するなどの必要性が
高い事業である。

B
現在検討している割引券などの検討により、更なる
利便性向上、連携等が図られる。
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政策調整課 54 1 1 A a 1 0
公共施設や街区案
内板などの英語標記
事業

英語特区まちづくり
事業費(英語標記看
板設置工事外）（再
掲）

英語標記による市内
主要道路名標識や
（仮称）アメリカ村案
内板等の設置。英語
特区まちづくり推進
協議会の開催。

市内主要道路の名称や市民の森に英語表記看
板を設置した。

B

平成１９年度に英語特区まちづくり推進協
議会を設置し、英語での情報提供等に関
する意見交換を行った。その中で市役所
及び市内関係機関・団体の中に英語表記
の必要性が認識され、英語での路線の愛
称の決定（５路線）、英語表記看板（１９ヶ
所）の設置、市民の森への英語での観光
案内板の設置などを行った。

Ｂ
主要箇所に看板を設置することにより、外国人の市
内観光等がスムーズに出来る。

中心市街地活
性化推進室

54 1 2 D b 1 1
まつり･イベントによ
る賑わいづくり

中心市街地活性化
推進費

アメリカ村オープニン
グイベント実施

アメリカ村オープニングイベントは、（仮称）アメリ
カ村の拠点施設となるＭＧplazaの開業オープン
にあわせて盛大に執り行う計画としていたが、Ｍ
Ｇplazaの計画変更に伴い工期の延長を余儀なく
されたため、平成20年度内のオープニングイベ
ントは21年度に延期せざるを得なくなった。

A

MGplaza建設事業の遅れによりオープニ
ングが遅れているが、平成21年度には完
成・オープンさせ、中心市街地の賑わい創
出に向けソフト事業を実施する必要があ
る。

A
アメリカ村のオープニングイベントをMGプラザの
オープニングに併せて実施することは、この地区全
体の活性化に大いにつながる。

中心市街地活
性化推進室

54 1 3 D a 1 1
街なか商業交流拠点
施設整備事業

中心市街地活性化
拠点施設整備事業

アメリカ村拠点施設
ＭＧplaza整備費の公
共機能部分にかかる
整備費補助及び用
地取得

（仮称）アメリカ村の拠点施設となるＭＧplaza整
備費の公共機能部分にかかる整備費に対する
市補助金拠出については、事業規模見直しに伴
い当該補助額の再精査が必要となったことか
ら、平成20年度内の予算執行を取りやめ、平成
21年度補正予算に改めて所要の補助金を計上
することとし、平成20年度予算では三沢市土地
開発公社が既に先行取得済みの用地取得費の
うち約1/2にあたる２千万円の用地購入費を予
算執行した。

A
（仮称）アメリカ村整備計画に不可欠かつ
中心市街地活性化のために必要な商業
交流拠点施設である。

A

H２０においては、不測の事態が生じたこともあり、
事業の遅れもあったが、目標達成に必要な施策へ
の貢献度も高く、現状どおり事業を進めることが適
当である。

中心市街地活
性化推進室

54 1 3 D d 1 1
ｺﾐｭﾆﾃｨFM放送･大型
映像情報コンテンツ
提供事業

中心市街地活性化
拠点施設整備事業
（再掲）

アメリカ村拠点施設
ＭＧplaza整備費の公
共機能部分にかかる
整備費補助及び用
地取得（再掲）

ＭＧｐｌａｚａ計画変更に伴う事業規模縮小により、
ｺﾐｭﾆﾃｨＦＭ局及び大型映像情報装置の整備を
取りやめることとなったため、当該事業内容も再
検討することとなり、ｺﾐｭﾆﾃｨＦＭ局の代替機能と
して街頭放送設備をＭＧｐｌａｚａ内に設置すること
となった。

A

今後の中心市街地の賑わい創出に向け
た情報をどのように発信するかなどの内
容検討が必要だが、中心市街地への賑わ
い創出のための方策として必要な事業で
ある。

A
市街地の賑わいを創出するための必要性と効果が
高いと認められる

アメリカ村推
進課

54 1 4 A x 1 0 その他
ゲート前歩道環境整
備事業

用地は一部米軍敷
地となるが、かねて
より市民と米軍人が
共用しているメイン
ゲート前の歩道を、
アメリカ村整備に同
調する形で電線類の
地中化と融雪設備を
施し、安全で快適な
歩道整備を行う。
L=191ｍ、W=1.8～4.9
ｍ

本工事の主要となる電線共同溝設備及び融雪
設備を20年度末まで設置するよう進めてきた
が、一部米軍敷地部分（提供地）における共同
使用の許可が当初予定よりずれこみ、H21.3.3に
降りたため、20年度完成が不可能となり、繰越
すこととなった。（内繰越額　49,060千円）

A
基地ゲート前周辺の住民とっては、生活
上毎日の出入りに必要な歩道であり、今
後においても重要な歩道である。

A

当該事業は、アメリカ村の景観、自衛隊員や基地
従業員の通勤路、周辺住民の生活路の３点におい
てメリットのある事業である。さらに四季を通じた各
種イベント開催時においてもメリットが大きいものと
思われる。

アメリカ村推
進課

54 1 5 A x 2 0 その他
（仮称）アメリカ村広
場整備事業

米軍基地に隣接し展
開している商業地の
中心拠点として、国
際色に彩られた賑わ
いある交流広場の整
備を行う。A=1,713㎡

当初の目標どおり、20年7月末をもって整備工事
完了。

B

必要性、有効性は認めるが、現在のところ
利用率が低いことから、今後は当施設と
一体化される民間発注の「MGプラザ」の
早期完成と連続的なイベント開催が望ま
れる。

B

ハード事業的にはほぼ適切であると思料されるが、
MGプラザを含めてアメリカ村の整備がすべて終
わっておらず、ソフト事業展開がどうなるのか、MG
プラザ内の店舗がどうなるのか不明であり、現段階
においては、当初の見込みどおりの集客ができる
かどうかは判断できない。

広報広聴課 61 1 0 A a 1 1
まちづくり推進委員
会事業

まちづくり推進委員
会設置検討事務

次年度以降のまちづ
くり推進委員会設置
に向けた検討を行う

◎委員会設置（平成21年７月）に向けて、設置
要綱（案）の策定、スケジュール、又委員会組織
の具体的内容を検討した。

A
　三沢市のまちづくりの方向性を決めるた
めに必要な事業である。

A

人材・組織・ネットワーク整備、ルール策定、活動啓
発、情報収集などこれらを調査・検討課題として、
三沢市協働のまちづくり市民会議の中で十分協議
をし、協働のまちづくりを推進していく必要がある。

広報広聴課 61 1 0 B b 1 1
市民活動促進拠点
整備事業

市民活動促進拠点
整備検討事務

市民活動拠点の整
備に向けた検討を行
う

・協働のまちづくり推進に向けて検討した結果、
「三沢市協働のまちづくり市民会議」が２１年度
に設置されることになり、当該事業についても、
この会議において、設置の必要性等について検
討・審議することとした。

A

　拠点施設の必要性については、平成21
年度設置される市民会議において検討す
ることとしているが、市民活動やボランティ
ア活動を活発にするための施設は必要で
ある。

Ａ

活動拠点の整備、人材・組織・ネットワーク整備、
ルール策定、活動啓発、情報収集などこれらを調
査・検討課題として、三沢市協働のまちづくり市民
会議の中で十分協議をし、協働のまちづくりを推進
していく必要がある。
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広報広聴課 61 1 0 B d 1 1
人材・組織の育成と
ネットワーク促進事
業

人材・組織・ネット
ワーク整備検討事務

まちづくり活動を促
進するための人材・
組織・ネットワーク整
備のあり方について
検討を行う

・協働のまちづくり推進に向けて検討した結果、
「三沢市協働のまちづくり市民会議」が２１年度
に設置されることになり、この会議において検
討・審議される市民活動拠点施設を整備してい
く中で人材・組織の育成とネットワークの促進を

A
協働のまちづくりを推進するには、市民活
動に対する市の支援が必要である。

Ａ

人材・組織・ネットワーク整備、ルール策定、活動啓
発、情報収集などこれらを調査・検討課題として、
三沢市協働のまちづくり市民会議の中で十分協議
をし、まちづくりを推進していく必要がある。

広報広聴課 61 1 1 A b 1 1
地域リーダーやコー
ディネーターの育成

まちづくり費（花と緑
のまちづくり推進委
員会活動費補助）

花いっぱい運動に係
る講習会講師、アド
バイザー等の育成を
図るため、講習受講
及び資格認定費用
に対する助成を行う

◎「みさわ花と緑の会」に補助金を交付し、「花
いっぱい運動」を推進することにより、市民団体
のコミュニティ活動の活性化が図られた。・当該
事業では、3名がグリーンアドバイザー講習会を
受講し、２名が資格を取得した。

B

　グリーンアドバイザーによる花いっぱい
運動の推進が図られるが、当面は平成20
年度に資格を取得した２名による活動を
する。

Ｂ

当面は２名のグリーンアドバイザーが自主的にイベ
ントを開催するように行政側がサポート支援してい
くということだが、２名で大丈夫なのか少し不安を感
じる。

広報広聴課 61 1 1 B a 1 1
ＮＰＯ等活動支援事
業

まちづくり費（花と緑
のまちづくり推進委
員会活動費補助）
（再掲）

花いっぱい運動に係
るまちづくり団体等
の活動費（花苗購
入、花壇整備、イベ
ント開催等）に対して
助成を行う

◎「みさわ花と緑の会」に補助金を交付し、「花
いっぱい運動」を推進することにより、市民団体
のコミュニティ活動の活性化が図られた。
・当該事業では、花いっぱい運動へ賛同する団
体へ花苗を支給することにより、市民の緑化意
識の向上と地域コミュニティ活動が図られた。

A

　市民が主体となって行う「花いっぱい運
動」を支援することで、市民活動の促進と
団体の育成へつながることからも、必要な
事業である。

Ａ

まちづくりの一環として民間団体へ補助金を交付
し、この運動を推進することにより、各町内会、事業
所など市民団体とのコミュニティ活動の活性化が図
られることから、事業の継続が必要である。

広報広聴課 61 1 1 B a 2 1
ＮＰＯ等活動支援事
業

まちづくり費（花と緑
のフェスティバル開
催費補助）

フェスティバル開催
経費に対する助成を
行う

・市が推進する花いっぱい運動を市民に周知す
るため、「花と緑のフェスティバル」実行委員会に
対して補助金を交付し、緑化意識の向上を図っ
た。

A
　市民の緑化意識の啓発には必要な事業
であるが、次年度以降の予算によっては
廃止もある。

Ｂ
昨年は、50周年記念事業として実施したようである
が、予算によっては廃止も有り得るとあるが、関係
団体と協議をして方向性を見出してもらいたい。

広報広聴課 61 1 6 B c 1 1 市民活動啓発事業
ＮＰＯ支援費（市民Ｎ
ＰＯ講座）

ＮＰＯ活動への理解
を広める講座の開催

・8/1　「ＮＰＯ講座」～まちづくりワークショップ～
を実施。参加者19名
　（仮称）アメリカ村の地区を参加者が歩き、まち
の「宝物」、「理想」、「問題」など感じたことにつ
いてワークショップを行った。
・１２/8・13　「市民活動ボランティア講座」を実
施。参加者3７名
　ＮＰＯやボランティアの活動及び考え方を中心
に1回目は座談会形式、2回目はワークショップ
で実施。

A

講座には高校生、一般及びＮＰＯ法人で
実際に活動している方まで広く参加した。
ＮＰＯ活動をはじめとする市民活動につい
て市民に理解をしてもらい、市民と行政と
の協働を進めるためには必要な事業であ
る。

Ａ

最近では高校生にも参加してもらって活動へ参加
する機会を提供しているが、まだまだこのような活
動に対する市民意識が低いことから粘り強い事業
展開が必要である。

広報広聴課 61 2 0 A a 1 0 協働のルール策定
協働のルール策定
事務

協働のルール策定
の基本方針や策定
方法についての検討
を行う

・協働のまちづくり推進に向けて検討した結果、
「三沢市協働のまちづくり市民会議」が２１年度
に設置されることになり、当該事業についても、
この会議において検討・審議することとした。

A
　協働のまちづくりを進めるうえで必要な
事業である

Ａ

人材・組織・ネットワーク整備、ルール策定、活動啓
発、情報収集などこれらを調査・検討課題として、
三沢市協働のまちづくり市民会議の中で十分協議
をし、まちづくりを推進していく必要がある。

広報広聴課 61 2 0 A b 1 0 市民活動啓発推進
市民活動啓発推進
事務

協働のまちづくりを
促す市民意識の啓
発のあり方について
検討を行う

・協働のまちづくりを推進するための市民活動に
ついて必要な事業について検討した。

A
　協働のまちづくりを推進していくうえで必
要な事業である。

Ａ

人材・組織・ネットワーク整備、ルール策定、活動啓
発、情報収集などこれらを調査、検討課題として、
三沢市協働のまちづくり市民会議の中で十分協議
をし、まちづくりを推進していく必要がある。

広報広聴課 61 2 0 A c 1 0
協働推進体制の整
備

協働推進会議設置
検討事務

協働のまちづくりに
関する推進会議設置
に向けた検討を行う

・協働のまちづくり推進に向けて検討した結果、
「三沢市協働のまちづくり市民会議」が２１年度
に設置されることになり、当該事業についても、
この会議において検討・審議することとした。

A
協働のまちづくりの推進には必要な事業
である。

Ａ

人材・組織・ネットワーク整備、ルール策定、活動啓
発、情報収集などこれらを調査、検討課題として、
三沢市協働のまちづくり市民会議の中で十分協議
をし、まちづくりを推進していく必要がある。

広報広聴課 61 2 0 A d 1 0 調査・研究
協働のまちづくりに
係る調査研究

協働のまちづくり施
策の先進事例等に
係る情報収集を行う

協働のまちづくりについて、先進事例等の情報
収集を行った結果、三沢市の現状と課題の把握
が必要と考え、次年度以降に市民アンケート調
査を実施するという結果になった。

A
　協働のまちづくりの推進は、総合振興計
画の重点事業であるため、必要である。

Ａ

人材・組織・ネットワーク整備、ルール策定、活動啓
発、情報収集などこれらを調査、検討課題として、
三沢市協働のまちづくり市民会議の中で十分協議
をし、まちづくりを推進していく必要がある。

広報広聴課 61 3 1 A a 1 0
男女共同参画の意
識啓発推進

女性政策推進事業
費

男女共同参画意識
の醸成や女性の人
材育成を目的とした
講演や広報活動を実
施

○7/3～9/18の期間、6回にわたり「みさわ女性
まちづくり講座」を実施し、この中で男女共同参
画社会について取り上げ、受講生の男女共同参
画社会実現に向けての意識啓発を行った。延べ
受講者数79名。・受講定員充足率100％、講座
出席率65.8％。受講者アンケートによる講座満
足度「とても満足した19％」、「満足した81％」。
○1/23　ワーク・ライフ・バランスについての
フォーラムを開催し、取り組みについての理解促
進、意識啓発を行った。○2/21　性別役割分担
をなくす取組として、男性料理教室を開催。

A

講座を通じて、多くの市民が男女共同参
画社会推進に対する理解を深めると同時
に問題意識をもつ契機となったことは非常
に有効であり、少子高齢化社会、地域の
特性を活かしたコミュニティの形成のため
には、今後も男女が共に互いの能力や特
性を活かしつつ、社会づくりに企画、参加
していくようことは必要である。

Ａ

少ない予算の中で、男女共同参画社会推進に対す
る講演会や講座を開催しているが、年々参加人数
が増加の傾向にあり、特に男性料理教室等好評を
得ており、少しずつではあるが自立支援体制が整っ
てきたようである。予算は伴うと思うが中央から講
師を招くなど幅広い講話を聴かせるのも必要では
ないかと思います。
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広報広聴課 61 3 1 A b 1 0
女性人材の育成と
ネットワークづくり

女性政策推進事業
費（再掲）

男女共同参画意識
の醸成や女性の人
材育成を目的とした
講演や広報活動を実
施

○7/3～9/18の期間、6回にわたり「みさわ女性
まちづくり講座」を実施し、この中で男女共同参
画社会について取り上げ、受講生の男女共同参
画社会実現に向けての意識啓発を行うと伴に各
分野から参加した受講生の交流が図られた。○
1/23ワーク・ライフ・バランスについてのフォーラ
ムを開催し、取り組みについての理解促進、意
識啓発を行った。

A

現代社会背景から、地域づくり活動にこれ
まで以上に女性の参画を促すためにも、
ボランティア、市民活動に取り組む女性や
異業種の女性同士で意見交換し、問題意
識を共有することは必要で、また市の施策
運営上、非常に有効なものである。

Ａ

行政側が直接手を下すのではな、あくまでもサポー
ト的な立場でボランティア、市民活動に取り組む女
性や異業種の女性同士で意見交換したり、様々な
問題を勉強できるような場を設けて自主的に参加
できるような人材作りの支援が必要である。

広報広聴課 61 3 1 A c 1 0 女性の意識啓発
女性政策推進事業
費（再掲）

男女共同参画意識
の醸成や女性の人
材育成を目的とした
講演や広報活動を実
施

○7/3～9/18の期間、6回にわたり男女共同参
画を中心とした「みさわ女性まちづくり講座」を実
施し、受講生の男女共同参画社会実現に向け
ての意識啓発を行った。延べ受講者数79名。○
1/23　ワーク・ライフ・バランスについてのフォー
ラムを開催し、取り組みについての理解促進、
意識啓発を行った。

A

講座を通じて、多くの市民が男女共同参
画社会推進に対する理解を深めると同時
に問題意識をもつ契機となったことは非常
に有効であり、少子高齢化社会、地域の
特性を活かしたコミュニティの形成のため
には、今後も男女が共に互いの能力や特
性を活かしつつ、社会づくりに企画、参加
していくよう促すことは必要である。

Ａ

各講座の募集に対し、参加人数も増え出席率も非
常に良くなってきていることから、時間をかけても男
女共同参画の意識啓発推進事業の継続性が必要
である。

総務課 62 1 0 A a 1 1 機構改革
組織・機構の適正化
事務

時代に即した適正か
つ効率的な組織の見
直しを進める。

部の統廃合、指定管理者制度を導入による組
織のスリム化の検討

A

H20年度内に検討し、H21年度からは８部
から７部体制とした。
今後においても、住民にわかりやすく効率
的な行政運営が図られるよう組織体制の
見直しを進めていく。

A
これからも少子高齢社会がますます顕著になって
いくと思われ、その時々の時代に即した適正かつ
効率的な組織づくりを目指していってほしい。

総務課 62 1 0 A b 1 0 適正な人員配置
集中改革プランに基
づく人員の適正な配
置

集中改革プランに基
づき、さらなる定員の
適正化を進め、限ら
れた人員で効率的な
行政運営を図る。

集中改革プランに基づく計画職員数（平成２２年
４月１日現在：職員数６８６人）に向けた取組みを
行う。

A

集中改革プランに基づき、計画的な人員
削減と削減された人員での運営可能な組
織の統廃合を図った。
今後においても定員の適正化と事務事業
の見直しを行い、適正な人員配置に努め
る。

A

20年度は目標値以上に職員の削減があったようで
あるが、この場合どこかに無理な負担がかかってい
るのではないか、検証する必要があるのではない
か。今後も集中改革プランに即した定員の適正化
を進め、効率的な行政運営を図っていっていただき
たい。

総務課 62 1 0 B a 1 1 職員研修の充実
一般管理費（職員研
修旅費外）

自治大学校、市町村
職員中央研修所等
への研修派遣及び
職員相互研修の充
実を図る。また、自己
啓発のための研修
案内を周知するとと
もに、研修を受講す
る際の職務専念義務
免除制度の普及を図
る。

自治大学校　３名
市町村職員中央研修所　１２名

A

三沢市人材育成基本方針に基づき、職員
の資質向上に努めるべく、外部及び内部
研修を計画に実施した。
今後においても継続実施していく。

A
人材育成のため職員研修として、外部研修機関を
おおいに活用し、職員の資質向上を図ることは、有
効であり、今後も継続していくべきである。

総務課 62 1 0 B b 1 0
他の自治体への派
遣・交流

一般管理費（職員派
遣交流旅費）

国、県等への派遣及
び人事交流を推進
し、職員のスキル
アップを図る。

東北防衛局との人事交流　１名（　～H23.3）
上北地域県民局との人事交流　１名（　～H22.3）
青森県後期高齢者医療広域連合への派遣　１
名（　～H22.3）

A
国、県等の機関への派遣、交流等により
職員のスキルアップを図るべく、今後も継
続実施していく。

A

人材育成として、職員のスキルアップを図るべく、
国、県等の機関と職員派遣・交流を行うことは、た
いへん効果があり、有効だと思う。これからも継続
していくべきと思う。

財政課 62 2 0 A a 1 1
国・県補助金等の効
果的活用

国・県補助金等の効
果的活用

予算編成における
国・県の諸制度の効
果的活用

予算編成における国・県の諸制度の効果的活
用を図った。

A
補助事業等でも一般財源を伴う事業は予
算の範囲において計画的に実施し、健全
な財政運営を図っていく必要がある。

Ａ
補助事業は幅広いニーズに応えることは難しいい
が、財政事情が悪化している状況下では補助金の
有効的な活用に努めるべきである。

税務課 62 2 0 B a 1 0
市管理職員による夜
間訪問徴収

市管理職員による夜
間訪問徴収及び納
付指導

管理職員による夜間
納付指導を予定（毎
年度、徴収対策会議
において計画を策定
している。）

平成20年10月20日から１１月27日までの間で９
日間、平成21年1月27日から2月27日までの間
で8日間実施。
夜間納付指導を受けての具体的な金額は算定
できないが、納付指導日以降、納付相談や来庁
が多数見受けられた。

B

　安定した市税収入の確保と納税者間の
税負担の公平性を確保するために必要な
事業であるが、より効率的・効果的な事務
執行を図るため、事業のあり方について
見直しも必要である。

B
リスト作成に時間を要するが、基本的には担当課に
よる総合評価と同様。

税務課 62 2 0 B b 1 0
コンビニ収納及びク
レジット収納

コンビニ収納及びク
レジット収納の検討
事務

導入経費及び課題
の検討

導入経費及び具体的な課題等について検討を
行い、コンビニ収納代行会社・クレジット収納に
係る指定代理納付会社を決定・契約の締結を
行った。（平成21年度より実施）

A
　納税者の収納機会の拡大と、市民サー
ビスの向上を目的としていることから、今
後においても必要な事業である。

A 実績は未だないが必要な事業

税務課 62 2 0 B c 1 0
税務課窓口の時間
延長

税務課窓口の時間
延長

平日は毎日１８時３０
分まで延長

平成20年度実績　利用者数：６６６人　納付額
計：１２，１０２，２４５円（ただし、証明書手数料を
含む）

A
　納税者の収納機会の拡大と、市民サー
ビスの向上を目的としていることから、今
後においても必要な事業である。

A 収納側とすれば非常に有効な策だと考える。

税務課 62 2 0 B d 1 1 滞納処分の強化 滞納処分の強化

早期納税相談、差押
強化及びインター
ネット公売の実施
（毎年度、徴収対策
会議において計画を
策定している）

現年度未納者に対する早期納税相談を実施。
差押の強化：７０９件差押（平成21年3月末）
インターネット公売の実施：８回実施、出品数７１
品のうち４１品落札。滞納税への充当額２，３６
５，３５１円

A
　安定した市税収入の確保と納税者間の
税負担の公平性を確保しなければならな
いことから、必要不可欠な事業である。

A
市税収入の確保と納税者間の税負担の公平性を
考えれば差し押さえは必要。
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財政課 62 2 0 C a 1 0
施設使用料等の見
直し

施設使用料等の見
直しに係る検討事務

施設使用料の見直し
及び利用者の増加
策の検討

予算編成を通じて、施設使用料の見直し及び利
用者の増加策の検討を促した。

A
予算編成を通じて、各課に検討を促すこと
により、担当課並びに財政課が常に収支
のバランス意識を高められる。

Ａ
厳しい財政事情の中では、施設利用における受益
者負担を見直す必要がある。

管財課 62 2 0 D a 1 0 未利用地公売事業
市有財産（土地）の
売却

市有財産（土地）の
売却促進、利用度の
低い財産の処分

利用度の低い市有地の売却を行った。 A
売払収入が目標額をクリアでき施策への
貢献度は高く、今後も現状どおり事業を進
めることが適当と思う。

Ａ
未利用財産の処分は市の財政上も有益で、今後も
取組みが必要である。

財政課 62 3 0 A a 1 0
施設の統廃合・長寿
命化の推進

施設の統廃合・長寿
命化に係る検討事務

施設の統廃合及び
計画的な維持補修
の検討

予算編成を通じて、施設の統廃合及び計画的な
維持補修の検討を促した。

A
予算編成時において、計画的かつ効率的
な管理を促した。引き続き、適切な管理が
なされるよう推進していく。

Ａ

中央保育所の民営化の検討は、保育所職員の処
遇が大きな課題となるが、それをクリアすれば、維
持管理費や保育所措置費の面で財政負担の軽減
につながる。

財政課 62 3 0 A b 1 1
優先度を踏まえた事
業の選択と集中

事業の選択と集中
新規事業に係る優先
度を踏まえた財政運
営計画への登載

年２回の財政運営計画の策定を通じ、新規事業
に係る優先度を踏まえた計画への登載を実施し
た。

A
財政運営計画時に厳しい精査を実施。平
成２１年度も引き続き徹底しなければなら
ない事業である。

Ａ 引き続き厳しい精査が必要である。

財政課 62 3 0 A c 1 1 ソフト事業の重視 ソフト事業の充実
既存施設のソフト事
業による効果的活用

予算編成等を通じて、既存施設のソフト事業に
よる効果的活用を促した。

A 施設運営費の削減につながる。 Ａ
指定管理者制度の導入により、人員削減と施設運
営費の削減になる。民間活力の活用により、市民
ニーズに対応したサービス提供が期待できる。

行政管理課 62 3 0 B a 1 0
指定管理者制度の
活用

適正な運用、制度の
見直し

利用料金制度、新規
導入施設等の検討

更新する施設の見直し、新規導入施設等の検
討、利用料金制度の実施及びモニタリング制度
を検討し、平成２１年度当初からの実施に向け
体制づくりを進めた。

A

指定管理者制度の導入、見直しについて
２０年度の更新を機に適切に運用でき、モ
ニタリングについても、２１年度からの実施
に向けた準備が十分にできたものと考え
る。ただし、モニタリングの実績・効果を分
析・評価して次回に生かせるのは２２年度
以降となるため、即効性については若干

Ａ

公共施設の利用料金制度は大半が指定管理者制
度により、その管理者の判断に委ねるところである
が、市民の森温泉は高齢者の利用が無料化されて
いる。その高齢者の中でも、頻繁に利用している人
とそうでない人との有益の有無の格差が生じてい
る。無料制度を見直しする必要がある。

財政課 62 3 0 C a 1 0 公会計の整備
財務諸表の整備事
務

国の新地方行革指
針に基づく財務諸表
の整備

連結ベースでの財務諸表作成に取り組んだ。 A 財務書類４表作成中。 Ａ
住民に対し説明責任を果たすためにも判りやすい
財政状況の公表は必要である。

財政課 62 3 0 D a 1 0 団体補助金の見直し
団体補助金の見直し
に係る検討事務

行政の責任領域や
経費負担のあり方を
考慮した見直しの検

予算編成を通じて、行政の責任領域や経費負
担のあり方を考慮した見直しの検討を促した。

A 金額、件数とも減少傾向にある。 Ａ
厳しい財政状況の中で、各種団体に対する補助金
の見直しは必要である。

財政課 62 3 0 D b 1 0 扶助費の見直し
扶助費の見直しに係
る検討事務

高齢・少子化に沿っ
た適正費用への見
直しの検討

予算編成を通じて、高齢・少子化に沿った適正
費用への見直しの検討を行い、長寿祝い金等
の見直しを実施した。

A
平成２０年度・２３年度に段階的に祝い金
を見直し、着実に適切な費用見直しを実
施していく。

Ａ
毎年、高齢者が増加する中で、長寿祝い金を見直
ししたことは評価される。

行政管理課 62 4 0 A a 1 1 行政評価システム
新しい行政評価シス
テム検討事務

行政事務改善委員
会で検討

行政事務改善委員会の部会において検討する
とともに、政策調整課、総務課、行政管理課（旧
企画管理課）において協議し、行政経営推進プ
ランの行政評価システムの位置づけを確定。

A

行政事務改善部会の行財政運営改善部
会でH20年度より今後の行政評価のあり
方について検討。H21年度は引き続き、施
策評価や政策評価についても検討しなけ
ればならないため今後においても必要な

Ａ
事務事業の継続の有無や改善事項について、市民
の視点から見てもらい意見を反映させることは必要
である。

財政課 62 4 0 B a 1 0 財政運営システム
財務諸表分析による
予算編成システム検
討事務

財務諸表の分析結
果を予算編成に反映
させるシステムの検

Ｈ２１年秋に向けて、連結ベースでの財務諸表
作成に取り組んだ。

A 財務諸表作成中。 Ａ
財政指標の改善を図るために財政諸表の作成は
必要である。

政策調整課 62 4 0 B x 1 0 その他
行政経営システム推
進事務

行政評価結果に基
づいて計画、予算、
組織・人事等を一体
的にマネジメントする
ための行政経営シス
テム構築の検討

　三沢市総合振興計画の目標達成と目的・成果
志向による新しい行政運営体制の確立を目指
し、将来に向けた持続可能な行政経営の推進に
向けた基本的な考え方や具体的な取り組みを
示した　「三沢市行政経営推進プラン」を平成２１
年２月に策定。

A

　三沢市行政経営推進プランについては、
三沢市総合振興計画の目標達成と、目
的・成果志向による行政運営を達成する
為の基本的な考え方、具体的な取り組み
を示すものとして平成21年2月に策定され
ている。
　今後は、より一層の職員の意識改革は
もちろん、市の総合振興計画に対応した
システム作りを推進する必要がある。

A
三沢市総合振興計画等の施策効果を検証するた
めには、必要不可欠なシステムである。

行政管理課 62 5 0 A a 1 0
情報公開条例の適
切な運用

情報公開制度の周
知

ホームページへ掲
載、積極的な情報提
供を図る

平成１９年度の実績については、ホームページ
へ掲載し情報提供に努めた。また、情報公開の
請求などの際に、手続や情報公開をめぐる近年
の情勢なども担当職員に説明し、その認識等の
向上を図った。

A

市民の市政参加と民主的で透明性の高い
市政をいっそう推進するためには、今後情
報公開の役割はますます重要になると思
われる。今後もホームページを活用した即
時性のある情報提供を進めていく必要が
ある。

Ａ
開かれた市政を推進するためには、ホームページ
を活用した積極的な情報提供が必要である。

行政管理課 62 5 0 A b 1 0
情報公開に関する職
員研修会

情報公開制度に関す
る職員研修会

職員の取扱と認識に
差が生じないよう研
修会を開催し、知識
を向上させる

研修会を年度内に３日間開催し、情報公開制度
についての専門的知識の習得を図った。受講者
数は約３００人。

A

全職員に研修を受けてもらうことにより、
開示請求があまりないような部署の職員
にも、情報公開制度について勉強してもら
う機会であり、今後も研修を続けていくこと
により、職員の取扱と認識に差が生じない

A

情報公開制度に対する職員の認識度は、開示請求
の有無が影響していて、開示請求が無い課ほど認
識度が低い。開示請求事務がスムーズに行われる
ためにも研修は必要である。
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事務事業名 事務事業内容 平成２０年度取組状況 自己評価 自己評価内容 内部評価 内部評価意見

行政管理課 62 5 0 A c 1 0
個人情報の適正な管
理と保護体制の整備

個人情報制度に関す
る職員研修会

職員の取扱と認識に
差が生じないよう研
修会を開催し、知識
を向上させる

研修会を平成２０年度内に３日間開催し、個人
情報保護制度についての専門的知識の習得を
図った。受講者数は約３００人。

A

全職員に研修を受けてもらうことにより、
開示請求があまりないような部署の職員
にも、個人情報保護制度について勉強し
てもらう機会であり、今後も研修を続けて
いくことにより、職員の取扱と認識に差が
生じないようにする。

A

個人情報保護制度に対する職員の認識度は、開示
請求の有無が影響していて、開示請求が無い課ほ
ど認識度が低い。開示請求事務がスムーズに行わ
れるためにも研修は必要である。

政策調整課 62 6 0 A a 1 0
各種広域団体を通じ
た活動の実施

企画管理費（上十三
地域広域市町村圏
協議会負担金外）

近隣市町村と組織す
る各種協議会に参加
し、広域的な課題等
に対して連携して対
処するための活動

上十三地域広域市町村圏協議会において、上
北横断道路及び下北半島縦貫道路の整備促進
等について国及び県に対して要望を行った。ま
た、北奥羽開発促進協議会において、三沢空港
の発着便数の拡充など、北奥羽圏域内の産業
及び生活基盤整備促進のための要望を県に対

C

　国の広域行政圏施策の廃止、定住自立
圏構想の推進が打ち出される中、従来か
らの広域団体活動については形骸化しつ
つある。
　国の施策や制度の変化に対応した体制
や、活動が必要となっている。

Ｃ 国の方針等に即応し、事業を見直しすべきである。

政策調整課 62 6 0 A b 1 0
共同事業に関する調
査・研究活動

企画管理費（上十三
地域広域市町村圏
協議会負担金外）
（再掲）

近隣市町村と組織す
る各種協議会に参加
し、広域的な課題等
に対して連携して対
処するための活動

上十三地域広域市町村圏協議会において、上
十三地域における今後の広域圏行政のあり方
や消防の広域化に関する検討を行った。

B

　消防広域化についての議論について
は、平成24年度を目途に結論を出すことと
しているが、そのメリット・デメリット等が明
らかになっておらず、今後結論を出すにあ
たり更なる検討が急務である。

Ｂ
消防広域化の議論は必要であり、その中でメリット・
デメリットを明らかにするのが、この協議会の役割
であると考える。

44 / 44 ページ


